
午前１０時００分 開会

○議長（野口哲男君） ただいまから、継続市議会定例会を開会いたします。

本日の議事は、お手元に配付しております議事日程第４号により行います。

日程第１により、上程中の全議案に対する質疑を行います。

質疑のある方は発言要求ボタンを押し、挙手を願います。順次発言を許可いたします。

○１５番（松川峰生君） 自民党議員団を代表して質疑を行いたいと思います。

まず、質疑事項の２番と９番におきましては、事前の話の中で理解することが多々あり

ましたので取り下げたいと思いますので、議長の方に御報告させていただきます。

それでは早速ですけれども、１４７ページ、敬老祝金支給に要する経費についてお尋ね

をしたいと思います。

まずはこの敬老祝い金、平成２０年までに、そのときは決算書を見ますと、約１億３，

２００万円と大変大きな額で当時敬老の、７０歳の皆さん方に支給ということで大変喜ば

れた制度だと思います。しかしながら、経済の状況の中でこれを見直すという案が議会の

方にも提出されました。その中におきまして、やはり今この平和な日本、そして私たちが

このような豊かな暮らしができるのは、この敬老祝い金を受給されている人生の大先輩た

ちのおかげが多々大きいものがある、そのように思っております。本来ですと、当局も、

議会の方もできれば予算が許す限り今までどおりということがありましたけれども、やは

りこの厳しい情勢の中、こういう制度を変えたということで、大きくその支給金額も下が

っております。

そこで、この支給におきまして、恐らくなかなか浸透せぬ間にいろんな問題があったの

ではないかなと思いますので、この見直しを行った結果、トラブルや問題がなかったかど

うかお聞きしたいと思います。

○高齢者福祉課長（松永 徹君） お答えいたします。

ただいま議員さんがおっしゃったように、この敬老祝い金は、平成２０年度まで７０歳

以上に毎年支給いたします年金方式でございましたが、支給年齢を７０歳、７５歳、８０

歳、９０歳、１００歳のときに支給する節目型に今年度より見直しを行いました。従前の

制度によりまして、毎年、敬老祝い金の支給を５月末に行っていましたことから、昨年の

５月末から６月中ごろにかけまして、制度が変わることによって、見直すことによって対

象とならなくなった方々より多数のお問い合わせをいただいた経緯がございます。

今回の見直しによりまして節減された財源は、高齢者の自立を支えます福祉サービスと

して在宅支援事業などの拡充及び新規事業の開始を行っていることを説明させていただき、

皆様の御理解をいただいております。

○１５番（松川峰生君） 恐らく課長初め担当課の皆さんには、なかなか浸透するまでに

多くの問い合わせ、あるいは問題等があったのではないかな、その御苦労については敬意

を表したいと思います。

そこで、多くの問題、あるいは問い合わせの中で一つ二つ事例を挙げていただきたいな。

どういうところに問い合わせがあって、そして御理解をいただいたかなというところのこ

とがあれば、一、二点教えていただきたいと思います。（「課長、答弁は簡潔にやりなさ

い」と呼ぶ者あり）

○高齢者福祉課長（松永 徹君） お答えいたします。

先ほど御説明いたしましたように、従前の制度であれば節目の年齢でない方々も、要は

７０歳以上であれば毎年支給を受けられていたわけなのですけれども、制度の見直しによ

りまして、先ほど申し上げましたような節目の年齢でないと支給を受けられないというこ

とで、そういった方々から「なぜ支給がないのか」というようなことでお問い合わせをい

ただいたような次第でございます。
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○１５番（松川峰生君） あと２点。住宅支援事業、新たなサービス。住宅支援事業、確

かに予算を見ますと、昨年よりも１，２００万程度ふえていると思います。その中に新規

事業というのが出ていますけれども、この新規事業１点のみ、簡単に御説明いただければ

と思います。

○高齢者福祉課長（松永 徹君） お答えいたします。

新規事業といたしましては、生活完全援助事業、それから寝具類選択乾燥サービス事業、

緊急対応型ショートステイ事業、この三つの事業を新規事業として今年度から始めました。

○１５番（松川峰生君） 最後に、この支給内容を確認したいと思います。その金額等を

教えていただければと思います。

○高齢者福祉課長（松永 徹君） お答えいたします。

支給の内容でございますが、一定の要件を満たすことが前提になるわけですが、７０歳、

７５歳、８０歳、９０歳の方々に１万の支給ということでございます。また、満１００歳

の方は、お祝い訪問時に１０万円を支給させていただいております。

○１５番（松川峰生君） 恐らく順番にお元気で、そしてまたこの祝い金を受け取るのを

楽しみにしているのではないかなと思います。

先般、お忙しい中、課長の方から資料をいただきました。この中で１００歳以上の受給

者が４０名ほどおられるということで、大変お元気であられると思います。私事になりま

すけれども、私の母も９１になりますから、おばあちゃんに、「１００まで頑張ってくだ

さい。もしいただくようであれば、私がかわりに取りに行ってもいいな」とおばあちゃん

にしたら、「どういう意味か」と言われましたけれども、まあ、要は「健康で長生きして

ください」ということを申し上げました。

どうぞこれからも、やはり先ほども申し上げましたように私たちのこの平和を支えてく

れたお年寄りの方たちが、いつまでも長く健康であって、そしてまたそういうときに、今

１００歳以上に市長さんがお祝いに行くということをときどき新聞で見ます。どうぞこれ

から、また市長さんがたくさん行ける、健康で行ける状態をつくっていただく。そして、

できる限りの対応をしていただくことをお願いして、この項の質問を終わります。ありが

とうございました。

次に１６５ページ、新型インフルエンザ対策に要する経費についてお伺いしたいと思い

ます。

昨年、大変日本じゅうを巻き起こしましたこの新型インフルエンザ。かかった方には大

変申しわけないのですが、思ったより対策がよかったのかどうか。過度の報道もあったか

もしれませんけれども、本市においては目立って大きな、亡くなるとかいう問題はなかっ

たような気がいたします。そこで、この対策に要する経費についてお伺いしたいと思いま

す。

○保健医療課長（伊藤慶典君） お答えいたします。

新型インフルエンザにつきましては、昨年、世界的に流行したことに伴い、予防と感染

拡大防止用の物品の備蓄等に努めてきたところです。予算的には、昨年６月議会において

国の補助金等を活用して１，５１０万２，０００円の補正予算をいただき、各学校等に備

品として空気清浄機、また消耗品として体温計、マスク、手指消毒剤、手洗い石けんなど

の整備を行ってきました。小・中学生を中心に感染が広がりましたが、幸いにも重症化す

る子どもたちもなく、現在では発症する人もほとんどなくなっております。しかし、厚生

労働省から終結宣言がまだ出されておらず、対策本部も継続しており、引き続き警戒が必

要な状況ということでなっております。

このような状況下において、２２年度につきましては、学校の手荒い用石けんなどの予

防用消耗品４００万円、全戸配布の啓発用チラシの印刷製本費１０２万円、合計５３３万
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４，０００円を今回計上させていただいております。

○１５番（松川峰生君） その中身については、課長の方から資料をいただきました。

そこで、今後この備品については、常時支給している団体があれば、その都度自由に支給

をするのか、あるいは、今後またこの備品については、購買また購入をしていく計画があ

るのかどうかをお答えいただきたいと思います。その２点。

○保健医療課長（伊藤慶典君） 消耗品等につきましては、今後、新型インフルエンザの

流行の状況等、また症状の状況等を確認する中でどういう物が必要かというのを、随時そ

の都度確認しながら整備をしていきたいというふうに考えております。

備品等の整備につきましては、同じような形で対応していくというふうに考えておりま

す。

○１５番（松川峰生君） 何があるかわかりません。やはり流行性のものがあると思いま

すので、どうぞ十分対応して、いつでも準備できる体制を整えていただくことをお願いし

て、この項の質問を終わります。ありがとうございました。

次に、保健センター整備に要する経費でありますけれども、いよいよ市民待望の保健セ

ンターが、ことしの１２月にできるということで、工事の方も始まるのではないかなと思

いますが、簡単に保健センター整備に要する経費について御説明を願いたいと思います。

○保健医療課長（伊藤慶典君） ２２年度予算につきましては、施設用消耗品１００万円、

既存備品の修繕料７万円、工事管理委託料１，０４５万１，０００円、光ファイバーケー

ブル購入費８０万９，０００円、施設整備工事費２億７，３５８万円、施設用備品費８０

０万円、水道加入負担金２５３万８，０００円、合計２億９，６５４万３，０００円を計

上させていただいております。

○１５番（松川峰生君） もうおおよそのところ、３医師会の皆さんと十分協議をし、行

政の方も御苦労があったのではないかなと思います。しかしながら、やはり設備というも

のは使い勝手のよさ、そしてまたもう１点危惧するところは、あそこは信号の前なので交

通の問題、あるいは駐車場の問題等もあります。これは今後の課題になってくるかわかり

ませんけれども、せっかくつくるのですから、立派なものをつくっていただいて、訪れる

患者の皆さんや、あるいは使用する３医師会の皆さん方が十分対応できる施設にしていた

だきたいということをお願いして、この項の質問を終わります。

次に１８６ページ、緊急雇用創出に要する経費、児童家庭課についてお願いしたいと思

います。中身について、御説明をお願いします。

○児童家庭課長（藤内宣幸君） お答えいたします。

中身につきましては、賃金と委託料に分けられます。賃金につきましては、保育士さん

の賃金でございます。保育士さんを８名、月２１日雇用いたしまして、１年間雇用する予

定でございます。もう一つは、給食調理員さんの賃金でございます。これにつきましては、

３名を１年間雇用する予定でございます。

次に、委託料でございますけれども、委託料につきましては、放課後児童クラブの指導

員を２０名ほど雇用いたします。これは、放課後児童クラブの連絡協議会に委託をいたし

ます。もう１点は、用務員さんを支援センター等に採用いたします。これにつきましては、

シルバー人材センターに委託を考えております。

○１５番（松川峰生君） この緊急雇用、先ほど課長の方から答弁がありました給食調理

員の方ですが、これは資格か何か要るかどうか、お答えいただければと思います。

○児童家庭課長（藤内宣幸君） 資格については、問いません。

○１５番（松川峰生君） 次に、放課後児童クラブの委託料について、簡単に御説明を願

いたいと思います。

○児童家庭課長（藤内宣幸君） お答えいたします。
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月額９万６６０円を考えております。この指導員さんの月額９万６６０円に２０人分、

そして１２カ月ですから、約２，１００万円を考えております。雇用に当たりましては、

連絡協議会の方が人選をいたします。

○１５番（松川峰生君） 続きまして、児童福祉施設整備等委託料について、簡単に御説

明願いたいと思います。

○児童家庭課長（藤内宣幸君） お答えいたします。

これは、シルバー人材センターに委託をするのですけれども、南部児童館そして西部児

童館、北部児童館、北部子育て支援センターに各１名、計４名、そして１日６，７００円、

それを４名掛ける月２１日で掛ける１年間で約７００万円ほど計上させていただいており

ます。

○１５番（松川峰生君） 最後の質問になりますけれども、この方たちの雇用期間、それ

から再雇用ということについては、今どのようになっていますでしょうか。

○児童家庭課長（藤内宣幸君） 雇用期間につきましては、昨年の１０月から原則半年で

ございましたけれども、１年継続できるようになりましたので、本人の希望と勤務状況が

よければ、１年間雇用させていただきたいと思います。この事業は２１、２２、２３年度

事業でございますので、２３年度事業が終了いたしましたら、今のところ雇用は考えてお

りませんけれども、雇用状況、経済状況というのは不透明でございますので、２３年度時

点で適切な対応を考えたいと思っております。

○１５番（松川峰生君） 恐らく希望者は多々あるのではないかな、選択も大分難しい部

分があるのではないかなと思いますけれども、せっかくこういう対応があります。しっか

りと取り組んでいただいて、一人でも多くの皆さんがこの雇用に応募していただいて、そ

して喜ばれる制度になればいいなと思います。大変御苦労があるかもわかりませんけれど

も、しっかりと取り組んでいただきたいということをお願いして、この項の質問を終わり

ます。

次に１８６ページ、同じく緊急雇用創出に要する経費、スポーツ振興課。この件、中身

について簡単に御説明願いたいと思います。

○スポーツ健康課長（平松純二君） お答えいたします。

緊急雇用創出に要する経費につきましては、スクールガードリーダー配置事業といたし

まして７８４万２，０００円、また食育推進コーディネーター派遣事業といたしまして７

０７万円を計上させていただいております。

まず、スクールガードリーダーの配置事業の概要でございます。昨今、学校内外で多く

の事件・事故が発生する状況を踏まえまして、子どもたちが安心して登下校することがで

きるよう、シルバー人材センターに業務を委託し、子どもたちの安全確保に努める事業で

ございます。具体的には隣接する小学校区２校区に１人の割合で市内に７名のスクールガ

ードリーダーを配置して、学校敷地内や通学路を中心に巡回して、その結果について学校

長に具体的な情報提供を行うことが主な業務であり、月に１５日の勤務をお願いしており

ます。主に児童・生徒の登下校時間帯を中心に１日４時間を標準として巡回をしていただ

きます。

次に、食育推進コーディネーター事業でございますが、これは、学校における食育を推

進するためには、栄養教諭だけではなくて学校長や教職員、保護者、さらに地域の生産者、

その他関係者の理解と協力が不可欠であるというふうに考えています。この考えに基づい

て、特に栄養士が配置されてない中学校で年間指導計画に沿った食育の普及啓発と、栄養

教諭による実践指導の紹介や、生産者等も含めた関係者の間の情報交換等を効率的に組み

合わせて、それを計画的に実践する中心的な役割を担う食育推進コーディネーターを学校

共同調理場に３名配置して、中学校における食育の推進を図ろうとするものであります。
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いずれも県の緊急雇用創出事業を受けて、１００％県補助金にて実施する事業でございま

す。

○１５番（松川峰生君） では、この事業はいつまで実施するのか、簡単に御答弁くださ

い。

○スポーツ健康課長（平松純二君） お答えします。

県において策定しております緊急雇用創出事業実施要領に基づいて平成２３年度末まで

とするというふうに明記されておりますので、本市事業においても２３年度末で終了する

ものというふうに考えております。

○１５番（松川峰生君） 最後の質問になりますけれども、このスクールガードリーダー

７名、同じく食育推進コーディネーター３名、要はこの事業についての成果については、

どのように考えていますでしょうか。

○スポーツ健康課長（平松純二君） お答えします。

成果でございますけれども、現在、スクールガードリーダーにおいては、巡回を行う際

にわかりやすい腕章の着用と、自動車等にも蛍光色の目立つものをつけていただいており

ます。そういうステッカーを張ることをお願いしております。そして、この７名の方が通

学路を中心に市内を巡回しておりますので、徐々に周知されてきた結果、犯罪等抑止効果

が高まるというふうに考えております。

また、食育推進コーディネーターでございますけれども、これまで中学校の食育は、そ

れぞれの教科の立場で個々に行われておりまして、特に学校給食に関しましては、給食担

当者が中心になっていた感が否めません。本事業開始により徐々にではありますけれども、

それが一体となった指導計画の実施と、教職員の食育に関する認識が高まってきたのでは

ないかというふうに考えております。

○１５番（松川峰生君） スクールガードリーダーについても、私もよく車にステッカー

を張っているのを見ております。あれだけでも、見るだけでも抑止効果があるのではない

かな。今、課長が答弁いただきました。

それから、食育の推進コーディネーターにつきましては、やはり私が心配するのは、せ

っかくこの制度を立ち上げても、要は残滓、つまり給食、その他が残ることも検証して、

やはり食べる人とつくる人の感覚ができる限り、子どもがどういうものを要望しているの

か、あるいはどういうものなのか、そういうこともしっかり栄養士さんとまた話ができる

状況、せっかくこれだけの事業をやるのですから、効果のあるものを今後も引き続き取り

組んでいただくことをお願いして、この項の質問を終わります。

次に１８７ページ、同じ緊急雇用創出の経費について御説明をお願いしたいと思います。

○環境課参事（原田勲明君） お答えをいたします。

当課のごみステーション等調査業務委託料について、計上させていただいております。

この事業の内容でございますが、現在、簿冊で管理をしております市内のごみステーショ

ン及び町内ごとのごみ排出量の調査を実施し、位置情報等をデータ化いたしまして、既存

の管理システムに組み込むものでございます。事業の実施期間は、平成２２年４月から６

カ月間となっております。事業費の内訳といたしましては、新規雇用１２名を含めました

事業従事者１６名分の人件費２，４６６万３，０００円、機器リース料等６５２万９，０

００円、総事業費で３，１１９万２，０００円となっております。

○１５番（松川峰生君） ごみステーションにつきましては、市民の皆さんに相当定着し

ているように見受けられます。私も車で走るときに、必ずごみの状況を見られる範囲で見

ております。私の地域においても大きなトラブルもなく、きちっとやっているようですが、

要は先ほども申し上げましたけれども、この費用を使って成果についてはどのように考え

ていますでしょうか。
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○環境課長（末延直樹君） お答えいたします。

成果といたしましては、ごみステーションの位置情報等の調査を行うことによりまして、

地域別のごみ排出量を詳細に把握することができるようになる、また、ごみ収集ルートの

適正化を図るような形の基礎資料になるというふうに考えております。これにより各自治

会等への情報提供やごみの分別の指導に向けた的確な指導ができるというふうに考えてお

ります。

○１５番（松川峰生君） 先ほども申し上げましたけれども、ごみの収集につきましては、

やはり大事なことであります。我が自民党市議団も、先般、松山の方に行きまして、この

ごみの問題を勉強させていただきました。そのときにやはり別府の方が、ごみ袋等につい

ても大変進んでいるなということでありました。まだあそこは普通のごみ袋を使って回収

している。いろんな問題がありまして、不法投棄等があるようです。たぶん別府もあるの

ではないかと思います。そういうことで、ぜひ今後ともこの調査の結果をもとにし、一層

市民の啓発を整えていただいて、正しいごみ出しの方法に努めていただくことをお願いし

て、この項の質問を終わります。

次に１９４ページ、市営ザボン園に要する経費。このことについて現在の状況はどうな

のか、簡単に御説明いただければと思います。

○農林水産課長（筑浜 直君） お答えいたします。

現在の状況でございますが、市営ザボン園は、県立羽室台高校の北側に位置をしまして、

敷地は約６．８ヘクタールでありますが、敷地の９割は斜面地でございまして、収穫作業

などの機械化ができない場所であります。敷地の利用的には、２ヘクタールの面積に約１，

３００本のザボンを植えております。ザボンの品種といたしましては、晩白柚と阿久根の

２種類でございます。

○１５番（松川峰生君） 予算は、どのようになっていますか。

○農林水産課長（筑浜 直君） お答えいたします。

予算につきましては、歳入は、ザボン売り払い収入として１２０万円を見込んでござい

ます。また、歳出は３３６万８，０００円で、ほとんどが人件費でございます。具体的に

はザボン園に従事する２人の臨時職員賃金が２５５万９，０００円で、そのほかは肥料、

農薬、出荷用の荷箱などザボンの出荷や管理に伴う消耗品でございます。

○１５番（松川峰生君） 収支バランスを見ますと、ことしの予定では、２２年度では１

２０万円上がっています。見ますと、差し引きしますと、約２１０万円の赤字となってい

ます。私は、このザボン園についてはぼちぼち見直し、そしてまた廃止をするということ

も検討すべきではないかなと思いますけれども、当局はどのようにお考えでしょうか。

○農林水産課長（筑浜 直君） お答えいたします。

収支につきましては、赤字でございますが、収穫したザボンは、先ほど申し上げました

別府市における年末年始の風物詩となっており、別府を訪れるお客様や多くの市民の方々

に大変好評を博しておりまして、冬の別府にはなくてはならないものと考えています。こ

のことを踏まえまして、今後は赤字解消に向けてよりよい品質のザボンを栽培するととも

に、販路の拡大、あるいは新しい料理方法など、収益を上げる方法につきまして検討して

まいりたいと考えております。また、市民の皆様に市営ザボン園のことをよく知っていた

だくためのアピールを、市報等を活用して行いたいと考えております。

○１５番（松川峰生君） 今るる商品の開拓、あるいはザボンをおふろに入れてザボン湯

というものがあります。しかし、ザボン湯につきましても、お正月のときに少し新聞・テ

レビ等で見るぐらいで、ふだんはどうなのかなと思います。どちらにしても、今こういう

厳しい状況の中、これも今後見直し、また廃止ということも検討していただくことをお願

いして、この項の質問を終わります。ありがとうございました。
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次に２５８ページ、教育研究指導に要する経費について、今回、標準学力調査。この標

準学力調査についての内容を説明してください。

○学校教育課長（御手洗 茂君） お答えいたします。

この事業委託料は、市内小学校３年生、４年生、中学１年生９５０人を対象とした市独

自の学力調査に要する経費でございます。毎年国が実施する学力調査は、小学校６年生、

中学３年生でございます。また、県が同時に実施する県の大分県基礎基本の定着状況調査

の対象は、小学校５年生、中学２年生でございます。その結果を見ますと、別府市の子ど

もたちの学力問題は大きな課題というふうにとらえております。これまでの調査の分析と

考察によりますと、やはり小学校３年生、４年生、また中学１年生で学んだ内容が十分定

着していないことがわかりました。そのようなことから、市独自の調査の実施が不可欠と

の結論に達したわけでございます。これは、国や県の調査の点数を向上することが直接の

目的ではございません。あくまでも一人一人の学力の定着を図ることを目的としています

が、そうすることによりまして、国や県の調査においても必ずよい結果につながると考え

ております。大切なことは、一人一人の教師がこの結果を踏まえ、子どもたちが理解でき

ていないところの指導はどうすればよいかという授業改善の指標となることであり、また、

子どもたちが理解できているところは、この指導方法は間違っていなかったということで

自信にもつながり、他校の先生との情報交換の材料にもなり得ると考えております。

学校間格差が生じないように、足並みのそろった授業への本気での取り組みを期待してい

ますし、市教育委員会といたしましても、学校への指導・助言を怠ることのないように取

り組む所存でございます。

○１５番（松川峰生君） いろんな調査、今回この標準学力調査委託料、大きな金額が出

ています。要は、やはり大分県の教育あるいは別府市の子どもたちの学力ということも教

育委員会で考えておられるのではないかなと思います。昨年の学力もやはり全国から見ま

すと、大変厳しい状況にある。これは先般の一般質問でも課長の方からそういう状況のお

話をいただきました。この調査においてどういう形で小・中の連携を持っていくのか、あ

るいは先生たちが統一見解を持って子どもたちの学力を向上させていくのか。私は、学力

は勉強だけではない、すべて含んでいると思います。例えば体力テストあるいは学力テス

ト、こういうのも優秀なところは、例えば秋田などでは両方一緒にいっていると思います。

やはり昔の言葉で言うなら文武両道、体力があって、学力があって、やはり健全な精神が

あるということが大事で、すべてこれを含んだ中で、せっかくのこの調査ですから、これ

を大いに生かしていただきたいということをお願いしたいと思います。

そこで、同じく今回借用料１６０万９，０００円、翌年中学校でインターネットを利用

した問題プリント作成、パソコン等を利用するようになったと聞いています。本年度は小

学校にも導入することですが、その導入の効果についてお伺いしたいと思います。

○学校教育課長（御手洗 茂君） お答えいたします。

別府市の小学校にこの学力向上教材を導入することによりまして、児童の学力の向上を

図るわけでございますが、具体的に申しますと、インターネットで必要な問題を選び、印

刷するだけで利用できるものでございます。この教材につきましては、単元ごとに厳選し

た１０問程度の問題を１５分程度で解くものでございます。この教材を導入することで子

どもたちのドリル、弱い部分をそこで補うこともできるだろうし、また保護者負担となる

補助教材費の負担も将来的には軽減されるということになると考えております。

○１５番（松川峰生君） このインターネットで問題をすぐ入れる、全国的なものも導入

できるということで、やはりいいものを、いい情報、早い情報、例えば他県のものなども

大いに利用していただく。今答弁の中でありましたように、秋田などでも当然使用してい

るということなので、ぜひこの活用をしっかりとやっていただいて、やはり情報公開もし
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ていただいて、いい効果が出る、またお聞きしたいと思いますけれども、その取り組みを

しっかりと教育委員会を中心に小学校、中学校合わせて、やはり先生方が認識を持ってい

ただいて、よい活用をしていただきたいな、そう思います。

次に、学力向上プロジェクト事業補助金について、昨年度から取り組んでいると聞いて

います。この事業の特色と事業効果について、お尋ねしたいと思います。

○学校教育課長（御手洗 茂君） お答えいたします。

この事業は、大分県教委が学力対策事業として平成２０年度から３カ年計画で実施して

おります。別府市におきましては、本事業の委託を受けまして、朝日小学校、大平山小学

校、朝日中学校の３校で実施しております。

特徴といたしまして、３校が共通に取り組むこととして、特に児童・生徒の聞く力をつ

けること、また家庭学習の充実を図ること、それから先生方の研究会の活性化を目指すこ

とを上げて連携しております。この実践を効果的に進めるために、大学の教授を招聘する

とともに、市教委の指導主事と一緒になって指導・助言することで、学力向上への取り組

みが一層成果が上がるというふうに考えております。

○１５番（松川峰生君） 今一連の課長の答弁は、やはり県教委、市教委も大分県の現状

というものの厳しさを相当認識しているのではないかなというふうに思います。どちらに

しても絵にかいたもちでは困るので、この実践したことが成果として上がるよう、どうい

う調査をして、それからどういう取り組みをしていくのかということも今後引き続きお願

いしたい、そのように思っております。

最後の質問になりますけれども、小一プロブレム対策推進事業。これは、この３カ年の

総事業であります。そのところを。どういう事業の内容を展開しているのか、現実はどう

なのかというところをお聞きしたいと思います。

○学校教育課長（御手洗 茂君） お答えいたします。

この事業は、２１年度から２３年度までの３カ年間の継続事業でございます。小学校に

入学したばかりの小学校１年生が集団行動をとれない、授業中に座っていられない、話を

聞かないなどの状態が数カ月継続する状態、いわゆる小一プロブレム。その対策を講じる

事業でございます。

事業内容といたしましては、上人小学校を中心に近隣の私立の幼稚園、当然上人幼稚園

も入りますが、それから近隣の私立の幼稚園、そして公立保育所・保育園との公・私立の

保育所・保育園との交流活動の中で検証して、関係機関で協力・協議しながら小一プロブ

レム対策を図るものでございます。

効果といたしましては、まだはっきりとしたものが、これから出てくると思いますが、

幼稚園児が小１へスムーズに移行でき、安心して学べる環境が整えられるというふうに考

えております。

○１５番（松川峰生君） やはり大変残念なことは、昔はこうしなくても自動的に幼稚園、

保育園から、またそれぞれ小学校に上がっていく。やはりなかなか学校に行っても対応が

できない、またそういう状況ではないことが浮かんできます。どちらにしても子どもたち

が学年に上がったときにスムーズに同じ対応ができるということであろうかと思います。

この事業につきましても、今後恐らく、今は上人小学校ですけれども、順次拡大、それぞ

れまた地域によってやっていくのだろうと思いますけれども、ぜひやはり子どもたちが小

学校に上がっても同じ状況の中で安心して仲よく、そして勉強ができる体制を整えていた

だくことをお願いして、私の議案質疑を終わります。ありがとうございました。

○２６番（泉 武弘君） 昨夜来の強風が一転しまして、鶴見山の春雪が輝いているので

すね。「神々の住む館」とか「神々の住む山」というのがありますけれども、きょうの鶴

見山を見ますと、まさに神々が住むのではないかな。澄み切ったこの山を見ていますと、
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自分の気持ちを映しているような感じがします。

さて、児童福祉課、生涯学習課と質疑をしてまいりたいと思いますが、市長、最初にお

礼を申し上げたいのですが、２２年度の新年度予算の中に民間保育園の施設改修費ですね、

３，０００万組んでいただきました。これは保育園関係者は大変喜んでいます。私も問題

提起をした一人として、この場を借りて感謝を申し上げたいと思います。

しかし、では問題点が解消したかといいますと、解消してないのですね。今回のは、３，

０００万の貸付金がそれぞれ単体の保育園に１，０００万ずつ、１０年間無利子というこ

とですね。３保育園が対象になっている。

この民間保育園の皆さん方が要望している施設改修は、３園だけでとどまらないのです

ね。そうなってきますと、３，０００万のほかに施設要求の市の貸付金を要望したときに、

市はどういう対応をとるのかというのが一つの問題点になってきますけれども、この点に

ついてはどのようにお考えでしょうか、御答弁ください。

○児童家庭課長（藤内宣幸君） お答えいたします。

議決後、今月末に説明会を開催いたしまして、応募につきましては、４月から応募を開

始いたします。応募状況を見まして、この枠を超えた場合につきましては、また関係課と

協議をさせていただきたいと思います。

○２６番（泉 武弘君） 市長ね、これは応募者がふえるというふうに考えていただく方

がいいと思うのですね。３園だけが施設が古くなっているのではなくて、多くの保育園の

施設が老朽化しているということですから、これに対して補正等で組む意思があるのかど

うか、市長に後ほど答弁をいただきたいと思っております。

それから、もう一つの問題として、松川章三議員と一緒に防災士講習に行かせていただ

きました。おかげで公費助成の関係があったかもしれませんが、防災士の資格を取ること

ができました。議長、今後は「防災士・泉武弘殿」という呼び方をぜひともしていただく

ようにお願いをしておきたいと思います。

実はその中で大分大学の千田先生が、別府湾における地震の発生メカニズムの中で非常

に気になることを言っておりました。いわゆる別府の地域で危ないのは南部地域だ。しか

もこの発生が危惧されるというふうに言っていましたけれども、今触れました民間保育園

の耐震補強工事を急がなければいけないという状況なのですね。今回２園が、子ども基金

の中から充当されて大規模な改修をやられますけれども、これも大変いいことだと思って

います。しかし、では逃げる手段を持たない、逃げる方法を知らない子どもたちが学んで

いるところをこのままでいいのかという議論が一つ起きてくるのですね。この耐震補強の

必要性は、民間保育園の中で現在何園あるというふうに担当課長は調査しておられますで

しょうか、御答弁ください。

○児童家庭課長（藤内宣幸君） 民間保育園は２３園ございますけれども、現在９園とい

うことで認識をいたしております。（「必要としている園は」と呼ぶ者あり）

必要としている園は、民間保育園は９園ということでございます。

○２６番（泉 武弘君） そこで、担当課長にその実情をお聞きしてみましたら、大規模

改修でしか補強が難しいのではないかと見られる分と、いや、現状でも耐震補強は可能で

はないかという部分、そしてまた現状よりも、耐震を現状融資のものを耐震補強する方が

効果的ではないか、いろいろな分類があります。いずれにせよ児童福祉法の中では、市町

村の義務として援助しなければいけないということになる、施設改修について援助しなけ

ればいけないとなっています。そうなりますと、今後の課題として施設整備費については、

今、課長から、今後要望がふえた場合には関係各課と協議して対応したい。耐震補強につ

いて別府市はどう取り組んでいくのか、これに対する基本的な考えを述べてください。

○児童家庭課長（藤内宣幸君） お答えいたします。
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さきの９月議会で議員さんが、地方公共団体の責務ということをおっしゃっておりまし

たので、今回の耐震補強の計画につきましても、十分貴重な御意見として受け取らせてい

ただきたいと思います。

○２６番（泉 武弘君） 大変評価できる見解なのですね、見解であり方針なのです。こ

れについては市長、行政の優先劣後の関係がありますけれども、優先してやらなければい

けない課題だと私は理解しています。現在、公立保育園１人当たりに対する公費負担が９

万６，０００円なのですね。私立が８万２，０００円で、差額が１万３，８２８円となっ

ています。それで児童の延べ人員は、公立が３，１５４人、私立保育園は２万人を超えて

いる。多くを民間の保育園に児童保育をお願いしているという現状があるわけです。

市長、そこであなたに答弁を求めるわけですが、この施設整備費について民間保育園か

ら要望がふえた場合に別府市としてどうするのか。それから、耐震補強に対してこの保育

園の皆さん方から、何とか別府市に予算を組んでほしいという要求が出たときに、市長と

してどのように対応するのか、この機会に答弁をお願いしたいと思います。

○福祉保健部長（阿南俊晴君） お答えをいたします。

今、民間保育園の施設整備についての貸し付けでございますが、別府市において貸し付

けをする場合、温泉施設また町内の公民館、こういう部分の建設費を参考にして上限１，

０００万という形で決めさせていただきました。民間保育園の方々の耐震の施設整備とい

うのは、十分に市としても、私どもも承知をいたしておりますし、施設整備をしなければ

ならないという部分は、もう感じております。ただ大規模改修につきましては、これは国

の補助金が当然必要になってきます。今年度までにつきましては、安心子ども基金におい

て対応する。２３年度以降については、国からの指示もまだ来ておりませんので、そうい

う部分も含めて、また民間保育園の方々の御意見をいただいて対応してまいりたいという

ふうに今考えています。

○市長（浜田 博君） お答えいたします。

今、部長が答弁したとおりでございますが、子どもの安心・安全というのは、公立、私

立問わず優先すべきだと考えております。そういう意味で今回、民間保育所に対するその

制度に対しましても、初めての取り組みでございまして、これから応募が出た経緯の中で

十分に検討していきたい、このように考えています。

○２６番（泉 武弘君） 南海地震がまさに危惧されておりますと同時に、地震調査会が

出しております今後３０年以内に震度６弱に襲われる地域として別府地域が入っています

から、やはり耐震補強についても、今、部長が答弁されましたが、子ども基金の最終年度

２２年でしたかね、もう最終年度が来るらしい。そうしたら、国の動向がどうなるかは別

にして、別府市自体で耐震補強等について独自の支援策をやっぱり講じる必要がある、こ

のようにお願いをしたいし、市長がそのように答弁したというふうに理解していいですね。

はい。そのように理解させていただきます。できるたけ早く課内で検討していただいて結

論を得て、次年度の中で耐震補強工事については予算化するように強く要望いたしておき

たいと思います。

それから、生涯学習課関係についてお尋ねします。

婦人会館が５４年に建設されましてから、古代建築に指定されるのではないかというぐ

らい立派に老朽化が進んでいます。しかしながら、利用者数を見ますと、市長、これがふ

えているのですね。現在、２０年推計でいきますと１万６，０００人程度が利用していま

す。やはり別府というまちは、観光都市であるがゆえに女性に多く依存した部分があるの

ですね、観光産業の中では。もう言うまでもなく杉乃井の横山キクさん、それから白菊の

大成ツル代さんを初め「女傑」と言われた方々が、この観光都市を主導してきたという部

分は否めない事実と思うのですね。
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ところが、この婦人会館は、予算計上は労働費で上がってくるのです。この設置目的を

見ていきますと、勤労者のための供用等の確保の場という位置づけをしているのですね。

そうなりますと、もう設置目的そのものが時代に合わなくなってしまっているな、これが

一つですね。それからもう一つは、老朽化が進み過ぎている。老朽化が進んでいる割には、

利用者が多いという問題があるのですね。これらに何らかの対応をしなければいけない時

期に来ているというふうに私は認識しているのですが、当該課長はどのような見解をお持

ちでしょうか。答弁してください。

○生涯学習課長（檜垣伸晶君） お答えいたします。

まず、施設の老朽化の部分でございますが、御案内のように昭和４５年に設置されてお

ります。建設されてから相当経過年数がたっております。当然ながら老朽化で施設が傷ん

でいる部分がございまして、今後耐震診断そしてまた耐震補強せねばならないと認識して

おります。

もう１点が設置目的でございます。ただいま御指摘いただきましたように、時代のニー

ズの中で設置されましたが、今日的な課題と照らし合わせると方向性の抜本的な見直しと

いう部分も必要であると認識しております。

○２６番（泉 武弘君） 人口の構成を見ますと、別府市は女性が１万１，０００人多い

まちなのですね。先ほど触れましたように、観光産業を支えている大部分が女性の皆さん

の力によるということも、これはもう否めない事実なのです。ところが、現状のこの婦人

会館の施設、規模等を見ますと、余りにも寂しいなという気がしてなりません。利用者数

が１万７，０００人近くになりますか。それで管理に要する経費が３６３万なのですね。

私は、ドメスティックバイオレンス、また虐待、いろいろなものの相談件数を見ますと、

かなり多いのですね。やはりこの「婦人会館」という名称を含め、設置目的も含め、この

機会に別府市は女性に対して非常に厚い待遇をしているまちなのだというものをつくるた

めにも、婦人会館というものを基本的に見直すべきではないかという気がしてならない。

そこで提言ですが、この議会後に市長と教育長、一回現地を２人で見ていただけません

か。恐らく全国にこういう会館がありますけれども、設置場所としては、これはもう本当

にすばらしい場所なのです。

公園緑地課の課長に、「施設改修についてクリアしなければいけない問題点があるか」

といって御調査いただきましたけれども、そう大きな問題はないようです。ならば、やは

り別府という地域の特性、産業構造、人口構成から見て、後世に誇れるような女性の専用

の施設があってもいいと私は思うのですね。この問題について教育長にまず御答弁をいた

だいて、その後に市長に見解を続いて求めたいと思います。教育長、御答弁ください。

○教育長（寺岡悌二君） お答えをいたします。

本市においての経済面、あるいは観光振興等において女性の方の果たす役割というのは、

非常に大きいものがあると認識しております。今後もさらにこの会館につきましての管理

運営等につきましては、関係各課と十分連携をとって考えていきたい、そういうふうに考

えております。

○市長（浜田 博君） お答えいたします。

御指摘のとおり、やはり「女性のまち」と言うぐらい人口も多いです。いろんな形で過

去の経緯も女性が頑張っていただいてまちが元気になるという場面もたくさんあります。

そういう意味では婦人会館のあり方、また「女性会館」とかいろんな名前の検討もありま

す。県議時代に、婦人会館が変わったように、アイネスに変わったように、何か別府も女

性中心の男女共同参画センターと同時に、そういったことも含めて検討していきたい、こ

のように考えております。

○２６番（泉 武弘君） 今のお二方の答弁を聞いて、これは前進するな。まず設置目的
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からこの施設のあり方、こういうものを含めてこれは推進、前に進むなという感触を得ま

した。これだけは、ぜひともつくっていただきたいなと思っています。岩本課長が、競輪

事業課の課長をされているときも大変な御努力をいただきました。そして、北部地区児童

館が自転車振興会から３億円の補助金を得て建設されたわけです。今、子どもの利用者数

が平均で２５１人実は利用している。これは、自転車振興会の方も実はびっくりしている

のです。これだけの利用者があるとは思わなかったのですね。岩本課長が、もうたしか五、

六回自転車振興会に上京していただいている。僕は、一人の課長がこんなに努力していた

だいた結果が、これだけの大きなものを得たという感慨を持っているのですね。こういう

予算等の組み合わせでぜひとも、市長、教育長、別府市の誇れるような、別府市の人が、

女性はあそこに行けば問題解決ができるのだというような施設運営等を含めて抜本的に検

討してください。このことをお願いしておきます。

さて、職員課に移ります。職員課は、ちょっと今までとは様相が変わってくると思いま

す。職員課の厚生会負担金、これは予算要求があって計上したものかどうか、これが第１

点。

第２点目には、市役所をやめた職員が、再度別府市に再任用という再雇用をされます。

再雇用される皆さん方に、ボーナスを払っています。これは、市の職員をやめて別府市に

再雇用された者だけに対する特別な特典です。これは、なぜ一たんやめて別府市に再雇用

された者だけにボーナスを払うのか、これが第２点。

昨年度、交通費の問題を質問させてもらいました。４５１名の非常勤職員が、現在いま

す。この非常勤職員には、交通費が出ていません。再任用だけ、交通費が昨年まで出てい

ました。さて、これはどのように新年度予算で対応したのか。この３点からまず御答弁く

ださい。

○職員課長（豊永健司君） お答えいたします。

まず、職員厚生会の計上でございますけれども、厚生会の予算につきましては、現在調

整しているところでございます。

第２点目の、再任用の職員への期末手当の件でございますけれども、再任用制度につき

ましては、定年退職をした者を改めて一定の期間雇用するものであり、その給与制度は長

期間継続雇用を前提とした制度とは異なり、現につくポストの職責に応じ職員の勤務意欲

と勤務実績にこたえるシステムとして設定されております。再任用職員につきましては、

定年前の職員と同様の本格的な業務に従事し、定年前の職員と同様の責任を負うことから、

職務に関連した手当につきましては、原則として定年前職員と同様に措置される必要があ

るところから、支給をしているものでございます。

また、御指摘のあった非常勤職員への交通費の件でございますけれども、２２年度につ

きましては、その分を支給する旨計上を行っております。

○２６番（泉 武弘君） 産業統計で見ていきますと、昨年の冬のボーナスがない中小企

業というのは、枚挙にいとまがないぐらい多いのですね。今、課長が、再雇用組に対して

は「責任ある立場で仕事してもらっているから」と言いましたけれども、これは非常勤全

員同じなのですよ。全員責任ある立場です、だから非常勤給与を払うわけですから。それ

はどんな理由をつけても、今の手当を支給することができる、期末手当、ボーナスを支給

することができるという部分をとらえて、支給する根拠としているのはおかしいと思いま

す。ただ、市長ね、全面的に僕は悪いと言っているのではない。今年度もかなりの方が退

職されますけれども、その能力は６０歳を境にして落ちるわけはないのです。今までの経

験から見れば、むしろ高く評価してやってもいいという方もいっぱいいるのです。むしろ

この機会に能力に応じた手当を支給することができるというふうに改善した方がいいと僕

は思うのです。僕は、一律に廃止しなさいと言っているのではなくて、今この議場にも定
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年でやめられる方がいますけれども、むしろこういう方をずっと継続して市で働いてほし

いなという方もいるのです。それかと思うと、反面、いやこの方はもうそろそろ市とは縁

を切ってほしいなという方も、いないでもありません。そこらをやっぱりすみ分けをして

ほしいのです。そうしないと、やっぱり市民の理解を得られないと私は思っています。一

律に再任用職員に対するボーナスの支給を見直すべきだと思いますが、部長、どうですか。

○総務部長（中尾 薫君） お答えいたします。

まず、前提として、議員も御存じのことだと思いますが、確認させていただきたいこと

がございます。再任用と非常勤職員ということでこれは再雇用が行われていますが、再任

用につきましては、完全な地方公務員法に基づく、いわゆる法体系が確立している職でご

ざいます。非常勤につきましても、あくまでも地公法上の１７条の解釈とか３条解釈とか

いろいろございますが、それはあくまでも法的にはありますが、完全な形の体系ではござ

いません。この部分につきましては、国の方も現在、鋭意法整備を図ろうとしているとこ

ろでございます。例えば、今回退職手当の改正条例を出しておりますが、再任用について

は、退職後も在職中の非違行為等によって退職金の返還がなされる等々の規定をされてい

るところです。

先ほど議員さんがおっしゃいましたことには、基本的に私も大いに同感するところでご

ざいます。やはり何度も言っておりますが、仕事に見合った待遇をするのは当たり前のこ

とでございます。ただ、そういう部分も含めまして、現在は、再任用につきまして以前か

ら御指摘がありましたので、再任用につきましては、公権力の行使、それから公の意思形

成の過程に参画する職員というふうに来年度から一定程度峻別するようにしております。

また、その後には当然その成績、勤務実績というものがついていくのだというふうに考え

てございます。

○２６番（泉 武弘君） 一律に再任用という形で雇用しようとするから、そういう問題

が起きるのです。再任用という職責、職能、責任に応じたものを雇用するものと非常勤と

いうもので雇用するものとに峻別すればいいのですね。そこらができてないから、一律ボ

ーナスという形になってくる。ここらが問題なのです。今、部長が答弁されましたので、

それを了としますけれども。

さて、どうして一回整理しておかなければいけない問題が、過去に場所貸しで得た１，

５００万、これを税務申告しましたわね。御存じですか。職員厚生会で税務申告している

でしょう。その内容を御存じですか。答弁してください。

○職員課長（豊永健司君） お答えいたします。

大変申しわけありませんけれども、内容までちょっと調べた形跡がございませんので、

失礼いたします。

○２６番（泉 武弘君） 税務申告については、今議会中にどういうことだったのか、ま

た口頭で結構ですから、報告してください。職員厚生会の転貸収入１，５００万を所得と

して申告しているのですね。やはり職員、いわゆる法を遵守しなければいけない立場の人

たちが加盟している職員厚生会が、１，５００万になんなんとするような所得に課税をさ

れないというのは、これはもう税法上もあり得ないわけですから、それを、申告を何年次

にしたかわかりませんけれども、もしこういう問題が後刻しているということになれば、

その間の滞納金をどうしたかという議論にも発展しようと思います。ここらを一回整理し

ていただくように、お願いをいたしておきたいと思います。

さて、今申し上げましたように中尾部長それから職員課長には、なお問題が山積してい

るのですね。職能給の導入の問題、今言ったこの問題、それからわたりの問題。「わたり

とは渡哲也だろう」と言った人がおりましたけれども、そうではなくて、上級階へわたっ

て所得が多い、こういう問題。やはり思い切って是正してください。民間の皆さんは青息
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吐息なのです。その税で皆さん方は生活をしている、私どももそうですが。やはり民間の

皆さんの常識に沿った給与体系をつくってもらいたい、このことだけ強く要望して、次に

移ります。

さて、これほど質問で悩むという質問は、２７年で初めてですが、広域負担金ですね。

この単体、いわゆる別府市という自治体と広域圏という独立した単体、これに対する義務

経費の支出、これが質問でどこまでなじむかというのを、自分自身でも実は大変悩んでい

ます。

そこで、最初にお聞きします。今回のごみ焼却場建設費に関連する総事業費は幾らでし

ょう。それで、別府市負担額は幾らですか。ここらを御答弁ください。

○政策推進課長（浜口善友君） お答えいたします。

藤ケ谷清掃センターの更新事業にかかります総事業費でございますが、２０８億６，３

５０万円でございます。更新事業にかかる別府市の負担金として、期間がございます。平

成４０年度までの期間でございますが、それを合わせますと、約１５４億というふうなこ

とでございます。

○２６番（泉 武弘君） 市民の皆さんにわかりやすいように質疑をさせてもらいますけ

れども、例えば家を建てるとします。家を建てるのに２社の見積もりをいただいた。片方

は、建設費が安かったのですよ、しかし、入居してから後の維持管理費が大幅に片方は多

いのですよ。次点となった会社は、建設費は高いのですよ、しかし、入居してから後の維

持管理費が安いのですよ。こういうふうに表現したら、市民の皆さんもわかりやすいと思

うのですね。

この維持管理費の差額というのは２７億４，０００万なのですね。２７億４，０００万

が１５年間の管理運営費で計算します。そうしますと、４０億８，０００万近くになるの

ですね。これだけの差が、落札した業者と次点とでは生じた。ところが、この１５年の管

理運営期間を過ぎましても、耐用年数が３０年というふうに国が見ていますから、さらに

この業者が管理運営を受けたとします。そうしますと、６０億近くの差が出てくる。最初

に安い家を買ったために、事後の管理運営費がこれだけ違う。年間１億８，０００万違う

ということなのです。

おもしろい現象があるのですね。別府市は、ごみ量の減少について現在こういう計画を

立てています。減量計画。平成１７年度当時、２８年度目標値を見ていきますと、１，７

６４トンの削減目標をつくっています。実績でいきますと４，２１４トンと、すでに目標

値をはるかに上回っています。広域圏で見ますと、２６年目標で４，５２０トンの減量計

画を出しています。もうはっきり言えることは、施設規模が過大である、これだけは言え

る。そして、この広域圏議会が議決したことは、事後の管理運営費が「べっ」というぐら

い、まあ、言葉はよくはないかもしれません、「じゅっ」というぐらいかさんでいくもの

を選択した。これが広域圏議会が選択した今回の予算なのですよ。しかも不思議なことに、

選定委員１０人いる中で６名が行政関係。どうしたわけか、この別府市の副市長が選定委

員会の会長になっている。もう最初から行政の意思というものがあらわそうと思えば、１

０分の６ですから、どこの業者ということを決めていけば、それをねらい打ちできるので

す。総合評価方式について、私はこの議場で過去に質問しました。総合評価というのは、

美名だけけれども、行政の恣意が一番入りやすいのですよ。今回のこの総合評価に対する

評価方式等を見ますと、恣意が明らかに生じた、このように断定してもいいと思います。

市長、覚えていますか。広島の三次市というところが、たしか私の記憶に間違いなけれ

ばスーパーコンピューターを入れるとき、１円入札というのがありました。なぜ１円でス

ーパーコンピューターを入札できるか。一たん入札しますと、ソフトまでついてくるから、

事後に収益が十分確保できる。その事例を今回を当てはめますと、建設費は安かった。し
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かし、事後の管理運営費で２７億も高い。もうそういうふうに歴然として出てきた。これ

が、今後３０年間続くということ。これが本当にＰＦＩ導入の基本原理、基本目標に合致

しているのか。ここを考えると、私は、間違っている、議会の決定も間違っている、この

ように自信を持って申し上げることができます。

そこで、予算査定をされた、いわゆる広域圏負担金の予算査定された財政当局は、この

ヒアリングの中で、今私が申し上げたような管理運営費を含むヒアリングの中でどういう

検証をしたのか、具体的に答弁してください。

○政策推進課長（浜口善友君） お答えいたします。

広域圏の経費につきましては、地方公共団体の義務に属する経費というふうに認識をし

ております。この経費につきましては、この負担金も２市１町の負担割合で決定をされる

ということでございますので、予算計上の内容について事業計画に基づいて説明を受けて、

これを了としたというふうなところでございます。

○２６番（泉 武弘君） 義務的経費についてヒアリングするわけでしょう、もちろん。

義務的経費だからヒアリングしないのではないのです。義務的経費の内容について、その

金額に妥当性があるのかどうか、これを財政当局は当然やるのですよ。

質疑が難しいと申し上げたのは、広域圏事務組合に対する負担金という義務的経費だか

ら、なかなか中に入って別府市議会では議論がしにくいなということを申し上げた。しか

し、皆さんが予算ヒアリングの中でどういう視点でヒアリングをしたのか。まずごみ減量

化問題で当初目標よりも大幅にごみ減量が進んでいる、そうしたらその中で施設規模が本

当にそれでいいのかどうか。１５年で４２億円、これだけ２番、１番の違いがある。この

中で選択して本当にいいのか。こういうことを予算ヒアリングの中でやるのでしょう。義

務的経費という形で逃げるわけにいかない。

議員の皆さんにも申し上げておきます。私ども、その３０年後、１５年まず経過します。

今回、もし議会が決すれば１億７，０００万分がその中に含まれていますので、１５年こ

れがずっといきます。それからまた更新して３０年といいますと、この議場にいらっしゃ

る皆さんは杖をついて歩いているか、私みたいに亡くなっているかの議員なのです。後世

の皆さんが、「本当にいい選択をしたな。１番、２番の管理運営費が２７億も違うものを

別府市議会は賛成した。当時の議員はすごい」と、だれが評価してくれるでしょうか。評

価というのは、荒金市長が大分川から取水をしました。よって、今の別府市の水が夏枯れ

がない。こういうものが後世の評価なのです。私は、この今回の広域圏事務組合の施設改

修、これは絶対に認めてはならない。やはり減量化をし、施設規模を縮小し、ランニング

コストが少なくなる。これを選択することが、ＰＦＩの法の立法精神なのです。これから

明らかに逸脱している。例えこの首がちぎれても賛成するということはありません。この

ことだけ申し上げておきます。

情報推進課に移ります。情報推進課は、２６年度の目標策定の中で障がい者や高齢者が

使いやすい電子自治体を構築するというふうになっていますけれども、どのようにされる

のか、御答弁ください。

○情報推進課長（三瀬正則君） お答えいたします。

電子自治体の推進に当たり、現在一番問題になっております電子申請の低利用率につい

ては、各都道府県・市町村で議論されております。このことを踏まえまして、別府市の電

子申請においては、個人認証を必要としない手続きの簡略化と電子申請対象業務の協議、

電子化するに……（「課長、もういい」と呼ぶ者あり）

○２６番（泉 武弘君） 今度は、教育委員会にお尋ねします。学校教育施設にパソコン

を入れていますね。これは、学校教材と同時に社会的な教材なのですね。高齢者がインタ

ーネットを使えない、高齢者がパソコンを使えない。社会的な情報の向上の中で、今やこ
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のパソコンを使えないということは、情報通信の中で非常に難しい時代になっている。

そこで、どうでしょうか。学校教材をこういう情報通信の勉強の機会にすることができる

のかどうか、簡単に御答弁ください。

○教育次長（藤原洋行君） お答えいたします。

学校のパソコンを使用ということでございますが、やはり管理上の制約等があるかもわ

かりませんが、市民のためになることであれば協力は十分できると思っております。

○２６番（泉 武弘君） 前の議会で、５０億投資していると言いましたね。問題は、こ

の情報通信を利用できる市民の数がふえないと、投資のしすぎなんです、投資効果を生ま

ない。今、教育委員会の次長が答弁しましたけれども、私は、学校教材を使って特に高齢

者と言われる皆さん方のＩＴの研修の場にすべきだと思いますが、市長はどういうふうに

お考えですか。簡潔にしてください、時間がありませんので。答弁ください。

○市長（浜田 博君） やはりＩＴの発展に伴って市民が追いついていけないという部分、

しっかりこれは踏まえていきたいと考えています。

○２番（加藤信康君） それでは、一般会計予算案ですけれども、事前に通告していまし

たうちの私の所属する委員会にかかっている部分１番から５番と、協議の中で理解ができ

た分１０番、１１番、１３番、１４番は削除して質問したいと思います。

まず１１０ページ、姉妹都市国際交流費についてです。国際交流課、来ていますか。

すみません。では、先に……、来られますか、どうですか。すみません、それでは。たぶ

ん控えておると思いますね。国土調査費について、１２８ページ。すみません、先にお願

いします。地籍調査に要する経費として上がっておりますけれども、その目的と効果につ

いて説明をお願いいたします。

○都市政策課参事（坂東良昭君） お答えします。

現在、登記所の簿冊は、今まで明治初期の地租改正事業の調査記録を基礎としており、

面積等が正確でないものがほとんどです。このため、土地にかかる多くの行政活動や経済

活動に支障を来たしむだを生じていることから、土地の基礎である地籍調査を行い、この

状況を改善することを目的としております。この地籍調査を実施いたしますと、作成され

ました地図、地籍図といいますが、この地図をもとに境界を復元することが可能となり、

土地境界紛争の未然防止などによる土地取り引きの円滑化や土地資産の保全、公共事業等

におけるコスト削減、災害復旧の迅速化、公共用地の管理の適正化など、さまざまな効果

が生じます。

○２番（加藤信康君） ありがとうございます。それで、今回予定されています計画の概

要につきまして、どこから着手するのか。そして面積、それから費用の負担割合をお願い

したいと思います。

○都市政策課参事（坂東良昭君） お答えします。

土地の境界については、相互承認による目印や約束事により確認されていましたが、目

印の紛失や記憶が失われたりすることで、正確な土地の情報がつかめなくなってきていま

す。特に高齢化や過疎化が進む山間部では、早急に地籍を明確にしておく必要があるから、

山間部、天間地区、東山地区、さらに内成地区の調査を進めてまいります。この地籍調査

は平成２２年度より始まります第６次国土調査事業１０カ年計画により進めますが、この

１０カ年の調査面積は約３２平方キロ、筆数１万２，５００筆を予定しております。また、

この１０カ年計画での事業費は約６億１，０００万程度と考えておりまして、その内訳は

国庫補助が５０％、県補助が２５％、市負担は残り２５％、約１億５，０００万程度にな

ると考えております。

○２番（加藤信康君） 農家の高齢化が進むという中で、これから先、特に農地利用の流

動化、それから効率化を進める上で農地の方から先にやるということは、大変有効だと思
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いますので、できればでき上がったデータをできた段階で、早い段階で使えるように有効

利用をお願いしておきたいと思います。

市内全体を調査する期間が、一体どれくらいかかるのか。現時点での経費予測を教えて

いただきたいと思います。

○都市政策課参事（坂東良昭君） お答えします。

地籍調査をすでに実施している他の市町村を参考にしますと、その市町村の広さにも関

係しますが、おおむね５０年程度かかっております。最低その程度の年数が必要になるの

ではと考えております。また、全体事業費は約２４億５，０００万、うち市の負担は６億

１，０００万程度になると想定しております。

○２番（加藤信康君） 将来的には、よく言われるＧＩＳシステムですね、これとリンク

したシステムに仕上げていくというふうになると思うのですけれども、やっぱり個人財産、

特に別府市は戦災に遭ってなくて、境がどこにあるかわからない状況になっているという

ふうに思います。同時にまた、この１０年間で土地の所有者がどんどん変わったり、場合

によってはまた、もうすでに所有者がどこにいるかわからない、そういう状況もあるだろ

うと思うのですけれども、計画ですと、約３０％が１０年、そして約５０年かかるという

ことですね。今は経済状況が非常に悪いですから、５０年かけて本当に役に立つかという

考えが浮かぶのですけれども、経済の状況がよくなって財政に余裕ができれば、可能な限

りやっぱり早く進めていただきたい、そういうふうに提言をしたいというふうに思います。

よろしくお願いいたします。

では、最初の国際交流費の方に戻ります。１１０ページの姉妹都市交流に要する経費の

特に旅費の部分について、どういう内容か教えてください。

○文化国際課長（後藤邦俊君） お答えいたします。

旅費については、姉妹都市に要する特別旅費として、ロトルア市の方に公式訪問団を５

名派遣する旅費でございます。

○２番（加藤信康君） よく市報等……、こういう交流をしているのですけれども、継続

的にとか隔年とか周期的に交流をしている分については、これは結構なのですけれども、

姉妹都市それから友好都市、国際交流都市の提携を現在６市としているということなので

すけれども、最近聞かない米国ボーモントとかイギリスのバース、ここら辺の交流は一体

どうなっているのかをちょっとお聞きしたいのですけれども。

○文化国際課長（後藤邦俊君） お答えいたします。

アメリカのボーモント市とは、１９８５年５月に姉妹都市提携を結んでおります。それ

で、ことしで２５周年を迎えるわけでありますけれども、１９９７年までには公式訪問団、

そして民間訪問団の相互交流がありましたけれども、その前後を境にして交流が途絶えて

いるような状況であります。

あと、イギリスのバース市については、１９９４年１０月に姉妹都市提携をしておりま

す。ことしで１６年目を迎えようとしております。姉妹都市を締結して以来、バース市か

らは別府市に公式訪問団は来ていませんし、別府市も１９９５年に姉妹都市締結をして訪

問して以来、交流が途絶えているような状況です。

このような中で別府市と提携校、大学でありますけれども、シティ・オブ・バースカレ

ッジという大学があります。そこに語学留学として行っております。また、昨年の秋なの

ですけれども、バース市の副市長が東京を訪れました。そして、時間があれば別府市を訪

問したいということであったのですけれども、時間が足りなくて訪問を取りやめるという

手紙をいただきました。そして、この手紙をきっかけにしてお互い、要するに窓口を今閉

じている状況でありますから、情報交換の窓口を設置したい、そういう旨と、バース市長

に時間があれば別府市に来ませんかという、そういう誘いの手紙を出したのですけれども、
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返事は来ておりません。

○２番（加藤信康君） 悲しいですけれども、どういう状況で姉妹都市、友好都市等の締

結がされたか私も詳しくは知りませんが、やっぱり情報を得る必要があるだろうな。相手

にやっぱり礼を欠かさないように、政治情勢も含めて情報を手に入れる。あわせて、こち

らもちゃんとした情報発信をしていく。それによってやっぱりお互いが話が合うところで

修学を受け入れるなり、子どもを受け入れるなり、そういう交流はお金がかからない範囲

でできるだろうと思いますから、やっぱり情報発信をまずしていただきたいというふうに

思っております。それは、もうそれでいいです。

それで、次に移ります。今回の予算、数字としては上がってなかったのですけれども、

行政財産の一つとして別府市国際交流会館、指定管理料が上がってなかったのですけれど

も、これについてどうなっているのか、ちょっとお聞きしたいのですが。

○文化国際課長（後藤邦俊君） 議員が言われましたのは、別府国際交流会館の管理の仕

方だというふうに思います。どのように管理をしているのかということのお尋ねだという

ふうに思います。別府市の国際交流会館の管理に関する協定書というのがあります。その

１５条に管理運営に関する実施計画書そして管理報告書、事業報告書を提出しなければな

らないというふうに求めております。そして、その事業報告書等について提出をさせてお

ります。そして、１６条の２項には、「必要があると認めるときには、説明責任を求める

ことができる」となっております。そして、１７条の１項では、「本業務実施状況等の確

認及び評価することを目的として随時管理室に立ち入り説明を求めることができる」とい

うふうになっております。さらに１７条の２項では、「確認の結果、本業務の実施が本協

定の内容を満たしてないと認められる場合は、本業務の内容を改善することができる」と

なっております。要するに、改善命令ができるというふうに定めております。これらの協

定書に基づきまして、管理運営の監督管理責任が遂行できるというふうに考えております。

○２番（加藤信康君） 違う方向に出ている。わかりました。できるのですよ、指定管理

施設ですからね。それはわかっていますけれども、事情のある施設というふうに聞いてい

ますが、５年の指定管理で２２年でたぶん終わりですわね。しかし、この５年の間に利用

料でゼロ査定ですから、予算として上がってこない、収入も上がってこない。だから議会

も忘れてしまう。僕なんかも忘れてしまうことがあるのですよ。だから、そういう意味で

はちゃんとやっぱり次の指定管理の段階で、もっと強い指導ができるような状況をつくっ

ていただきたい。収入が上がってこない、指定管理料も金も払わんから放っておいていい

という状況ではないと思います。市の財産の一つでもありますから、特に外国人の学生が

入っている。やっぱり日常的な指導、そしてモニタリング、生活習慣が違いますからね、

やっぱりそれをちゃんと市として指導すべきと思います。

ここ何年間か、あの入り口には土のうをずっと積んでいましたよね。やっとなくなった

みたいですけれども、やっぱり見ばえは悪いですよね。何しておるのか。やっぱり市の施

設なのですよ。そういう意味では強い指導ができるような準備をしていただきたいし、最

後の５年目ですから、ちゃんとやっていただきたいことを要望しておきたいと思います。

それでは、次に移ります。清掃総務費、１７６ページ。環境課、お願いします。

リサイクル情報センターに要する経費について、昨年とさほど変化のない予算になって

います。ごみの減量化とリサイクルの推進を図るという啓蒙啓発の拠点施設ということな

のですけれども、どういうふうにアピールをしていくのかをお伺いします。

○環境課参事（原田勲明君） お答えいたします。

リサイクル情報センターにつきましては、昨年の４月より旧勤労青少年ホームに移転を

し、既存の業務に加えまして、昨年１０月より家庭で不要になった再使用可能な書籍、衣

類を受け入れ、必要とする市民の方に提供するリユースコーナーを新設しております。ま

－１８－



た、本年２月より、現在燃やすごみとして排出されているペットボトルキャップを分別回

収し、世界の子どもたちにワクチンを届ける活動を支援する事業の拠点回収場所として活

用することによりまして、来館者数も増加をしております。

今後もごみの減量化とリサイクルの推進を図るための拠点施設として啓発活動に力を入

れていきたいというふうに考えております。

○２番（加藤信康君） 予算がない中でああいう場所に移転をして、やっぱり今から分別

収集、リサイクルをもっと推進していかなければならないという中で、やっぱりあそこを

今のところリサイクル品の何か展示場所みたいな雰囲気が非常に強い。今言いましたペッ

トボトルキャップも含めて資源としてもっと有効に使える物の分別の拠点収集場所の一つ

としてもっとアピールしていただきたい、看板も含めて外に向けて。と同時に、あそこは

やっぱり拠点なのですけれども、僕はやっぱり最低これからまず市民に啓蒙していく。こ

ういう分別収集をしていますよというアピールする意味も含めて、やっぱり市内３カ所ぐ

らいそういう拠点場所が欲しい。その中心になる場所なのですね。その拠点場所をやっぱ

りぜひつくっていただきたいと思うのですけれども、どういうふうにお考えでしょうか。

○環境課参事（原田勲明君） お答えをいたします。

現在、事業を拡大していく中で、分別回収できる品目の検討を行っておるところでござ

います。それに伴いまして、拠点回収場所の拡大も検討していきたいというふうに考えて

おります。

○２番（加藤信康君） そうですね、分別収集は、先ほども焼却場の話が出ましたけれど

も、やっぱり中間処理施設が必要になってくるものもございます。一挙にはなかなか始め

られないのですけれども、やっぱり別府市が率先して、一番大きいところですから、市民

に徐々にやっぱり浸透していく。そのためにも拠点施設をつくって、別府市はこういう姿

勢で今から臨みますよという、やっぱり習慣づけをぜひお願いしておきたいというふうに

思います。

それで次に、１７７ページのごみ収集に要する経費。委託料が家庭系可燃物収集運搬業

務委託料、民間に委託した部分ですけれども、昨年に比べて９００万近く減額となってい

ますけれども、理由を教えてください。同時に、またこれだけ一気に落ちて、委託した業

者に業務遂行ですかね、心配がないのかどうかをお聞きしたいのですけれども。

○環境課参事（原田勲明君） お答えをいたします。

本年度に家庭系可燃物収集運搬業務のうち、第１期分の委託の入札を実施した結果、現

在の委託料と比較いたしまして８７５万３，１６０円の減額となっております。委託事業

者の選定につきましては、業務を的確に行うための知識及び技能を有すること、業務を継

続して行うための経理的基礎及び財政的基礎を有すること等の受託資格基準を定めており、

受託希望事業者より営業の経歴及び業務実績調書、過去３年間の決算報告書等を提出させ、

入札参加資格審査会で審査の上、指名業者を選定しております。また、入札事前説明会を

経て業務内容を熟知していただいた上で、競争入札にて委託事業者を決定しておりますの

で、本委託料にて適格かつ継続して業務が遂行できるものというふうに考えております。

なお、現在委託事業者に対し研修等を実施しており、委託業務が本年４月より順調にス

タートできるよう準備を進めている状況であります。

また、委託事業者が業務になれるまでの期間については、住民サービスの低下を招くこ

とがないよう、直営で対応できる体制を敷き、取り残し等の苦情については迅速に対応し

ていきたいというふうに考えております。

○２番（加藤信康君） 入札ということなのですけれども、委託料ですから、結局建設工

事みたいに最低制限価格というのがないですね。いや、ゼロ円入札もできる状況です。そ

ういう中で委託料がどんどん下がっていく。今回も業者が変わったというふうに聞きまし
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た。そういう意味では、仕事が欲しいためにどんどんやっぱり値下げをしていくという状

況です。市の固有業務をしてもらっている。そういう中でやっぱり事故を起こさないよう

に最低監視をし、指導する部分があるだろうと思います。ぜひ強化をしていただきたいの

と、これほどやっぱり経済が厳しい中で、かなりそこで働く人たちの労働条件が悪くなっ

てきているのが実態です。これは建設業もどこもそうなのですね。だからそういう意味で

は問題はないだろうというふうに思っていると言われましたけれども、中身は本当にちゃ

んと見ているのか。どういう労働条件で働いているかを本当に知っているのか。これは、

やっぱり行政としてはそれを知るべきだというふうに思います。

それから、入札のあり方も、今は価格だけですかね。先ほど総合評価の話も出ました。

総合評価のいいところも悪いところもやっぱりあるだろうと思いますけれども、入札のあ

り方を少しやっぱり考えるべき。もし変えられないのであれば、やはり最初の仕様書なり

を厳しいものにしていく。社会保険も含めて労働条件もちゃんと守れるように、それから

やっぱり労働安全衛生体制をどういうふうにやっているか、モニタリングなり強制的に調

査ができるような体制にしていただきたいと思うのですけれども、いかがでしょうか。

○環境課参事（原田勲明君） お答えをいたします。

委託事業者の選定方法につきましては、今後の検討課題とさせていただきたいと存じま

す。

また、委託事業者の指導につきましては、関係法令等に基づきまして、適切な指導に当

たりたいというふうに考えております。

○２番（加藤信康君） よろしく、お願いいたします。

それでは、次に労働費、労働施設費の中の勤労者福祉サービスセンターに関する経費に

ついての説明ですけれども、商工課。勤労者福祉サービスセンターに関する経費、簡単に

説明をお願いします。

○商工課長（永井正之君） お答えをいたします。

勤労者福祉サービスセンターの運営費補助金として前年対比と同額の１，７００万円を

計上いたしてございます。この財源内訳といたしましては、国庫補助金８５０万円、大分

県東部地域の３市１町１村で８５０万円の負担となります。このうち別府市の本当金額は、

４６８万９，０００円の予定をいたしてございます。

○２番（加藤信康君） 市長が理事長ということで、市の直接的な業務ではないのですけ

れども、補助金を入れているということで、ちょっと内容についてお聞きしたいのですけ

れども、現在の会員状況、それから人数や目標に対する達成状況、事業内容についてお聞

かせいただきたいと思います。

○商工課長（永井正之君） お答えをいたします。

２１年度末の見込み数でございますが、３月８日付現在で会員数が２，０７０人でござ

います。毎年度２，１００人前後で推移をしてございます。目標としては、２２年度末ま

でに３，０００人と定めて、現在加入活動を推進しているところでございます。ただし、

伸び悩んでいるというのが現状でございます。

また、サービス関係でございますけれども、会員の生活安定にかかる共済給付金事業、

また健康の維持増進にかかる事業補助、それから自己啓発、余暇活動の充実を図る事業の

補助、それから特約店とか施設利用割引などの制度がございます。

○２番（加藤信康君） 目標に対して２，０００人ではちょっとということで、非常に厳

しい経営状況にあるというふうに聞いています。そういう中で、当初の予定どおり平成２

２年度で国庫補助がなくなるというふうにお聞きしますけれども、今後の状況、今理事会

の中でどういうふうに話されているかと思うのですけれども、方向性はどうなっておりま

すか。
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○商工課長（永井正之君） お答えをいたします。

国庫補助金が８５０万円でございますが、これが２２年度に廃止をされます。この場合、

事業の効率化、管理費の節減を図っていこうというふうに計画をしていまして、ただ、現

在の事業を継続するとなりますと、計算上では現在の会費、これは月額８００円なのです

けれども、会員数で６，０００人がいないと事業としては成り立たないのかなというふう

に思ってございます。

そこで、市町村の補助金の増額が１点計画として上げられますけれども、これも各市町

村とも大変厳しい財政状況にあるというところが現在です。それから、会費の値上げとい

う検討もございまして、これはセンターの方で対象事業者の方、加入者の方にもアンケー

ト調査を行ってございます。約３０％は脱会、もし会費が値上げになると３０％は脱会と

いうような回答もいただいていますので、慎重に進めなければならないというふうに思っ

てございます。このままセンターの存続というのが大変厳しい状況にありますけれども、

このセンターの意義、地域の中小企業の育成発展を支える勤労者の福祉向上を図る、これ

は大変行政として重要な項目だろうというふうに考えてございますので、今後とも会員拡

大に向けての取り組み、また県内の他のサービスセンターとの合併、また共同事業化への

取り組み、また県への支援等、あらゆる可能性を求めていきたいなというふうに思ってご

ざいます。

○２番（加藤信康君） 市内もそうですし、東部ですから国東の方まで入るのですけれど

も、非常に経済か厳しい中で、やっぱり企業の方も労働者に対する福祉事業がなかなかで

きなくなってきているというふうに思います。僕は、労働者福祉事業としては絶対必要な

事業だと思います。ただ、全国的に見てみますと、県庁所在地とか人口の大きいところ、

中小数の多いところは何とか持っているのですけれども、やっぱり地方の方はなかなかう

まいこといっていないというのが実情だと思います。市長が理事長ということですので、

ぜひ、合併がすぐにできるかどうかわかりませんけれども、やっぱりこの事業をなくさな

いように努力をお願いしたいということをお願いして、次に移ります。

では、１９１ページからの農林水産業費です。一般会計におきます農林水産費が、ここ

最近ずっと０．９％ぐらい維持しておったのですけれども、今年度、０．５％ぐらいまで

に減額となっています。この理由をお聞かせいただきたいと思います。

○農林水産課長（筑浜 直君） お答えいたします。

平成２２年度別府市一般会計農林水産課関係部分については、２２年度の当初予算額が

１億１，９３４万８，０００円で、前年度と比較いたしまして９，１７８万１，０００円

の減額、率にして４３．５％の減額となっています。

この主な理由といたしましては、平成２１年度の主要事業でございました内成地区田園

自然環境保全事業、これが３，７００万、古賀原地区飲雑用水施設に要する経費が１，８

００万、これの事業が終了いたしております。それから中山間地域等直接支払交付金、こ

れについては予算編成当時にまだ存続が決まっておりません状態でしたので、１，２５０

万を計上しておりません。これらの事業等終了したために、大幅な減額となったものでご

ざいます。

○２番（加藤信康君） 大きな国の事業が終了したということなのですけれども、政権が

かわって、国が地方主権というのを今進めています。そして、農業支援事業もかなり変わ

ってくるというふうに思うのですけれども、国の事業に頼るのではなくて、独自事業をや

っぱり考えていくべきだろう。特に別府市は非常に農地が少ないですから、同時にまたＪ

Ａも９月に合併を目指しているというふうにお聞きしました。いわゆる生産の拠点が別府

から日出の方に移っていくのではないかなということも危惧をされています。そういう中

でやはり、なかなか農業規模の小さいところの農業支援、それから事業というのは難しい
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とは思うのですけれども、財政が厳しいときは、やっぱり地方主権、地方の力が発揮でき

るだろうというふうに思いますので、ぜひ農業事業の活性化について予算を、また独自事

業の予算を入れてやっていただきたい。

あわせて、これは一般質問の方でも上げておりますので、きょうはこれくらいにしてお

きますので、よろしくお願いいたします。

最後に、公園管理費をお願いいたします。

その他公園に要する経費ということで、ことし予定されている整備内容を教えていただ

きたいと思います。

○公園緑地課長（上村雅樹君） お答えいたします。

その他都市公園整備に要する経費につきましては、１，７００万円計上させていただい

ております。この事業につきましては、通常の維持管理では対応できない公園等を対象に

リニューアル整備等につきまして、年次計画で実施しております。広場や遊具等の施設を

安全・安心に利用できるような整備を行うことを目的としております。２２年度につきま

しては、前八幡児童公園トイレ新築工事、それから扇山第２幼児公園整備、境川緑地照明、

それから大畑ちびっこ広場改修整備と、以上４カ所の身近な公園の整備を考えております。

○２番（加藤信康君） 整備する公園が非常に多い中で計画的に進めているということだ

と思いますし、特に国庫補助事業を中心にやってきた中で、なかなかこういう公園整備事

業が予算をふやせないということはわかるのですけれども、建設事業も含めて公共事業、

公共工事というのは、やっぱり経済の血液でありますから、何とか維持をしてもらいたい

し、ふやしてもらいたい。予算縮小というのがないようにお願いをしたいと思います。引

き続き地域に身近な公園ですね、別府公園とか大きいところはかなり整備されてきました

けれども、身近な公園の整備を引き続きお願いしたいということなのです。

ひとつ、春木川緑地公園。春木川公園ですかね、前、春木苗圃があったところ。当初、

あそこが廃止されて３年ぐらいになるのですけれども、あそこを廃止した一つの理由に、

都市公園法上、目的外に使っているということですね、育苗したりする。そういうことも

あったと思います。行革の意味もあったのですけれども、当時、１人カウントしておった

のですが、あそこをなくして、ずっと今囲って、年に何回か草刈りをしているだけの状況

です。目的外だから廃止をしたのですけれども、では、ずっと空き地にしておくのは目的

外ではないのかというところなのですね。お金がないならないときなりの、何か使い方か

あるだろうというふうに思います。少し抑えて、あそこもきれいな水が出るところですか

ら、夏場、子どもがちょっと水遊びできる程度の、またキャッチボールができる程度、ボ

ールが外に出たらだめですけれども、鎮圧をすれば何とか使えるのではないかな、そうい

う使い方もあっていいだろうと思うのです、お金がないときは。それこそやっぱり公園の

利用になると思います。いずれチャンスが来れば大きな事業をして施設なり公園整備にな

るだろうと思いますけれども、あのままにしておくのはもったいないな、そういうふうに

言っている方も多いですから、ぜひそのことを要望しておきます。

きょうは、議運の委員長が「早くやめろ」と言われたので、（笑声）この辺で終わって

おきます。ありがとうございました。

○１番（穴井宏二君） 昼も近づいてまいりましたけれども、頑張っていきたいと思いま

す。

では、通告の順番どおりいきたいと思います。

まず最初に９４ページ、各出張所、亀川、朝日、南部の出張所に関する経費の中で賃金

について、及び各出張所で外国人の方の登録原票記載事項証明書が交付されるようになる

とお聞きいたしました。これについて、お願いしたいと思います。

○市民課長（房前一幸君） お答えいたします。
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各出張所の賃金につきましては、転出、転入、各種届けが多くなる３月から４月の繁忙

期に１名の臨時職員の雇い入れをしているところでございます。

外国人登録者は、平成２２年２月１日現在、男１，９７７人、女２，５２５人の合計４，

５０２人の方が登録しているところでございます。昨年の４月と比較してみますと、４２

６人の増加でございます。また、昨年の６月の議会におきまして、議員さんから外国人の

方の携帯電話等の購入時に、また銀行預金の口座開設などに登録原票記載事項証明が必要

となるので、外国人の方の利便を図るため、各出張所でも証明が交付できないかと御質問

がございましたが、この件につきましては、今後利用者がふえていくことが予想され、外

国人の方の利便を図るため、平成２２年４月１日より各出張所でも外国人登録原票記載事

項証明が取れるようになりましたことを報告させていただきます。

○１番（穴井宏二君） ありがとうございます。３月、４月は非常に忙しい時期になると

思います。転入・転出等でかなり繁忙になると思いますので、ぜひスムーズに人員等を勘

案していただきながら、お願いしたいと思います。

では、次の項目にいきます。２５４ページ、地域防災無線についてお伺いしたいと思い

ます。

まず、この施設整備工事費５，９９２万８，０００円、この内容について説明をお願い

いたします。

○自治振興課参事（糸永雅俊君） お答えいたします。

別府市が開局しておりますアナログ方式の地域防災無線システムが、平成２３年５月３

１日をもって免許切れになります。そのため、次期デジタル無線システムとして財団法人

九州移動無線センターが運営しておりますマルチチャンネルアクセスシステム、いわゆる

ＭＣＡ無線システムの整備費として５，９９２万８，０００円を計上させていただいてお

ります。また、その財源といたしましては、防災無線整備事業債５，３９０万円を計上し

ております。

事業の内容につきましては、これまで使用しております地域防災無線システムが、自衛

隊や別府署などの防災関係機関や九州電力、大分ガス、市医師会、別府市医療センターな

どの生活関係機関と別府市との直接の通話を確保することを目的とした移動系システムで

あり、予算計上しておりますＭＣＡ無線システムは、これまで使用しております地域防災

無線システムと同程度の構成機構のものを考えております。

○１番（穴井宏二君） お聞きしたところによりますと、市長部局、市庁舎とか消防本部、

各九州電力等配置するとお聞きいたしました。合計１１４局の整備をしているということ

でございますけれども、このＭＣＡ無線システム、余り聞きなれない言葉でございますけ

れども、これについてちょっと説明をお願いいたします。

○自治振興課参事（糸永雅俊君） お答えいたします。

ＭＣＡ無線システムは、本来、陸上移動通信分野であるバス、タクシー等の運輸業務、

トラック等の物流業務等に広く利用されている商業無線サービスであります。阪神・淡路

大震災以降、災害時での利用が立証されたことにより、平成１７年７月に総務省が災害対

策として対応する旨の運用方針が公表されたことによりまして、全国でその運用が増加し

ている状況にあります。

別府市におきましても、財団法人九州移動無線センターが、鶴見岳山頂付近にＭＣＡ無

線の大分局を設置されており、そのサービスエリアに別府市地域の大部分が含まれ、他の

市町村に比べましても利用する上で大変有利な立地条件にあるということが言えます。

○１番（穴井宏二君） では、その鶴見岳山頂にＭＣＡ無線の大分局が設置されていると

いうことでございますけれども、そのＭＣＡ無線システムのメリット、それからデメリッ

トもあわせて、それからもう一つ、大牟田市の方では防災ラジオがその末端の端末として
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これから整備される予定である、そういうふうにお聞きしておりますけれども、メリット、

デメリット、それから防災ラジオ、これが有効ではないかと言われておりますけれども、

その点についてあわせてお願いいたします。

○自治振興課参事（糸永雅俊君） お答えいたします。

ＭＣＡ無線システムのメリットにつきましては、主なものにつきましては、先ほど申し

上げましたように、別府市域の大部分がサービスエリアに含まれている、これが一番のメ

リットであると考えております。二つ目が、他の防災行政無線がすべてオーダーメイドで

あるのに対しまして、ＭＣＡ無線システムの無線機は、汎用品を使用するいわゆるイージ

ーオーダーであり、整備する上で安価である点、これが２点目でございます。３点目につ

きましては、他の防災無線の場合、移動系無線と同報系無線の電波帯が全く違うため、そ

れぞれ別事業として施設整備する必要があるのに対しまして、ＭＣＡ無線の場合は、移動

系の増設として同報系無線の予算規模に応じた段階的な整備をすることが可能である点で

あります。以上３点が、主なメリットであります。

デメリットといたしましては、無線局１局当たり月額１，９００円プラス消費税、年間

約２８０万円の利用料が必要になるという点であります。

また、先ほど防災ラジオの活用について御質問がありましたけれども、その活用につき

ましては、ＭＣＡ無線の移動系の整備が終わった後に地域住民に直接屋外スピーカー等を

通じて緊急避難情報等を伝えることのできる同報系無線のシステムの増設が一番の課題だ

と考えております。しかし、この同報系無線につきましても、台風災害など、窓や雨戸を

閉じた状態ではスピーカーの声が聞こえにくいなど、災害種別により情報伝達等が異なる

ため、それを保管する意味で防災ラジオが有効な伝達手段の一つではないかと考えており

ます。今後、費用対効果等を総合的に検討していきたいと考えております。

○１番（穴井宏二君） ぜひ費用対効果を考えて、市民の方に一番伝わりやすい手段をお

願いしたいと思います。

○議長（野口哲男君） 休憩いたします。

午後０時００分 休憩

午後１時００分 再開

○議長（野口哲男君） 再開いたします。

○１番（穴井宏二君） では、午前中に引き続きまして入りたいと思います。よろしくお

願いいたします。

では３番目、２６５ページ、０５５３小学校の施設整備に要する経費の１５節工事請負

費の施設整備工事費及び２７０ページ、０５６６中学校の施設整備に要する経費の１５節、

そして工事請負費の施設整備工事費をそれぞれ予算計上しておりますけれども、まず最初

にそれぞれの施設整備費の予算構成について伺いたいと思います。

○教育総務課参事（末吉正明君） お答えいたします。

今回予算計上いたしております小・中学校の施設整備に要する経費の１５節工事請負費

の予算構成につきましては、小・中学校それぞれ一般施設営繕費と耐震化等事業費の構成

で計上いたしております。

内容につきましては、小学校では一般施設営繕費５，５４０万円と耐震化等事業費６億

２，５２１万３，０００円の、合計６億８，０６１万３，０００円の構成となっておりま

す。また、中学校では一般施設営繕費２，７６０万円と耐震化等事業費１億５，０００万

円の合計１億７，７６０万円の構成となっております。

○１番（穴井宏二君） それでは、来年度予算計上しております小・中学校の耐震化事業

の具体的な対象校、学校について校名をお願いしたいと思います。

○教育総務課参事（末吉正明君） お答えいたします。
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小学校では緑丘小学校管理教室棟、鶴見小学校中教室棟、西小学校管理教室棟、南立石

小学校特別教室棟の耐震化工事、及び亀川小学校体育館の改築工事の計５棟の予算計上を

いたしております。また、中学校では朝日中学校南教室棟、北部中学校体育館の耐震化工

事の計２棟の予算計上をいたしております。

○１番（穴井宏二君） 平成２０年６月に地震防災対策特別措置法が改正されました。平

成２２年度までに、来年度までに大地震で倒壊のおそれが高い公立小・中学校の校舎につ

きまして、これは大地震で倒壊のおそれが高い震度６から７と言われておりますけれども、

これについて補助率が２分の１から３分の２にかさ上げされております。来年度計画の中

で計画されている校舎等、耐震化整備をすることによって、その対象となっている校舎は

すべて完了するのかどうか。これについて、簡単にお願いしたいと思います。

○教育総務課参事（末吉正明君） お答えいたします。

補助率のかさ上げ対象となっている平成２２年度で、校舎等の耐震化を完了するよう、

次年度予算に計上いたしております。

○１番（穴井宏二君） 来年度で完了するということで、本当にうれしく思っております

けれども、国の予算等の関係で財政負担が大幅にこのように軽減されてきました。全国で

耐震化が必要とされる公立小・中学校の施設の数は約２万５，０００棟に上るというふう

に言われております。これは本当に早急にやらなければいけないなと感じる次第でござい

ますけれども、別府市の現在までの、ここ数年頑張ってやってきましたけれども、現在ま

での耐震化率の移り変わりについて教えてもらいたいと思います。

○教育総務課参事（末吉正明君） お答えいたします。

平成２１年４月１日現在、耐震化率は５４．７９％となっておりましたが、今年度整備

いたしました小学校５棟、中学校２棟の耐震化工事を行ったことにより、耐震化率は６４．

３８％となっております。なお、次年度に予算計上いたしております小学校５棟と中学校

２棟の耐震化工事が完了いたしますと、耐震化率は７３．９７％と推移してまいります。

○１番（穴井宏二君） 二、三年前に比べますと、かなりのスピードアップで耐震化率が

アップされてくるなと本当に思っております。またこれからもハイスピードで、よろしく

お願いしたいと思います。

そこで、来年度の文部科学省関係の耐震化事業予算が、事業仕分け等によりまして国の

予算措置が例年ほど見込めないのではないか、そういうふうにも報道がされておりますけ

れども、今回の国の１０年度予算は「命を守る予算」とはとても言えないのではないか、

このように思っております。チリの大地震等も起きましたけれども、海外では本当に大規

模地震が発生しております。日本も例外ではないと思っておりますけれども、別府もいつ

起こるかわからない。専門家のデータ等を見ますと、別府湾にクエスチョンマークがつい

たりしている専門家の話もありますけれども、そういう意味で学校耐震化はやはり緊急の

課題である、このように思っております。神戸の矢田市長さん、これは新聞に出ておりま

すので、名前を出していいと思うのですけれども、神戸市長は、「人の命を守ることを前

提に施策に取り組んでほしい」、こういうふうにも言っております。そういう意味で教育

委員会としまして、今後の学校耐震化の整備方針も含めて影響がないのかどうか、これに

ついて伺いたいと思います。

○教育総務課参事（末吉正明君） お答えいたします。

教育委員会といたしましては、今年度も小・中学校校舎及び体育館の耐震化工事を行っ

てまいりましたが、特に次年度に緊急性の高い校舎等につきまして優先的に整備を行い、

残りの耐震化の必要な校舎等につきましては、平成２７年度までに耐震化の整備が完了す

る方針で整備計画を立てております。議員御指摘のとおり文部科学省関係の新年度当初予

算案に計上された関連予算も、過去４年間で最低の水準になっているとの新聞報道がなさ
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れており、県教委もこれまでのようにすべての事業が採択される可能性は厳しいとの見解

が掲載されておりましたが、補正予算等を含めた児童・生徒の安全性の確保のため予算措

置があるのではないかと考えております。教育委員会といたしましても、現時点、次年度

の整備計画の変更は考えておりませんが、国の新年度予算が成立後、県教委より各市町村

へ交付金の配分等の説明会が開催されると思いますので、情報が入り次第協議し、対応し

てまいりたいと考えております。

○１番（穴井宏二君） ぜひ来年度、整備計画の変更がないようによろしくお願いしたい

と思います。公明党も与党時代は、概算要求では全国の耐震化計画約５，０００棟、２，

７７５億円を連立政権の当時確保しておりましたけれども、鳩山政権が編成した１０年度

予算では２，２００棟分の１，０３２億円しか計上されていない、こういうふうになって

おります。このままでは当初の２，８００棟分の耐震化工事ができなくなる、このように

危惧しております。国会審議では耐震化予算の減額について厳しく与党が追及されており

ますけれども、やはり耐震化がおくれると、助けられるはずのかわいい子どもさんの命、

児童・生徒の命が奪われるおそれがあります。これは海外の大地震でも現実となってきて

おりますけれども、現政権の事業仕分けで、やはりこういった児童生徒の命が保障されな

いようではいけない、このように思うところでございます。ぜひとも教育委員会におきま

しても、こういう意味で大地震で倒壊するおそれのある校舎の耐震化を最優先に計画どお

り進めていってもらいたい。これは地元経済への波及効果も十分考慮に入れながら早急に

取り組んでいただきたいことをお願いしまして、終わります。

○１４番（平野文活君） それでは、通告に従って質問をしたいと思います。

まず、市税収入についてお伺いいたします。

予算案を見ますと、前年比、市税全体で約９億円のマイナスという予算になっておりま

す。大きくは固定資産税それから市民税というところが大きく減っているわけですが、ま

ず固定資産税は、ことしは評価替えの年でもないのに、こうした減収になったというのは

どういう経過なのか、説明をお願いしたいと思います。

○課税課参事（是永敏明君） お答えいたします。

調定額の減少した主な理由は、地価下落に伴う土地価格の時点修正を行うことでありま

す。時点修正とは、評価替えの年度から通常３年間は原則として評価額を据え置くことと

なっておりますが、その間に地価の下落があり、価格を据え置くことが適当でないときは、

簡易な方法により評価を修正できることにあります。本市では、標点、標準宅地のことで

すが、３９６カ所を設けており、そのうち３７４カ所についての時点修正を行います。ま

た、徴収率につきましても、景気低迷により担税力が低下していることや、今年度の収納

の状況などを勘案し、平成２２年度につきましては２．５％の減を見込んだことも要因で

ございます。

○１４番（平野文活君） 固定資産税というのは、いわゆる市民税より高いという、ある

いはそれに匹敵するというような、市からすれば収入源ですけれども、払う側の市民から

すればやっぱりえらい高い税金だなというのが、よく聞かれる声ですね。それが地価の下

落に伴い評価替えの年ではないけれども、こうして引き下げをするということは、負担軽

減という点では大変いいことではないかというふうに思います。

次に、市民税にいきます。市民税もかなり減額というふうになっておりますが、これはど

れくらいの減額になっておりますか、前年比で。

○課税課長（石井幹将君） お答えいたします。

個人市民税の現年課税分について下がっている要因はということですけれども、平成２

１年度の決算見込みにより、個人所得割の算定基礎である個人総所得金額を前年対比約６

５億８，０００万円、約４．９％減の１，２８６億８，０００万円と見込んでおります。
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これは長引く景気低迷の中、企業倒産や失業者の増加等により市民所得の減少が見られる

ためであります。また、徴収率の減につきましては、固定資産税同様の理由により２％減

とさせていただいております。

○１４番（平野文活君） かなり先まで答弁していただきましたが、市民税全体で前年比

で６億２，０００万円のマイナス予算になっておりますね。前年比でいうと１０．９％の

落ち込みであります。これは２２年度の予算ですけれども、２１年度の決算見込みでは、

市民税全体でどれくらい入る見込みですか。これは前年比ではどれくらいの数字になりま

すか。

○収納課長（板井要治君） お答えいたします。

市民税全体での決算見込みということでございます。市民税の総計で現年度では５３億

９，８０１万１，０００円ということで、徴収率が９６．２６でございます。滞納繰越分

では１億２，６０５万１，０００円、徴収率が２０．９３％です。総計で５５億２，４０

６万２，０００円、徴収率８８．９６％となっておりまして、当初予算との比較を申し上

げますと、現年対比いたしますと３億１，９９４万６，０００円の減、１．７９ポイント

減でございます。それから滞納繰越分は１９６万４，０００円の増でございます。０．５

８ポイントの増で、総計で３億１，７９８万２，０００円の減で、１．７４ポイントの減

となっております。

○１４番（平野文活君） ちょっと打ち合わせが悪いですけれども、今の答弁は、決算見

込みですよね。決算見込みというのは、前年度比というのは前年度の決算との比較をしな

いといけないと思うのです。それで比較しますと、マイナス４．３％の減収というふうに

なっております。この数年来の市民税の決算をずっと見てくると、ずっと伸び続けておる

のですね。増収なのです。ところが、今年度２１年度の決算で初めてマイナスになる。そ

して、先ほど説明があったように新年度の当初予算では１０％のマイナス予算を組まざる

を得ない、今こういう状況にあります。

今まで市民税が伸び続けていると言いましたが、これも別に市民の所得がどんどん上が

って、それによって市民税が増収になったということではないのですね。今までの政権が

各種工事を廃止したり、あるいは所得税から地方税への税源の移譲とか、そういったこと

があって、別に市民の所得はふえてはないけれども、市民税は増収になってきたというの

があるのですが、今年度２１年度決算で初めて、ここ数年来では大幅な減収になる。そし

て新年度、来年度予算ではさらに大幅な減収になる。こういうことで先ほど答弁がありま

したように、また市長も提案説明でも言いましたように、やっぱりそれこそ未曾有の経済

危機といいますか、一昨年来の景気の低迷ということが、こうした予算案になっているな

というふうに思います。それは市財政にとっても大変なことではありますが、これは、そ

の背景には市民生活が非常に困窮しているというところにやっぱり目を向けなければいけ

ないというふうに思います。今度の市民税の予算を見て、そういうことを感じました。

ついでに、さっき市民総所得が６５億前年度比で減っているというお話がありましたが、

私が議員になった平成１０年の決算から見ると２０７億マイナスになっています、市民総

所得が。マイナス１４％ですね。ですから、もうずっと、市民所得がどこまで下がるのだ

ろうかというような長期低落傾向というのがあるということも、市長初め御理解いただき

たい。したがって、市政運営の基本は、こうした今も不況に苦しむ市民の生活あるいは中

小業者の営業、こういうところをいかに支援するかというのは、非常に市政にとってのや

っぱり緊急課題だ。そういう独自の経済対策などが今度の予算でもとられておりますけれ

ども、そういう極めて深刻な実態にあるということをぜひ踏まえていただきたいと思いま

す。

さて、次の地方交付税、臨時財政対策債の問題ですけれども、これはふえておりますね。
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前年比でどれくらいふえていますか。

○政策推進課長（浜口善友君） お答えをいたします。

地方交付税につきましては、普通地方交付税と特別地方交付税、２通りございます。普

通地方交付税につきましては、前年比で４億４，０００万の６．８％増、特別地方交付税

については、前年と同額で増減なしというふうなことで、合わせて６．６％の増でござい

ます。地方交付税の振りかわりであります臨時財政対策債については、１２億８，７００

万円の増でございます。

○１４番（平野文活君） 住民税の減収のいわば穴埋めというような形に結果的にはなろ

うかと思いますけれども、地方交付税や臨財債を大幅にふやして地方の財政を支援する、

そういう趣旨だというふうに思うのですね。今までずっと系統的に減らされてきたこうい

う国からの支援が、新政権ができたということで、新政権は特に地方主権というようなこ

とをうたっておりますから、それの一つの具体化というふうな意味合いもあろうかという

ふうに思いますが、いわゆる市民税の減収の面はこれでカバーされているということがあ

りますね。

それから、国庫支出金を、もう時間がありませんから、私の方から言いますけれども、

プラス２０億ふえていますね。主な内容は子ども手当だとか生活保護の負担金だとか公立

高校の無償化だとか、いろいろあるわけですが、地方交付税や臨財債を大幅にふやす、さ

らには国庫支出金を大幅にふやすというふうなことで、今回４３０億ですか、そういう予

算になったわけでありますけれども、民主党政権がかなり無理して、ことしに関しては大

盤振る舞いをしているということですよね。よく言われますように史上最大の国債の発行、

それから埋蔵金の活用、こういうことで新年度予算がつくられたわけですけれども、来年

度２３年度以降の財源は、もう全く見通しがないというのも、そういう状況もあろうかと

思います。そういう点ではことしはまあまあよかったなというふうには思うのですけれど

も、２３年度以降どうなるのかということについては、国の動向をよく見ていかなければ

ならないし、地方財政の確保という点では、市長が先頭に立って、ぜひ国に対しても強く

物を言っていただきたいというふうに思います。

次に、社会資本の整備総合交付金ということについて、これはどういう交付金なのか、

説明をお願いしたいと思います。

○政策推進課長（浜口善友君） お答えをいたします。

社会資本整備総合交付金につきましては、将来の一括交付金化に向けて国土交通省が先

取りした形で、平成２２年度の予算から創設されたということでございます。地方公共団

体が行う社会資本整備について、これまで個別の補助金を原則廃止をいたしまして、基幹

となる事業の実施が１点目、２点目が、この基幹事業とあわせて関連する社会資本の整備、

３点目につきましては、基幹事業の効果を一層高めるための事業。これらを一体的に支援

するために地方公共団体にとって自由度の高い総合交付金を創設するとされております。

対象となる事業につきましては、国交省が所管する住宅社会資本整備に関連する事業全般

にわたって四つの分野がございますが、一つ目が活力創出基盤整備、二つ目が水の安全・

安心基盤整備、三つ目が市街地の整備、四つ目が地域住宅支援の、四つのそれぞれの政策

分野について、先ほど言いました基幹事業それから関連社会資本整備事業、それから効果

促進事業と組み合わせることによりまして自由に事業が実施できるものとされております。

特徴といたしまして、使い勝手がよくなる、客観性・透明性の向上が上げられております。

これまで、ばらばらに行ってきた関係事務の一本化であるとか、分野ごとの計画に位置づ

けられた事業の範囲内で自治体が国費を自由に充当できる、３点目が、客観性・透明性の

確保といたしまして、計画それから進捗状況の公表、計画期間の終了後の地方公共団体み

ずから自己評価を行って公表することとなっております。
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○１４番（平野文活君） 答弁は、ぜひ簡潔にお願いいたします。かいつまんで言うと、

個別の補助金を廃止するのだ、今まで地方からこの事業を採択してくれ、この事業を採択

してくれと陳情合戦をやってきた、そういうのはもうやめようというようなことだ。そし

て、財源を地方に移して自由に使える、使い勝手をよくするというようなことが、この一

括交付金化のいわば建前になっておりますよね。それはそれで、それなりの意味があると

思うのですが、地方にとって今警戒すべきは、一括交付金化という方向で総額を圧縮する

ということがあり得る、今の国の財政事情云々かんぬんという、いろいろ言って。ですか

ら、そういう点では地方が今まで必要な事業ができんようになる。これだけのお金をやる

のだから、この枠内でやりなさいということになりかねない危険性もあるというふうに思

います。初年度は今までの補助金と同率の補助率で交付するということですから、実際の

実害はないのですけれども、そういうことを警戒しておかなければならんというふうに思

います。

それから次、学校耐震化の問題は、先ほど穴井議員が言われましたので、これはもうは

しょりたいというふうに思いますが、１点だけ先ほどの答弁を聞いておって気になるのは、

先ほど穴井議員も紹介しましたように、民主党政権がばっさり予算を削ったのですね。そ

ういう中でよく別府は、いわゆるＩｓ値０．３という危険校舎の耐震事業が全額取れたな、

この予算を見てそう思ったのですよ。ところが、先ほどの答弁を聞きますと、一応別府市

ではこれだけ７校舎やるというふうにしておるけれども、国の配分によっては全部できん

かもしれぬというようなニュアンスがあったと思うのですけれども、そうなのですか。

○教育総務課参事（末吉正明君） お答えいたします。

先ほど１番議員さんにお答えいたしましたが、教育委員会といたしましても、現時点、

まだ国の新年度の予算が決定いたしておりませんので、情報自体が不明確になっておりま

す。ですから、情報が入り次第協議し、対応してまいりたいと考えております。

○１４番（平野文活君） そういう危険性もあるということですね、そうすると。そうな

ると、この７校の予算は是が非でも確保しなければいかんというふうに思うのですけれど

も、その点どういうふうにあなた方は、これまた陳情といったらおかしいですけれども、

主張する、別府市のこの７校の緊急性、耐震化の緊急性、どのように主張しますか。

○教育次長（藤原洋行君） お答えいたします。

まず、予算面でございますが、当然国の動向によって心配な面もございます。ただ、そ

うは言いましても、当然耐震化率そういったものもありますが、当然国・県にも、県を通

じてでもやはり予算を確保していきたい。ただ心配なことは、やはりどれだけの分が削減

されるのか、また今までどおりいくのかどうかという、現在はっきりわかってない部分が

ございますので、その点も十分御理解をいただきたいと思っております。当然、十分理解

していただくような努力はしていきたいと思っております。

○１４番（平野文活君） このＩｓ値０．３以下というのは、穴井議員は、震度６とか７

とか言われたようですけれども、私の理解では震度５強で倒壊するおそれありという、０．

３というのはそういうものではないかと理解しておりますが、別府市のこの７棟、どうい

う数値にあるのですか。０．３というのが一つの基準ですけれども、危険校舎の。随分低

いのではないですか。私は、やっぱり別府市のこの７棟は極めて緊急性があるのだという

ことを、そうした実態を踏まえて強く主張すべきだと思いますが、いかがですか。

○教育次長（藤原洋行君） お答えいたします。

先ほども答弁させていただきましたが、当然、別府市の事情等も十分説明し、御理解を

いただけるような努力をしていきたい。当然Ｉｓ値ですか、その部分についても、他市の

状況をちょっと私も把握しておりませんが、別府市の事情を説明していきたいと思ってお

ります。
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○１４番（平野文活君） つい先日も、震度４というのが何回か繰り返されました。５強

というのは、それこそいつあるかわかりません。そういう点ではこの７校舎は本当に緊急

性があります。そういう立場で主張していただきたいと思います。

次に、ちょっともう時間がなくなりましたので、国直轄事業についてはもうはしょりま

す。本来、民主党政権は地方負担金を廃止するというふうに言ったのですよね。ところが、

廃止されてないからどうなのかということで質問を上げたわけでありますが、順次事務費

とか維持費とか修繕費とかいうのを、その部分の地方負担は廃止します、最終的には建設

費の地方負担はまだ残りますというような説明をいただきました。これは、やっぱり公約

違反だと私は思います。やっぱり強く主張していただきたいと思っております。今後も防

波堤の工事や何かが６５億も事業が残っているということですから、これを市の今までの

１０分の１．２５の市の負担をすると８億も市負担が残るわけでありますから、ぜひこれ

についても、廃止に向けての働きかけを強めていただきたいと思います。

シルバー人材センターの関連は、もう了解しました。

また、予防接種についても、了解しました。

緊急雇用関連に一言質問をさせていただきます。今年度約２億円ということなのですが、

国の総額はどうなのですか。それとも県や市町村との配分というのはどうなっていますで

しょうか。

○商工課長（永井正之君） お答えをいたします。

国は、またさきの２次補正で上積みをしまして、現在、全体事業費として６，０００億

円を用意を、交付金として各都道府県に配分をしてございます。大分県には９２億５，０

００万円ほど配分をされてございます。このうち県が行う事業費として４７億７，５００

万円、市町村には４４億７，５００万円が配分をされております。別府市として１億８，

４２８万７，０００円を配分いただく予定でございます。

○１４番（平野文活君） 資料を見ると、２２年度が２０事業、２０１人の雇用というこ

とになっておりますが、いずれも半年あるいは最大でも１年という短期雇用でありますね。

ハローワークの所長さんのお話を以前も紹介したことがありますが、大半の職を求める方

は、いわゆる安定した雇用を探している、短期でいいという人は非常に少ないというふう

に言われておりました。また働きながらの就職活動というのは、極めて困難であります。

また、いわゆる派遣切りに遭った人の話でも、「もう二度と派遣は嫌だ」というような、

そういう声が聞かれております。そういう中で短期の雇用、しかも低賃金ということでは、

これは雇用対策に本当になるのかなというように率直に思うのですよ。使えるお金は使っ

たらいいというふうには思うのですよ。思うのですけれども、やっぱりこういう制約の多

い雇用のためのお金というのは、使い勝手が本当に悪いのだということを、やっぱり市と

しても国に上げていかなければならんのではないかというふうに思いますが、いかがです

かね。

○商工課長（永井正之君） お答えをいたします。

議員がおっしゃるとおり、ハローワーク等を訪ねますと、求職者の方は安定的な職を求

めておられます。私どももそういう職がどんどん社会でふえることを望んでおりますけれ

ども、この緊急雇用創出事業というものが短期的な創出の機会を設けて、その間、求職者

の方はそれぞれ新しい安定的な職を求めていただくという趣旨で設定されたものでござい

ます。私ども、県・国に対してこういう制度よりも、もう一つふるさと雇用再生特別交付

金事業というのがございます。これは最低３年間の安定的な職が求められるものでござい

ますので、こちらの方を予算をふやすようにというお願いをしてございます。

○１４番（平野文活君） もう１点。この２０事業の中には臨時的な火災警報器の調査と

か、期限が区切られた仕事もありますね、そういった。しかし、これは臨時的な仕事では
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ないのではないかというようなメニューもありますね。ですから、これは、こういうふう

な事業を採用したという市の方の考え方がどうかということなのですが、もしこの期間に、

この事業は非常に効果がある、ぜひ国の予算が切れても雇用対策というよりは市のいろん

な事業として継続していきたいというようなことが起こり得ると思うのですけれども、そ

ういう、これは国の予算が切れたらこの事業は全部終わりという考え方なのか、それとも

その辺の継続する可能性というのもあるのかどうか、そこのところを聞いておきたいと思

います。

○商工課長（永井正之君） お答えをいたします。

現在取り組んでいる１３課、２０事業でございます。議員さん御指摘のとおり短期的な

ものもございますし、また３年間引き続いて、人はかわっていくのですけれども、３年間

引き続いて事業を行うものもございます。その３年後をどうするかということでございま

すが、商工課としては、この事業は取りまとめの役を今仰せつかっておるところでござい

まして、現実、その事業を継続するということになりますと、関係課との調整を図りなが

ら、今後残せるものは残していきたいなというふうに思ってございます。

○１４番（平野文活君） ぜひ、その辺の検討はよくしていただきたい。機械的にしない

でと思います。

次に、水道給水条例の問題に移ります。船舶給水を約半額にするという提案であります

が、この理由はどういうことでしょうか。

○水道局営業課長（速水 孝君） お答えいたします。

本給水条例の一部改正の概要につきましては、第２４条に規定されています料金及び給

水の用途のうち、船舶給水の１トン当たりの単価を現行の４７４円を２３７円に、３年の

時限を持って改正しようとするものであります。

○１４番（平野文活君） いや、ですから、なぜ半額にするのですかということです。

○水道局営業課長（速水 孝君） お答えいたします。

水道料金収入は、全国的に減収傾向にあります。別府市におきましても、水道料金収入

が減少傾向にあり、毎年５，０００万円から６，０００万円程度の減収となっております。

船舶給水につきましては、平成１７年度決算５，４０７万６，０００円から毎年減少して

おり、平成２０年度の決算は２，１９４万４，０００円、平成２１年度の決算見込みは５

１８万６，０００円で、差し引き１，６７５万８，０００円の減が見込まれており、別府

での給水が減少している状況であります。このような状況を踏まえ、別府での給水を促進

し、給水収益を確保するために、今回単価の見直しを行おうとするものでございます。

○１４番（平野文活君） 要するに別府で給水していた船が、別府で水を入れてくれんよ

うになった。どこか、よそで入れておるのだろうということですよね。それで、別府の船

舶給水を安くしてお客さんを呼び戻そうというのが、あなた方の願いではないのですか。

○水道局営業課長（速水 孝君） お答えいたします。

そのとおりでございます。

○１４番（平野文活君） そういうふうに簡単に説明してくれるといいのですけれどもね。

（笑声）同じ理屈で一般の御家庭あるいは中小業者、生活が非常に厳しい。少しでも安い

ところに行くというふうになっておるのですよ。ですから、ぜひ同じ理屈で普通給水ある

いは温泉給水、こういったところの料金の値下げについても検討していただきたいという

ふうに思いますが、いかがですか。

○水道局長（亀山 勇君） お答えをいたします。

ただいま２分の１にした理由ということで御説明をさせていただきました。また、ほか

の水道、いわゆる給水料金といいますか、これについての見直しについての考えでござい

ますけれども、現時点は、今後、中期経営計画、こうした中での財政収支見通しを立てる
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中で、今、口径別料金体系ではなくて用途型の料金体系をとっておりますので、これらを

総合的に勘案する中で料金体系の見直しを図る中で、経営の適正化に努めてまいりたいと

いうふうに考えてございます。

○１４番（平野文活君） 議会の所管事務調査の意見書の中でも、そういったことを検討

すべきという提起もされております。ぜひ検討していただきたいと思います。

次に、介護保険会計について質問をいたします。

時間がなくなりましたので、はしょりますが、この介護保険会計のいろんな推移につい

て資料をいただきました。６５歳以上の高齢者はふえ続けております。また、要介護認定

をされる方ももう６，０００人近くにふえ続けております。したがって、介護サービスに

かかるお金、給付費も平成１５年の約６５億から、平成２１年度の約８５億にまで、２０

億もふえているというのが現状ですね。したがって、いわゆる介護保険会計が非常に厳し

くなって、基金の残高も減り続けております。２２年度以降の基金残高、基金の見通しと

いいますか、どうでしょうか。

○高齢者福祉課長（松永 徹君） お答えいたします。

基金の状況はどうなのかということの、お尋ねです。

まず、現状、基金は２本の基金がございます。一つは介護給付費準備基金、それからも

う一つは介護従事者処遇改善臨時特例基金、この２本の基金がございます。

最初の介護給付費準備基金に関しましては、２１年度の残額が約２億というような状況に

なります。当初の予算の中に取り崩しておりまして、約８，０００万ほど取り崩しており

まして、それを取り崩せば残りが１億２，０００万程度になるというような状況です。一

方、臨時特例基金、処遇改善の臨時特例基金に関しましては、２１年度３，６００万取り

崩しさせていただきまして、２２年度２，４００万ということで、２２年度をもってその

基金はなくなるというような状況でございます。

○１４番（平野文活君） 給付費は伸び続け、基金はなくなる。こうなると保険料の値上

げということが問題になってきますよね。第５期計画では、その危険性が非常に多い。こ

れは国の制度ですから、国に対して制度の改正あるいは国の負担増、こういったものを求

めていかなければなりませんが、別府市としてできること、これはやっぱり介護予防を徹

底して、介護保険のお世話にならずに済む、そういう元気なお年寄りをいかにつくってい

くかといいますか、そういう支援のところに大いに力を入れていかなければ、この給付の

伸びというのを食いとめることはできないというふうに思いますね。その介護予防につい

ては、野田議員が一般質問でやると思いますので、ぜひそこで詳しく議論をしていただき

たいと思います。

保険料の基準額が、今３，９５０円ですね。年金から天引きされていますから、天引き

された人は１００％だけれども、天引きでない普通徴収の方は、徴収率何％程度でしょう。

○高齢者福祉課長（松永 徹君） ８０％程度というふうに記憶しております。

○１４番（平野文活君） ８割というのは、いかにも低いと思うのですよ。したがって、

今いわゆる保険料の減免制度というのを別府市もつくりましたね。しかし、これ、制度が

できた当初、百二、三十人の利用者がおったのが、今８０人ぐらいですね。これは、国が

所得段階を６段階にしましたから、低所得者の保険料が安くなったということでこういっ

た制度になっておるのだろうと思いますが、そういうことを踏まえてさらに減免基準の緩

和といいますか、これで８０％というのはあんまりだと思うのですよ。せめて９割ぐらい

には引き上げるような手だてを講ずべきだというふうに思います。

時間がなくなりましたので、最後に後期高齢者を質問させていただきますが、後期高齢

者の保険料を納められなくて短期保険証しかもらえてないという方が、今何人おられるの

でしょうか。
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○保健医療課長（伊藤慶典君） お答えいたします。

現在、３カ月の短期保険証を発行している人数ですが、７０名ほどいらっしゃいます。

○１４番（平野文活君） 事前の聞き取りによると、そのうちの２０人は居所がわからん

ということでそういう措置になっているそうですから、実質は５０人ですよね。７５歳以

上の後期高齢者制度に別府市民で入っている人は１万６，６００人ですかね。そのうちの

５０人ですから、もうほんのわずかなものなのですよ。しかも新しい政権になって、この

制度は廃止するという方向性がもう決まっている制度でしょう。そういう中でたった５０

人、短期保険証を発行せねばいかんという理屈がよくわからんのですよ。ぜひそこら辺は

短期保険証ではなくて正規の保険証を ２０人以外は 発行できるようにお願いした

いと思いますが、いかがですか。

○保健医療課長（伊藤慶典君） すみません、事前の打ち合わせのときに２０名というこ

とでお答えしましたが、その後、他の介護保険等で職権で抹消されている方もいらっしゃ

るので、差し引きしますと、３６名の方が実際に別府市に住民票がありまして短期保険証

を発行しているというふうな状況であります。

後期高齢者の保険制度につきましては、御存じのとおり平成２４年をもちまして一応終

了するというふうな形で出されております。相互扶助という観点から、お互いに保険料に

ついて納めていただくのが原則ということになっておりますので、御理解いただきたいと

いうふうに思います。

○１４番（平野文活君） わずか３６人に短期保険証を出したからといって、保険料の収

入がどのくらい違いますか。もうそういう人たちがお医者に行かれないようになるという

ようなことが一人でも起こった、それを食いとめるというのが大事ですよ。３６人に全員

出してくださいよ。

○２０番（山本一成君） 自民党議員団を代表して、質問をさせていただきます。私と松

川議員がすみ分けして、２人で代表してさせていただいております。

通告の順序を若干かえさせていただきまして、今、平野議員が水道給水条例の質問をし

ましたので、これに関連してこの件から質問をさせていただきます。

今、平野議員のことで、内容はわかりました。金額が減っている、給水量が減っている

ということはわかりましたが、この原因は何があると考えていますか。

○水道局営業課長（速水 孝君） お答えいたします。

全体的に減少いたしておりますが、特に一般家庭などに給水しています普通給水と船舶

に給水する船舶給水が減少傾向にあります。船舶につきましては、別府での給水量の単価

が若干高く設定されているというふうに思われている部分と、別府に寄港している船が２

種ほどあると思いますけれども、そこの給水単価が別府市より若干安い部分もあろうかと

思っています。

○２０番（山本一成君） それだけではないですね。３年前ですかね、関西汽船が２便か

ら１便に減りましたね。それと今、料金が高いということで、大半が大阪で入れていると

いうことだと思います。

実は２年前に私が議長をさせていただいているときに、関西汽船、ちょうどオイルが、

燃料が上がったときに、別府市の方に水道料の減免をお願いに来たという経緯があります。

私もうちの議員団も了解をとりましたし、各会派の皆さんにもこれを御了解いただいて、

議会としてもぜひこの減免をやってほしいと。というのは、関西汽船を一企業というとら

え方をしてはいけないのですね。やっぱり長年にわたって別府市の観光の礎を築いてくれ

た。その貢献を考えると、今までの恩返しという意味も含めて、やっぱり困ったときに助

けるのが、これがやっぱり道であろう。そういう関係で議会の議員の皆さん方も賛同して

いただいたし、行政もこの要望書に沿って動いたはずだというふうに私は聞いております。
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ただ、なぜかしら水道局でとまってしまって、減免がされなかったということだと思いま

す。ただ今回、こうやって条例を出していただいたことは、私は水道局の英断だと思うし、

大変評価したいと思います。

ところで、今言ったようにこれは評価しますから、これからもこういう、たぶんこれを

やることによってまた水を別府で取ってくれるようになるだろうと思いますし、やっぱり

今フェリーの問題は非常に深刻だと思うのですよ。これ以上衰退させないためにもやっぱ

りこの水道、この条例というのは、私は大変価値がある条例だと思っています。

この際ですから、今言ったように水道は水道で、これで結構だと思いますが、行政の方

にお聞きしたいのですが、関西汽船というのは行政にとってはどういうとらえ方をしてい

るのですか。

○ＯＮＳＥＮツーリズム部長（古庄 剛君） お答えをさせていただきます。

関西汽船につきましては、議員さん御指摘のとおり長年にわたって別府の観光、いわゆ

る観光客の誘客ということに大きく長年にわたって貢献していただいたというふうに認識

いたしております。ましてや関西汽船というのは、関西からの唯一の海の航路というふう

な位置づけをいたしており、大変貢献をしていただいているというふうに理解いたしてお

ります。

○２０番（山本一成君） これ以上やると一般質問になりますから。そういう位置づけで

これからも水道局は水道局、行政は行政としてよくコミュニケーションをとっていただい

て、できるだけの支援をしていただきたい、このようにお願いして、この項を終わります。

続きまして、特別会計の方の、国民健康保険の特別会計の財政安定化支援事業の繰入金

について質問をさせていただきます。

この繰入金の問題は、この議場でもいろんな、再三再四論議をなされたことであります

し、我々は自民党議員団としても先日、今の経済状況を踏まえた上で、この国保事業の安

定化を求めるために市長部局の方に要望書を提出いたしております。そういった中、この

繰入金の問題も項目の中にあります。そういうことで質問をさせていただきますが、もう

言うまでもございません、この国保事業というのは特別会計でありまして、保険税とそれ

から国費等によって財源が補われているというのが、これが基本原則だと思います。そう

いった意味で今回の支援事業の繰入金の趣旨についてお伺いをいたします。

○保険年金課長（加藤陽三君） お答えいたします。

財政安定化支援事業繰入金の趣旨でございますが、国保の加入者に応能割保険税の負担

能力が特に不足していること、それから病床数が特に多いこと、及び高齢者が特に多いこ

とによりまして医療費の増加といった、保険者の責めに期することができない特別の事情

に着目いたしまして、累積赤字の解消等国保財政の健全化及び保険税の平準化等のために

限定的に一般会計から繰り出しが認められている繰入金でございます。

○２０番（山本一成君） 今の説明を伺いますと、この繰入金というのは、まさに別府市

の現状そのままの状態が当てはまると思うのですよ。それでやっぱり、また今、「限定

的」という言葉を使いましたから、総務省の自治政策ですかね、これから通知も来ている

とおり、この繰入金によって保険税そのものを安易に値下げをしてはいけない、値下げを

するものではないという項目がついていますから、当然それも当局はわかっていると思い

ますが、これまで議会でいろいろ論議がありました。これまでの繰入金の経過を説明して

ください。

○保険年金課長（加藤陽三君） お答えいたします。

繰入金の経過でございますが、繰入金の予算計上のこれまでの状況でございますが、平

成２０年度までは算定額の８割に当たる交付税算入額を予算計上しておりました。２１年

度は、交付税算入額に３，０００万円を加えた算定額の、これは９割に当たる２億６，０
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７３万５，０００円を予算計上させていただいております。

○２０番（山本一成君） 我々議員団の要望の中に、やっぱり今の厳しい、受納者という

のですか、保険税の徴収の状況が大変厳しいということで、徴収体制の強化を図ることと

か、要するに５項目ありました、さっきのように。特にこの安定化支援事業の繰入金につ

いては、累積赤字の解消という点も踏まえて、これは市町村単位で独自に算定ができると

いうふうになっていますね、単位で。そういった中で国保税の適正化も含めて、我々とし

ては最大限の繰入金をしてほしい。当然法定がありますから、法定内の最大限の繰り入れ

をしてほしいなという要望をいたしておりましたが、来年度予算にはどのように反映され

ているのでしょうか。

○保険年金課長（加藤陽三君） お答えいたします。

新年度予算につきましては、国保税の調定額が前年度と比較いたしまして約２億３，０

００万の調定減となっております。そういうことから、今年度以降の税収の確保、累積赤

字の解消が大変厳しい状況が予測される中、市長の判断によりまして、ただいま議員御指

摘の法定内での最大の繰入額でございます算定額全額の２億７，３７１万４，０００円を

予算計上させていただいております。

○２０番（山本一成君） ということは、法定内最大に来年度で出すということですね。

大変これはありがたいことだと思っております。

新聞によりますと、後期高齢医療制度が２５年に廃止ということで、都道府県単位に広

域一元化されるという報道も聞いております。そういうときに一番問題になってくるのが、

どうしたら累積赤字の解消がその時点でなっているかということが、大変問題であると私

は思います。そういう点も踏まえて、今回こうやって最大限を出して赤字解消を図る努力

をしていただくということ、大変評価をいたします。これからもこの安定事業に向けて適

宜の効果ある施策をしていただきたい、このように要望いたしまして、この項を終わりま

す。

次に、特別会計をもう先に終わらせてしまいますが、競輪事業特別会計について質問を

させていただきます。

今回、予算計上で第３スタンドの解体工事の予算が上がっておりますが、これについて説

明をお願いします。

○競輪事業課長（佐藤俊一君） お答えいたします。

現在の第３スタンドでございますが、この施設は昭和４６年に建設されたものでござい

まして、経過年数が３８年と経過、かなり老朽化が進んでございます。この場所には２カ

所ほどの投票所がございましたが、これは今閉鎖をいたしておりまして、現在はスタンド

部分と、それから１階部分に早朝の前売り発売所として使用をしておりますが、先ほども

説明いたしましたけれども、この施設は老朽化がかなり進んでおりまして、耐震の基準も

満たしていない状況にございます。それで、今回この施設の解体予算をお願いするもので

ございます。

○２０番（山本一成君） 老朽化が進んで耐震も危ない、要するに危険だから壊すという

ことですね。その壊した後の、その後の計画はどうなっていますか。

○競輪事業課長（佐藤俊一君） お答えいたします。

この第３スタンドの解体の後の利用についてでございますが、昨今の競輪場にお越しに

なる入場者数などを考えますと、これまでのような、現在あるような大人数を収容するス

タンドではなくて、必要最小限で管理コストのかからないような施設でいいのではないか

と考えておりまして、今あるようなスタンドをまた新しくリニューアルするというような

ことは、計画をしてございません。

○２０番（山本一成君） わかりました。入場者数の減少で、解体するけれども、新規は
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やらないということですね。この解体はわかりました。そのほかに施設の改修計画はある

のですか。

○競輪事業課長（佐藤俊一君） お答えいたします。

そのほかの計画についてでございますけれども、現在、早朝の前売り発売所が第３スタ

ンドに併設されておりますので、この解体に伴いまして、この早朝前売りも移設する必要

がございますので、この移設と、それから現在競輪場の正面の入り口でございますが、こ

れもかなり古うございます。先生も御存じかと思いますけれども、入り口等も間口が狭く

て御高齢のお客様、それから車いすを御利用なさるお客様に御不便をかけておりますので、

前売り発売所と一体となった改修等計画をいたしておりまして、今回はこれに伴います設

計委託費などをお願いするものでございます。

○２０番（山本一成君） 入り口とか前売りのところを改修する。それ以外に大型の改修

をする予定はないということだと思います。聞きましたら、このスタンドを解体した後、

多少の駐車場スペースも広がるわけですか。

○競輪事業課長（佐藤俊一君） 現在の第３スタンドを解体するとなれば、どのくらいか

はわかりませんけれども、当然空きスペースが出てくるものと考えておりまして、この利

用につきましては、お客様のことを考えたときに、非常に近いということもございますの

で、駐車場としての利用が一番いいのかなと考えてございます。

○２０番（山本一成君） 今、経済も大変厳しいし、入場者数が減少しているという割に、

その結果だと思うのですけれども、私も近くに住んでいますから、開催はいろいろ、競輪

場は行きませんけれども、している時に周辺に競輪場用の駐車場がまるっきり空いている

のですね、ほとんど空いているといっていいぐらい空き地があります。これもたぶん全部

市有地ではなくて、私有地を借り上げてしている駐車場があると思うのですよ。この際、

私は駐車場の抜本的な見直しをして、もう戻すものは戻す。やっぱり効率的な駐車場を管

理するべきだと思います。そうすることによって、一台も入らないところに警備員が立っ

ていたり、こういうむだを省くということになりますので、これから競輪場、課長にお願

いしますが、スタンドとあわせて駐車場計画ももう一回見直しをしていただきたい、この

ように要望して、この項を終わります。

次に一般会計予算に入りますが、その前に、個別の一般に入る前に予算全体をちょっと

お聞きしたいと思います。特に目を引くのが民生費の増加であります。今回、当初予算を

見てみますと、民生費のこれは予算規模ですが、予算ベースでいきますと、占める割合が

４８．２％と膨大な数字になっております。一般財源にいくと多少減るのでしょうが、前

年度に比べてどのくらいの増加が見込まれているのか、そしてその原因は何なのか、わか

る範囲でお答え願います。

○企画部長（梅木 武君） お答えします。

民生費全体につきましては、本年度が２０８億１，６３０万８，０００円になりますの

で、対前年比で四捨五入で２６億９，７００万ほど増額しております。増減率としては１

４．９％となっております。その主な要因といたしましては、まず子ども手当支給に要す

る経費が新規で１８億発生しております。これに、あとは障がい者の関係の補助金が５，

５００万ほどふえておりまして、障がい者の自立支援給付に要する経費が３億１，５００

万伸びております。それから、子ども手当に付随しまして児童手当支給に要する経費が６

億６，０００万ほど減額しておりまして、それと、今度は生活扶助に要する経費が７億７，

７００万ほどふえております。この主な要因だけで、対前年比で２６億増加しているとい

うような状況でございます。

○２０番（山本一成君） 今のは予算ベースということですね。それが実際別府市にかか

る一般財源の推移はどうなっていますか。
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○企画部長（梅木 武君） 民生費の一般財源の状況でございますけれども、予算ベース

では１４．９％伸びておりますけれども、これに伴って国・県の支出金もふえておりまし

て、一般財源ベースでは５．４％の伸びとなっております。それから、一般財源ベースの

内訳ですけれども、先ほど言いましたように子ども手当に要する経費が約１億９，３００

万ほど伸びておりまして、生活扶助費に要する経費が１億７，４００万、それから自立支

援給付に要する経費が７，８００万など、トータルで一般財源ベースとしては前年度に比

べて４億４，０００万ほど伸びております。

○２０番（山本一成君） 当然保護費も入っているし、子ども手当がふえた大きな要因だ

ということであります。一般でいうと４億４，０００万、約４億５，０００万伸びたとい

うことで、これはこのままいくと、これが年々増え続けると、もう別府市の財政が破綻す

るのではないかというぐらいの民生費の比重が大きいなというふうに思うのですが、行政

当局としてこれをこのままずっとどんどん野放しという言い方は悪いのでしょうが、伸び

ていったら、本当に別府市財政の死活問題にかかるというぐらいに民生費が大きいと思う

のですよ。この辺について将来、来年、再来年の見通しというのは 「ちょっと難しい

ぞ」と後ろから声がかかっていますが 当局としてはどういう見通しを持っていますか。

○企画部長（梅木 武君） 来年度以降の見通しということでございますけれども、この

民生費につきましては、大きな構造としては社会保障制度の中の支出でありますので、市

サイドの考えによってこれを減少できるとかいうことは、制度上難しいものと考えており

ます。ただ、私どもが一番心配していますのは、子ども手当が今年度１人１万３，０００

円、来年度から倍増して２万６，０００円、差し引き１人当たり１万３，０００円増加す

るのですけれども、その財源がいろいろ議論されておりますけれども、その増加分につい

ては地方に負担を求められるということは耐えられない状況でありますので、今後、市長

会等を通じて意見等を上げていきたいと考えております。

○２０番（山本一成君） そうですね、部長も大変、見通しと、対策といっても、これは

国の制度が根幹にあるものですから、対策もなかなか立てにくいのかなというふうに思い

ます。今言うように市長会等を通じてということでございますが、特に子ども手当てが民

主党さんの目玉でしょうか、なぜ自分の国の、民主党の目玉政策が地方の財源に振りかか

ってくるか。これは絶対阻止せんと悪いと思います。

そこで市長、お願いがありますが、今言った市長会を通じてでも構いません。それから

県・国を通じてできるだけ地方、特に地方都市、地方財政を圧迫することのないように縮

減に最大限の努力をしていただきたい、このように要望いたしまして、この項は終わりま

す。

次に、一般会計の中の経済対策が出ております。今年度２億４，０００万の経済対策が

出ていますが、この中身を教えてください。

○企画部長（梅木 武君） お答えします。

まず、中小企業事業資金等融資に要する経費として、中小企業金融対策預託金を１億円

増加しております。この１億円によりまして、融資枠が約４億に増加するものと考えてお

ります。それから、道路維持に要する経費として側溝舗装の補修工事約１億円。これは昨

年の６月補正で計上した１億円と同趣旨の内容でございます。あとは市営住宅の営繕工事

等に３，０００万、それから小学校・中学校の図書室の施設整備用の備品購入費に各３０

０万の６００万で、トータルとして約２億４，０００万ということでございます。

○２０番（山本一成君） ６月のときに１億の補正を上げていただきましたね。あのとき

に私も議案質疑で大変評価するという話をしました。今回も、今の別府市というか、もう

全体ですが、経済不況をよく、市民の窮乏というのですか、建設業者を含めて窮乏をよく

見据えたこれは政策であると高く評価をいたします。
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そこで、ひとつお願いがあるのですが、今回は土木に出ていますが、別府市全体の経済、

悪い悪いというのはどこが本当に悪いのかという調査を一回やっぱりやるべきだと思うの

ですよ。全部悪いと言ってしまえばそれでおしまいですが、調査をやることによって、ど

こにどれだけの支援をすれば少しは助かるのかなという、一応効率のよい予算の使い方が

見えてくるのではないかなというふうに思っています。これは企画がやるのか商工がやる

のかわかりませんが、早急にやっぱり本当の意味の別府市の経済の状況を把握するために

も、ぜひそういった調査をやっていただいて、その調査に基づいて予算が生きるような、

また新たな経済支援をすることをお願いいたしておきます。

続きまして、一般会計の中身に入らせていただきます。

まず１番に、２０５ページにあります商店街活性化に要する経費、これについて質問を

させていただきます。

その前に、そこにリノベーション物件管理運営という言葉があるのですが、何か英語が

よくわからんですから、これをまず説明してください。英語かどうかも。

○商工課長（永井正之君） お答えいたします。

英語だと思われます。直訳いたしますと、「修復、改善、刷新」ということになります

けれども、建物や空間の改修を行うことで新たな魅力を創出するというふうに一般的に使

われている言葉でございます。

○２０番（山本一成君） 言葉はわかりました。この管理運営、もう少し具体的にどうい

うふうなやり方をするのか、教えてください。

○商工課長（永井正之君） お答えいたします。

この予算は、ふるさと雇用再生特別交付金事業を活用して、昨年６月に議決をいただい

て取り組んでいる事業でございます。２年目となります。「プラットホーム事業」といい

まして、空き店舗を今現在８カ所ほど活性化協議会と市と連携でいろんな取り組みをさせ

ていただいてございます。その中の５カ所を管理運営していただく事業でございます。雇

用者を、新規雇用９人を雇っていただいて現在運営管理をしていただいてございます。向

こう来年度いっぱいまでこの事業を続けさせていただきたいと思ってございます。予算額

としては、３，３３７万９，０００円となってございます。

○２０番（山本一成君） 今、課長の答弁の中に中心市街地活性化協議会というのが出ま

したね。そこに委託をしているという形で聞いたのですが、これは別個に、この協議会に

あと１，０００万の補助金が出ておりますね。この中身も教えてください。

○商工課長（永井正之君） お答えをいたします。

まず、予算１，０４０万円ほど中心市街地活性化協議会の補助金として計上いたしてご

ざいます。内訳でございますが、福祉のまちおこし事業が３３６万円、リノベーション事

業に５０４万円、それから今年度は新たにマップ、それからタウン誌を発行しようという

計画をしてございまして、その経費に１００万円、それからこの中心市街地活性化協議会

の運営費補助金として１００万円、トータル１，０４０万円としてございます。

この中心市街地活性化協議会の内容について、御答弁させていただいてよろしいでしょ

うか。これは、中心市街地活性化法に基づきまして、平成１９年６月８日に設立をされた

ものでございます。産・官・学の多種多様な関係者で構成されてございます。事務局は、

商工会議所でございます。会長は、ＡＰＵの教授になっていただいてございます。構成メ

ンバーは、商工会議所と中心市街地整備推進機構を核といたしまして、事業を行う事業者

それから地権者、商業関係者、それから大学関係者、行政等、正会員２８名おります。そ

れから警察等の治安、それから福祉、メディア等の関係者、準会員２８名、それとアドバ

イザーとして国・県の関係者５名をお願いし、総勢６１名から成る組織でございます。

○２０番（山本一成君） 協議会の中身は、わかりました。当然、商工課としては、この
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協議会がうまく機能しているのかどうかという検証もされていると思います。正直な話、

課長の感想として、この資金が、この補助金が有効に活用されている、どのような感想を

お持ちですか。

○商工課長（永井正之君） 当然この中心市街地活性化協議会は、中活を図る上で一番重

要な役目を担ってございます。まず空き店舗の借り主としてなっております。それから、

これだけ大勢おりますので、各部会をつくってございます。いろいろな部会の中で関係者

の皆さんの活発な意見をいただいてございます。また、中活を図る上では、やはり民間の

皆様も行政と同じように責務とリスクを背負っていただかないと、これはもう前に進みま

せん。そういった意味ではこの中心市街地活性化協議会というのは、もう本当に中心的な

役割を担っていただいてございますので、評価はいずれ、この事業が５年間ですから、２

４年度末までいきます。また、この協議会はずっと残っていく形になりますので、あと３

年後には統括を、総括をさせていただきたいと思ってございます。

○２０番（山本一成君） では、今のところ順調に機能しているということですね。それ

は結構でございます。

続いて、活性化の中で楠会館の跡地の整備工事費が上がっておりますが、これについて

説明をお願いします。

○商工課長（永井正之君） お答えをいたします。

まず、楠会館でございます。平成１７年に解体をいたしまして、ずっと今、更地の状態

でございます。今回、楠会館の跡地の整備、設計委託料として２００万円、工事費として

２，８００万円をお願いしてございます。地元の通り会、また地元自治会とは整備の更新

で合意はいただいてございます。

○２０番（山本一成君） 地元と当然合意をしないと、こういう計画は立てられないと思

いますが、具体的にどういう工事を行って、どういうふうなことができ上がるのですか。

○商工課長（永井正之君） お答えします。

まだ具体的には、これから新年度に入りまして、パース等を作成し、何案かをつくりま

して、地元の、特に周辺が住宅地になってございますので、住宅地の皆様の御意見をいた

だきながら、最終的に合意をとっていこうという計画をしております。現在は、ポケット

パークとして整備をさせていただきたいと思ってございます。まず多目的トイレ、それか

ら休憩できるようなベンチ、それから、あそこは現在地区の方が盆踊り等に使っていただ

いてございますので、そのまま盆踊り等ができるような広場も設置をし、またイベント等

もできるように、今、給排水設備を整えていきたいなというふうに思ってございます。

○２０番（山本一成君） 老朽化した楠会館を壊して、その後、また建てる計画があると

か、いろいろ計画が二転三転してきたというふうに思っております。その中で地元の合意

が得られて、ああいう空き地のままではいけないということでポケットパークができると

いうことは大変いいことだと思いますので、あくまで地元の方の利便性を考えた工事をし

ていただきたい、このように要望いたしておきます。

最後の質問になりますが、亀川駅の周辺事業についてお聞かせ願いたいと思いますが、

まずこの事業の亀川駅周辺整備に要する経費が上がっていますが、これの説明をお願いし

ます。

○道路河川課長（糸永好弘君） お答えいたします。

先ほどの、今年度３月の補正で１億円を追加補正いたしまして、来年度の新年度予算と

して３億４，０００万を計上しております。工事の内容といたしまして、自由通路の上部

と下部工の工事、それが３億円でございます。それについてはＪＲ九州委託工事となりま

す。東口広場整備工事費１，５００万、これもＪＲ九州の委託工事となります。用地購入

費１億１，０００万、これは東口駅前広場ＪＲの用地の買収と南側の用地、土地開発基金
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用地の買収で、物件補償費として１，３００万円、これは駅舎の補償費として上げており

ます。その他として２００万円でございます。

○２０番（山本一成君） その財源ですね。その合計４億４，０００万ですか。その財源

はどうなりますか。

○道路河川課長（糸永好弘君） お答えいたします。

財源の内訳といたしまして、社会資本整備総合交付金が１億４，３００万円、地域活力

基盤創造交付金が５，５００万円、地方債が１億５，３８０万、一般財源８，８２０万で

ございます。

○２０番（山本一成君） この予算の中で、ＪＲ九州はどのくらいの割合で負担をしてい

るのですか。

○道路河川課長（糸永好弘君） お答えいたします。

ＪＲ九州は、負担しておりません。

○２０番（山本一成君） 全額、市の負担ということですね。当然これだけ全額市が負担

するということですから、この工事についても当然別府市の業者が行う、このように考え

ていいですか。

○道路河川課長（糸永好弘君） お答えいたします。

今回の自由通路工事を施工する場所はＪＲ九州の軌道敷地内であり、列車の運転保安や

旅客運行の確保、また事故防止や事故発生時の対応などの問題を解決するため、ＪＲ九州

へ委託いたします。また、ＪＲ九州から指定業者へ工事発注ということになります。

○２０番（山本一成君） 今までのＪＲ関係の工事は、すべてこの方式ですね。ＪＲの職

員が天下りしているかどうかわかりませんが、そういう業者に全部発注で、地元はゼロと

いうのが今までのＪＲのやり方でございました。ここで、私は、さっきも経済対策にあり

ましたけれども、これだけ経済が冷え込んで、やっぱり中小零細企業は仕事がないのです

ね。こういった３億もつぎ込む工事に別府の業者が入れないというのはどうもおかしい。

当局として、これを働きかける意思があるのかどうか。

○建設部長（高橋邦洋君） お答えいたします。

議員御指摘のように、ＪＲ九州の指名業者への発注となるため、地元企業の直接発注は

できませんが、これからは下請業者に採用してもらうなどの措置をＪＲ九州側と十分に協

議していきたい、このように考えております。

なお、平成２３年度に計画しております東口の駅前広場整備工事につきましては、地元

業者へ発注する予定であります。

○２０番（山本一成君） はい、わかりました。部長ね、やっぱり長年の慣習というのは、

すぐ直らんかもしれません。ただ、今の経済状況でやっぱり市が全力で、今、東口の整備

工事は市内業者にさせていただくということで、これは大変ありがたいことですが、きち

っとＪＲとそこら辺の詰めをして、市内業者に少しでも仕事が回るように最大限の努力を

していただきたいと要望いたしまして、私の議案質疑を終わります。ありがとうございま

した。

○１１番（猿渡久子君） 質問の順番を若干かえさせていただきます。まず１番目に人権

同和の問題、２番目に生活保護の関係、３番目に林業の関係、４番目に教育の関係、５番

目に国民健康保険の特別会計の順で質問をしていきたいと思いますので、よろしくお願い

いたします。

まず、一般会計の１４１ページに、人権同和対策に要する経費が上がっております。団

体補助金２７１万６，０００円、これが二つの団体に対して予算計上されております。こ

の問題は、私はかねてより毎年毎年質問をしてきている問題です。この同じ一般会計の予

算案を見ますと、後ろの方に子ども会連合会への補助金１８万、ＰＴＡ連合会の補助金３
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６万、地域婦人団体連合会、地婦連に対しては１３万５，０００円というような額で団体

補助金が上がっています。これらの団体と余りにも差があり過ぎるということで、一貫し

て廃止を求めてまいりましたが、その意思はないのか。「協議をする」という答弁を繰り

返してきました。その点、協議がどうなっているのか。

それと、あわせて雑誌購入費の問題も、公費購入をやめるべきだということで、ずっと

言ってきたのですけれども、これは消耗品費の中に含まれて入ってきますので、この雑誌

購入費は、今度新年度はどういう額で出ているのか、あわせて答弁してください。

○人権同和教育啓発課長（内藤和彦君） お答えをさせていただきます。

初めに、団体補助金の件についてでございますけれども、平成１２年に施行されました

人権教育啓発推進法の中で同和問題云々という形で、その責務が国及び地方公共団体、そ

して国民にあるというふうにうたわれております。この趣旨を踏まえまして、本市におき

ましても特別措置法執行後においても運動団体の側面的支援という、そういった位置づけ

で別府市補助金交付規則によりまして交付をしております。

また、その状況でございますが、平成６年度から８年間、３２０万円で推移をしており

まして、その後も二、三年ごとに減額をして、平成１８年度には運動団体の方に協議の申

し入れを行った結果、翌年に１０万円の減、そして平成２０年度からは毎年１％のカット、

そういうふうな状況で交付をしてきております。２２年度につきましては、２７１万６，

０００円で計上させていただきました。

なお、補助金の見直しでございますけれども、昨年の１２月議会におきまして答弁をさ

せていただきましたけれども、新年度になりまして、この補助金の見直しの協議を運動団

体の方に申し入れを行って、８月を目途に協議をしてまいりたい、このように考えており

ます。

また、雑誌購入費についてでございますけれども、先ほどの法律の趣旨によりまして、

人権教育啓発推進に、どうしてもこの学習及び研修の教材的位置づけで必要でございます

ので、これにつきましては、昨年度と同額の５４万円を計上させていただきました。

○１１番（猿渡久子君） 雑誌購入費、これまでと同じ４５冊、５４万円ということです

ね。ただ、私はこれまでもずっと言ってきましたように、先ほど団体補助金の件でもほか

の団体と比較しましたけれども、差別をなくそうと言っているところが差別しているので

はないですか、そういうことでは市民の理解は得られませんよということでずっと言って

きたのです。この団体補助金、資料もいただいていますけれども、過去はもう大変な金額

を出してきていて、それを我々はずっと指摘し続けて、幾らかずつは減らしてきているの

ですけれども、昭和５１年度から平成２１年度までの２４年間の合計で言いますと、１団

体で１億７，０００万を超える金額になるのですね。二つの団体で合計をして３億４，５

１７万８，９６０円、これは執行部側からいただいた資料ですからね。そういう大変な金

額をこれまでに出してきておりますので、これまでにもうすでに出し過ぎなぐらい出して

きているでしょうというふうに私は言いたいわけですね。１２月の議会で、今、課長答弁

ありましたように、市長がこういうふうに答弁されています。「長年ずっと御指摘いただ

いておりますが、これはいろんな不公正な部分があるという御指摘でございますので、そ

の辺も含めて見直しの協議をしっかり行っていきたい」、こういう答弁をいただいており

ますので、ぜひしっかり協議をしていただいて大幅に減らしていく、もう私はなくすべき

だと思っていますけれども、少なくとも計画的に大幅に減らしていくということで、重ね

て要望をしておきます。

では次の問題、生活保護の問題に移ります。これは、一般会計の１６０ページに上がっ

ております。

まず、１６０ページの生活保護適正化実施推進に要する経費、これが上がっていますけ
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れども、この中身が、昨年度までは非常勤職員の報酬４名であったものが、１名増員をし

ていると思うのですね。その仕事の内容と増員した目的は何なのか、まずその点から答弁

してください。

○社会福祉課長（亀井京子君） お答えいたします。

１名の増員は、稼働年齢層就労指導員の増員でございます。

目的でございますが、就労指導員の増員により、稼働能力、就労の意欲のある方の就労

相談に対し今まで以上に継続的かつきめ細やかな支援により、自立に向けた援助ができる

ものと考えております。

○１１番（猿渡久子君） 今、仕事ができる年齢であったり、健康状態であっても仕事が

なかなかない、意欲もあるのだけれども仕事が見つからないということで、もう生活でき

なくなって生活保護を受けないとどうしようもないということに陥ってしまうという、そ

ういう方もふえていますので、この就労指導の職員をふやすということは大事なことだと

思います。

それで、その下に生活保護扶助に要する経費が上がっております。これは先ほども答弁

がありましたように、７億７，０００万余りもふえているのですね。ここ数年ふえ続けて

いると思うのですけれども、世帯数、人員の状況をどのように見込んでいるのか、ここ数

年、二、三年の推移とあわせて答弁をしてください。

○社会福祉課長（亀井京子君） お答えいたします。

２０年末のリーマンショック以来、保護世帯、保護人員は例年になく増加しております。

２１年２月、２２年２月を比較いたしますと、保護世帯で月平均１７０世帯、人員で２０

６人の増となっております。２２年度当初といたしまして、保護世帯２，８４８世帯、人

員を３，６３９人と見込んでおります。このままで推移していきますと、保護世帯４％、

人員では５％の増加が見込まれます。

○１１番（猿渡久子君） １年間を平均したときに、月平均で１７０世帯の増ということ

なのですね。直近のことしの２月の支給世帯数はどうなっていますか。

○社会福祉課長（亀井京子君） お答えいたします。

平成２２年２月の単月で受給世帯は２，８１８世帯です。

○１１番（猿渡久子君） 保護受給世帯がふえ続けている。そういう中で過去にもケース

ワーカーの人員配置の問題を私たち日本共産党の野田議員が質問をしていますけれども、

そのときにも、昨年１２月の段階でケースワーカーが８名不足という答弁をしています。

今度、また２２年度の保護世帯数が、先ほど２，８４８世帯を見込んで予算計上している

ということなので、さらにこのままだと人員が不足するのではないかと思うのですね。そ

の辺のケースワーカーや指導員の人数、この世帯数に対して国基準に応じた人数を配置す

ると何名必要なのか、答弁してください。

○社会福祉課長（亀井京子君） お答えいたします。

世帯数を２，８４８世帯といたしますと、ケースワーカー数３６名、指導員５名となり、

現在数ではケースワーカー１０名、指導員２名の不足となります。

○１１番（猿渡久子君） 国の基準でいうと、ケースワーカー１人に対して８０世帯とい

うことになっているのですよね、過去にもそれを答弁していますけれどもね。１２月の議

会のときの答弁では、昨年１０月末の状況でいったときに、１人の担当者が平均１０５世

帯持っていますという話だったのですね。先ほどの新年度の２，８４８世帯で単純計算し

てみると、１人のケースワーカーが１１０世帯を持つというようなことになってしまうと

思うのです。やはり過去にもこれは要望してきたのですけれども、職員さんがもう本当に

今でも大変な状況です。こういう仕事というのは、事務的にぽんぽんぽんといくような仕

事ではないですね。やっぱりいろんな病気を持っていらっしゃったりして、じっくり話を
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聞いてあげないといけなかったり、一人一人やっぱり丁寧な対応が必要なわけですね。そ

ういう中で若い職員さんも本当に忙しい中、大変な中でよく一人一人に熱心に丁寧に対応

されているなというのは、もう感心しているのです。しかし、やはりこのままではいけな

い。どうしても人員をふやさないといけないと思うのですね。そうでないと、先ほどから

言っているように働ける人は仕事を探して働く機会を得ていく、そういうふうな支援もし

ていかないといけないわけですし、そういうことをきちんと指導していって適正な保護を

していくといいますか、そういう面でもやはり職員をふやさないときちんとした対応が行

き届かないと思うのですね。そういう点でやはり職員を増員しなければならないと思いま

すが、この辺は職員課の方にぜひお願いしたいと思うのですが、職員課はどうでしょうか。

○職員課長（豊永健司君） お答えいたします。

適正配置につきまして指摘を受けているところでございます。市全体の異動を考える中

で所要人員の充実・整備に向けて努力していきたいと考えております。

○１１番（猿渡久子君） 今の状況では、係が丸ごと一つとか丸ごと二つとかふえてもい

いぐらいの、係丸ごと一つ足りないぐらいの状況にあると思うのです。ですから、ぜひそ

の増員を重ねて要望しておきます。そのことが本当に働ける人に働く機会を与える、得て

いくというようなことにつながっていって、適正な保護行政につながっていくというふう

に思っています。

先日も新聞報道で不正受給というふうなことが取り上げられたりしましたけれども、私

たちは、生活保護手帳を毎年発行されている分を私たちも毎年買って勉強させてもらった

りとかするのですけれども、この生活保護手帳に生活保護法から政令、省令、生活保護の

基準、実施要綱、いろんなことがずっと載っていまして、これに基づいてきちんと生活保

護の決定もされているし、指導がされていると思います。私たちもいろんな相談を受けて、

一緒に社会福祉課に行ったりする場合もありますけれども、例えば１人の世帯だと１５万

ぐらいの貯金があっても、「これだけのお金があったら、もう少しこのお金で生活をして、

これが減ってからもう一回来てくださいね」ということになったりしますね。やっぱりそ

ういうきちんとした生活保護法にのっとった対応がされていますので、今後もそういう適

正な対応をお願いして、次の質問に移ります。

林業の問題です。これは１９８ページに、林業振興に要する経費が上がっております。

私、この質疑をしようと思ったのは、過去の答弁の中で別府の面積の六十数％が森林地帯

だというふうな答弁があったのですけれども、森林地帯が多いのに別府の林業はどうなっ

ているのかということを、私は大変不勉強で、この議会でも余り林業の問題というのは取

り上げられることはない、取り上げられることは本当に少ないと思うのですね。非常に認

識が弱かったものですから、ちょっと質問をしてみたいなと思ったわけです。

今、全国的にも林業というのは、もう本当に大変な状況になっていて、農業と同じよう

に後継者不足だし、林業では生活できないという事態が進んでいると思うのですね。まず、

その別府市の森林の現状、林業従事者や担い手の状況がどのようになっているのか、そこ

から答弁をしてください。

○農林水産課長（筑浜 直君） お答えいたします。

別府市の森林面積は７，８５６ヘクタールで、林野率、これにつきましては６３％でご

ざいます。そのうち国有林の面積は１，４０１ヘクタール、市有林につきましては１，５

９７ヘクタールとなっております。林業の従事者については、平成７年の国勢調査では３

０人、平成１７年の国勢調査では２０人。県の資料でシイタケの生産者も平成９年には４

３人おりましたのが、平成１９年には３６人と減少しており、林業関係の従事者も担い手

不足が問題となっております。

○１１番（猿渡久子君） 林業の従事者は、減ってきているわけですよね。今、別府市の
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６３％の面積を森林が占めているということなのですけれども、今、この森林の役割とい

うのは、地球温暖化の問題が本当に深刻になっている中で重要性が増していると思うので

すね。やっぱり森林というのは水源の涵養、特に別府の場合だと、それが温泉を守るとい

うことにもつながると思いますし、国土の保全だとかいろんな生物を守っていく、生物の

耐用性の保全だとか、大気の問題でも、ＣＯ２を吸収して固定をする、伐採をされた後も

ＣＯ２を固定していくというふうなことも言われておりますね。大変重要な問題だと思う

のですね。

ところが、今ありましたように森林の所有者あるいは林業に携わる方は、もう本当に高

齢化をしていて後継者がいないという状況にあります。その辺は１９６０年代に林産物の

輸入自由化が行われて、やはり国の政策のもとで大手の住宅メーカーなどが安い外材を利

用できるようにというような政策だったと思うのですね。日本全体でも、今は約８割を外

材に依存しているという状況があるわけですね。そういう中でやはり今の後継者づくりの

問題というのは、なかなか弱いと思うのですね。その点でやはり後継者など担い手養成に

もっともっと力を入れてもらいたい、支援を強めてもらいたいと思います。

私は本当に勉強不足で恥ずかしいのですけれども、シイタケが林業に入るというのを知

らなかったのです。本当にお恥ずかしいのですけれども、それぐらいに認識不足だったの

ですけれども、そのシイタケのことで若干お話を伺う中で、今、林業の中で何とかやって

いるのはシイタケが中心だということで、シイタケの生産をされている方のところにお話

を聞きに行きました。やっぱり開口一番おっしゃるのが、「もう高齢化しておるからね」

ということですね。それと、言われたのが、過去には県がシイタケの種ごまに対しての補

助があった、県と市で補助があったのだけれども、それがなくなっているということです

ね。だから、その種ごまに対しての補助をぜひ市独自でやってもらえるとありがたいのだ

けれどもというお話ですね。シイタケの専業は、別府で四、五人ではないかなというふう

におっしゃっていましたし、平均年齢でいったら７０歳前後ではないかなというふうなこ

ともおっしゃっていました。非常に大変な仕事だなと思うのですけれども、その辺の状況

が、補助の状況が現在どうなっているのか、まず答弁をしてください。

○農林水産課長（筑浜 直君） お答えいたします。

シイタケ関係の振興費等では、まず低コスト簡易作業路緊急整備事業補助金４５万円と、

生産基盤高度化緊急対策事業補助金６４万７，０００円がございます。低コスト簡易作業

路緊急整備事業補助金については、シイタケの原木となるクヌギを山から搬出することも

目的に開設いたしました作業路に対し、１メートル当たり５００円の補助を行うものです。

それから、生産基盤高度化緊急対策事業補助金は、シイタケのこま打ち時における労働力

の省力化を図るため、こまの穴をあけ、こま打ちを同時に行う自動植菌機の購入に対して

２分の１の補助をいたすものでございます。

それから、種こまの購入に対する補助でございますが、平成９年から平成１６年度まで

は県の補助事業として種こまの購入費１個３円に対して１円補助していました。これは、

平成３年ごろから干しシイタケの単価が下がり始め、平成７年には昭和４９年以来初めて

１キロ当たり３，０００円を切ったため、救支援策としてほだ木緊急支援事業を平成９年

度から始めました。平成１６年度には、干しシイタケの単価が持ち直したために廃事業と

なったものでございます。

○１１番（猿渡久子君） 立派なシイタケがなっている現場にも行ってみたのですけれど

も、シイタケの生産者の方というのは、夫婦で一緒に二人三脚で仕事をされるわけですね、

一人では木を抱えられないというふうなことがあって。だんだん高齢化をしていくと、奥

さんの方が、「お父さん、もうやめようよ」というふうにおっしゃる方が多いのだという

ふうなこともお聞きをしました。話を聞きますと、一つの木に対してこまを打ったり、そ
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れを立てかけて並べたり、山の中で１年半ぐらい育てて、それを運搬機に乗せて、トラッ

クに乗せかえて、今度自分の家の近くのところにもう一遍据えかえてというふうに、一つ

の木に対して１５回ぐらい手を入れるのだというふうなお話も初めて伺ったのです。

いろんな機械に対しての補助とかも、例えばさっき言われた植菌機ですか、それでも１

２０万から１３０万ぐらいするのですか、安い物でも。ありがたい補助だと思うのですね。

ただ言われていたのは、その機械の補助だと、年間に１人に対しての補助だというのです

よね。種こまだと生産組合の全員に行き渡るのだというのですね。だから、その種こまの

補助があれば、例えば１万打とうかという人が、補助があったらやっぱりそれなら２万個

を打とうかというふうになったりするので、ありがたいので、市独自ででもぜひやっても

らいたいという要望なのですね。

私は調べてみましたら、豊後大野市と竹田市にこの補助金があるということなのです。

市役所に電話して聞いてみました。豊後大野市は、２万個以上打った場合に対して１個１

円、竹田市も同じような２万個以上に対して１個１円ということですね。豊後大野市は、

合併した１７年度はなかったのだけれども、要望を受けて１８年度から市独自で実施をし

ているというお話です。竹田市は、これは１個０．５円だったのだけれども、市長公約で

２１年度は１個１円で補助したというふうなことを言われていました。ぜひ市単独の事業

としても補助事業復活をするように検討してもらいたいと思うのですが、どうでしょうか。

○農林水産課長（筑浜 直君） この補助事業につきましては、林業関係者等の意見を聞

きながら、また検討してまいりたいと考えております。

○１１番（猿渡久子君） ぜひ、よろしくお願いいたします。大事な問題なので、今後も

っと勉強していかないといけない分野だなと思っております。

では、教育の分野の質問に移っていきます。

まず、２６０ページに、いきいきプランの予算が上がっています。２，８８１万４，０

００円上がっていますが、これはかねてよりずっと充実を要望してきた問題なのですけれ

ども、その内容について教えてください。

○学校教育課長（御手洗 茂君） お答えいたします。

来年度予算では、別府市学校いきいきプランに要する人的配置に係る経費を計上してお

ります。この支援員は、特別な支援を必要とする児童・生徒に対しまして、一人一人に応

じたきめ細かい支援を行うために、学校からの申請を受けて配置をしていきます。人数は

２３名、時間数は年間で１，１５５時間、日給といたしましては１，０００円でございま

す。

○１１番（猿渡久子君） 内容的には２１年度と変わっていないと思うのですが、１９４

万９，０００円ですか、プラスになっています。増額になっているその内容はどういうこ

とですか。

○学校教育課長（御手洗 茂君） お答えいたします。

今回の増額は、平成２２年度からの臨時・非常勤職員への交通費の支給に伴う増額分で

ございます。１カ月７，７００円を限度として通勤距離に合わせて支給するように考えて

おります。

○１１番（猿渡久子君） これは、市全体の臨時・非常勤職員の待遇改善を私は要望して

きましたけれども、交通費が市全体の臨時・非常勤職員に対して支給されるようになった、

それに伴うものだということですね。

先ほど、２３名ということだったのですが、やはり要望としてはもっとあると思います

ので、今後さらに充実をするようにお願いしたいと思いますが、どうでしょうか。

○学校教育課長（御手洗 茂君） お答えいたします。

この事業の成果を検証するとともに、今後も充実するように努力したいと考えておりま
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す。

○１１番（猿渡久子君） ぜひ、大いに努力してもらいたいと思います。

次に２６１ページ、総合教育センターの関連費についての中身ですが、総合教育センタ

ーは、これまで学力対策の事業として学びの共同体という取り組みを進めてきましたね。

私、この実践を先日、学校の方に見に行ってまいりました。前々からちょっと見せてもら

いたいなと思っていたのですけれども、やっぱりこれは百聞は一見にしかずだな、もっと

早く私は見に行っておかんと悪かったなというふうに思ったのですね。子どもたちの姿に

本当にびっくりしました。感動しました。何がびっくりしたかというと、本当に静かに集

中して話を聞いているのですね。すごい集中力だなと思ってびっくりしたのです。よく視

察に来られた方も、「本当に子どもが授業をしているのですか」と言われるというぐらい

に静かなのですね。ただ、休み時間とかには本当に元気に大きな声でわあわあいって遊ん

でいるのですよ。だけれども、授業になるとずっと集中しているのですよね。すばらしい

なと思いました。校長先生も言われていましたけれども、何でも言える関係になっている、

何でも聞いてもらえる関係になっている、教室の中全体が。だから子どもたちの居場所を

しっかりつくるということを心がけて一生懸命やってきたのだけれども、思考が高いのだ、

思考力が身につくのですよね。思考が深いし、学習意欲があるし、感性が豊かになってい

るし、それが学力の向上にも結びついているし、体力的にも向上しているのだということ

なのですね。

本当、子どもたちを姿を見ていて、私たち、この議場は反省しないといけないなという

ふうに思ったぐらいですね。やっぱり何か受け身の授業ではなくて、子どもが主役で学び

合っているという、しっかり友だちの意見を聞いて、そこで友だちの意見を聞きながら自

分の考えを高めていく、学びの共同体という言葉の意味を実感することができました。一

人も、その授業から取り残されている、置いてきぼりになっているような子どもがいない

んですね。そういうことが本当に、この学びの共同体７年目になるということなんですけ

れども、小畑校長先生が学校教育課長のときから始められてずっと合間に小学校でも実践

されてこられて、その成果を大変実感したわけですが、学校教育課としましてはその辺の

学びの共同体の成果をどのように認識しているんでしょうか。

○学校教育課長（御手洗 茂君） お答えいたします。

学びの共同体授業の成果といたしましては、１１番議員さんが実際に学校を訪問してい

ただいて感じたとおりでございます。

一言で言いますと、子どもの授業の態度の中で、特に人のお話を聞く態度がよくなって

きたことでございます。聞くことによって人の考えをしっかり聞き、自分の意見を積極的

に述べることができたということでございます。

○１１番（猿渡久子君） 今度その学びの共同体の事業が発展的に解消されたといいます

か、活用型学力向上推進事業へと変わるというふうに聞いているんですが、その事業に至

るまでの経緯とその内容について説明をしてください。

○学校教育課長（御手洗 茂君） お答えいたします。

学びの共同研究推進事業から活用型学力向上推進事業への転換した経緯としては、学び

の共同研究推進事業では伝達・説明型授業からの転換、そして校内研修の充実等の成果が

得られました。特に、授業の中で発展的な課題を取り扱うことの意義や、課題設定上の視

点などが確認されました。この課題設定上の視点の一つに、この課題解決に向けての基礎

の活用、基礎の活用が必要となるものがあり、これは小・中学校の新学習指導要領の中に

あります活用型学力という表現でございますが、それとの関連が大きいと考えております。

平成２３年、２４年には小・中学校の新学習指導要領が完全実施されます。現在、別府市

においても全国学力学習状況調査などの結果から、児童・生徒の活用型学力の不足も指摘
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されているところでございます。そこで、活用型学力に視点を当てた新たな授業の企画・

実施をすることが望ましいと考えまして、活用型学力向上推進事業への転換を図ることに

いたしました。

事業内容といたしましては、市内全教員を対象にした研修講座の実施と、研究協力校、

小学校、中学校それぞれ１校ずつの２校による調査・研究の二つでございます。

○議長（野口哲男君） 休憩します。

午後３時０３分 休憩

午後３時１５分 再開

○議長（野口哲男君） 再開いたします。

○１１番（猿渡久子君） では、教育の関係の２６６ページ、一般会計ですね。就学援助

について。

これは小学校で１，７１１万１，０００円、中学校で２，４２１万３，０００円上がっ

ていますが、ともに増額になっていますね。あと、スポーツ健康課のところにも給食費の

関係が出ていますが、この就学援助の状況もやはりふえてきている状況にあると思うので

すね。やはり先ほどから市民の所得が減っているというふうなことや、そういう論議もあ

りました。現在の経済の動向を見ると、これはふえ続けている状況にあると思うのですが、

過去５年、本年を入れて５年間の状況をまず説明してください。

○学校教育課長（御手洗 茂君） お答えいたします。

就学援助を受けている子どもたちの数の推移は、小学校では、平成１７年６９８名、１

８年７４４名、１９年７１６名、２０年７４８名、２１年７４４名でございます。中学校

では、平成１７年に３９４名、１８年４４１名、１９年４３６名、２０年４８４名、２１

年４８６名でございます。全体の児童・生徒数は減少しておりますが、就学援助を受けて

いる児童・生徒数はふえており、全体の児童・生徒数からの割合を見ますと、平成１７年

では小学校１１．８６％、中学校１３．２４％でございましたが、平成２１年度では小学

校が１３．４０％、中学校が１６．５９％と、推移を見ますと、平成１８年度を境に児童

・生徒数が極端に増加していることがわかります。

○１１番（猿渡久子君） これ、過去の答弁なんかを見ましても、小学校で１３．４％、

中学校で１６．５９％、これは過去最高だと思います。この就学援助を、私たちは早目に

保護者の皆さんにしっかりと周知をしていただきたいということは、これまでも要望をし

てきたのですけれども、この周知の仕方についてはどのようにしていますか。

○学校教育課長（御手洗 茂君） お答えいたします。

就学援助の周知の方法でございますが、新入学児童・生徒の説明会で就学援助制度をお

知らせするプリントを配布しております。また、転入児童・生徒に対しましても、学校で

同様のプリントをお渡ししております。どちらにいたしましても、きちんと丁寧に確実に

お知らせするように指導しております。

○１１番（猿渡久子君） ありがとうございます。よろしくお願いいたします。

では、国民健康保険の特別会計。先ほど山本議員のところで答弁があった分については

わかりましたので、重ねての答弁は結構なのですけれども、収納状況なんかを見ましても、

２０年度の収納状況が８２．６７％だったのですね。全国的にいっても平成２０年度の保

険料の収納率が、全国平均で８８．３５％になったというのですね。これは国会で長妻厚

労大臣が答弁していますけれども、前年度比で２．１４ポイント低下している。その全国

平均の収納率、８割台になったのは、国民皆保険制度になってから初めてだというのです

ね。その８８％に比べても別府の収納率は非常に低いわけですね。本当に払えない人が多

いという、別府は特にそうなのだということが、この収納率にもあらわれていると思うの

ですね。
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それで、私たちはやはり引き下げがどうしても必要だ、保険税を引き下げないと払えな

い人が多いでしょう、払える保険税にしないと困るでしょうということをずっと言ってき

たのですけれども、この議会にも引き下げの条例案は出されていないわけですが、この保

険税の引き下げについてはどのように考えていますか。

○議長（野口哲男君） 時間内に終わってください、時間がありますからね。

○保険年金課長（加藤陽三君） お答えいたします。

収納率の低下につきましては、さきの議会でも説明させていただきましたように、後期

高齢者制度の導入ということで、７５歳以上の方がそちらの方に行かれたということと、

税率の改正、それと景気の低迷というようなことが原因になろうかと思います。

税率の引き下げにつきましては、平成２０年度におきまして国の医療制度改革、それか

ら累積赤字の解消ということで、これを５年間に解消するということで税率を改正し、ま

た赤字解消計画をスタートさせております。赤字解消計画の２年目に当たる本年度におき

ましては、低所得者に対する法定の７割・５割・２割の軽減を維持するために税率を下げ

たということ、それから景気の低迷や雇用情勢の悪化を反映いたしまして、前年に比べて

調定が２億３，０００万ほど減少しております。そうしますと、今年度以降の税収の確保、

それから累積赤字の解消は大変厳しい状況にありますので、現時点では国保税の引き下げ

は難しいものと考えておるところでございます。

○８番（市原隆生君） よろしくお願いします。初めに一般会計予算から。２２ページの

入湯税についてお尋ねをいたします。

この入湯税の平成２２年度課税分が、前年比で９２８万２，０００円減というふうにな

っておりますけれども、これはどのような理由からこのような計算になっているのでしょ

うか。

○課税課長（石井幹将君） お答えいたします。

平成２２年度の入湯税の現年課税分の調定の減額理由はとのことですが、平成２０年度

決算及び平成２１年度の決算見込みにより、平成２２年度の入湯客数を１７６万６，００

０人、前年対比マイナス５万１，０００人、約２．８％と見込んでおります。これは、長

引く景気の低迷や観光客のニーズの多様化により、旅行の傾向もいわゆる「安・近・短」、

つまり日帰り旅行の傾向が顕著となっており、平成２２年度も引き続きこの入湯税にかか

わる観光客の減少が見込まれるためでございます。

○８番（市原隆生君） この９２８万２，０００円の減という算出根拠というのが、５万

１，０００人の観光客、宿泊客が減るということが見込まれるということでありましたけ

れども、この５万１，０００人が減るであろうという判断をされる、これは計算上、９２

８万２，０００円が減となったこの数字を計上されるのが、課税課として予算書に上げる

ところだと思うのですけれども、この５万１，０００人減という判断をされるのは、どこ

でされるわけでしょうか。そこだけお尋ねしたいと思います。

○課税課長（石井幹将君） お答えいたします。

今お答えしました中にありますように、いわゆる高速道路の無料化等を含めまして、

「安・近・短」というように安くて短くて、期間が短くて近場でという傾向が顕著なもの

ですから、はっきりした根拠はありませんけれども、今までの決算見込み等により、この

くらいの数字だろうということで算定いたしております。

○８番（市原隆生君） いや、そうではなくて、この５万１，０００という数字の判断と

いうのは、これは、この５万１，０００減という数字が出て、それで計算をして課税課の

方からこういう数字を出されたと思うのですけれども、この５万１，０００という、減す

るであろうという判断というのは、これはＯＮＳＥＮツーリズムとか、そういう関係から

そういう判断をされるのですか。そこはいかがでしょうか。
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○課税課長（石井幹将君） お答えいたします。

あくまでも、今までの決算見込みにより算定化しております。

○８番（市原隆生君） これは、では課税課の方でこういう判断をしたということでよろ

しいのでしょうか。

○課税課長（石井幹将君） そのとおりでございます。

○８番（市原隆生君） わかりました。そこで、これは議案質疑でありますから、これ以

上質問というところにはならないかと思うのですけれども、こういう大変厳しい経済状況

の中で当然、観光都市としての別府市も影響を受けるということでありますけれども、こ

の５万１，０００減という、この減が見込まれているわけでありますけれども、ぜひとも

ここを食いとめる努力を関係課の方でしていただきたい。ぜひ決算のときに、この減の見

込みが５万人減ではなく大分食いとめたという結果が出るように、しっかり努力をしてい

ただきたいなというふうに思います。これは御答弁は要りませんけれども、ぜひとも関係

各課の方で御努力をお願いいたしまして、次の項目に移らせていただきます。

それでは、２番目に事業番号の０１４８の交通安全推進に要する経費ということであり

ますけれども、この事業内容について教えてください。

○自治振興課参事（糸永雅俊君） お答えいたします。

交通安全推進に要する経費として７４７万９，０００円を計上させていただいておりま

すが、その主なものとして第８節報償費として、記念代として新規事業の高齢者運転免許

自主返納支援制度に係る共通バスカード購入費５０万円を計上させていただいております。

次に、１１節事業費につきましては、消耗品費として新入学児に対する交通安全ランド

セルカバーや街頭啓発物品などの購入費用８０万１，０００円を計上させていただいてお

ります。

また、印刷製本費では、交通安全運転免許自主返納支援制度に伴う広報用のパンフレッ

トの印刷費を８万１，０００円計上させていただいております。

次に、１３節委託料では、高齢者体験型講習委託料８０人分の３６万円、それと高齢者

運転免許自主返納支援制度の広報用パンフレットの配送委託料として３万７，０００円を

計上させていただいております。

なお、１５節では、工事請負費５カ所分の交通安全様式「文マーク」の設置工事費とし

て２０万円を計上させていただいております。

次に、１９節負担金補助及び交付金といたしまして、交通安全対策協議会補助金として

５３６万円を計上させていただいています。

○８番（市原隆生君） 最初の方の高齢者の免許証自主返納支援制度に５０万ということ

でありました。この最初の予算として上げていただいている５０万という中で、この４月

からスタートしていただけるのかなというふうに思っておりますけれども、この事業が始

まりまして初年度、大体何人ぐらいの方が、この免許証自主返納しましょうということで

来ていただけるというふうに見込んでおられるのか、またその広報について。パンフレッ

ト８万部の印刷というふうに言われておりましたけれども、広報といたしましてはこれだ

けなのでしょうか。ほかにすることを考えられておりましたら、そのこともお答えくださ

い。

○自治振興課参事（糸永雅俊君） お答えいたします。

これまで別府署管内で平成１５年から平成２０年度までの過去６年間の運転免許証の自

主返納の状況を見てみますと、年平均１５．５人でございます。そこで、約３倍の５０名

分という形で今回予算要求させていただいたわけでございますが、平成２１年の自主返納

の数が８３人ということで、これは昨年１０月１日から大分県の支援制度が開始されたこ

とによるものと思われますが、結果的には予測がちょっと甘かったのではないかというこ
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とで、反省をしているところでございます。

また、広報につきましては、先ほどの広報用のパンフレット以外に市報５月号で掲載し

て、市民の皆様に広報していきたいというふうに考えております。

○８番（市原隆生君） この高齢者の免許証自主返納支援制度につきましては、一般質問

でも上げさせていただいておりますので、この程度にしたいと思うのですけれども、ただ

１点。バスカード、お一人幾らでありましたか。その点だけお尋ねします。

○自治振興課参事（糸永雅俊君） １人１万円分を予定しております。

○８番（市原隆生君） 随分前に高齢者の方の免許証、こういう制度、これは北陸地方で

かなり進められていたと思います。私は、富山にもこの制度につきまして勉強に行ってま

いりましたけれども、随分前に提案させていただいて、やっとこの２２年度から実施をし

ていただけるのかなというふうに思っております。また一般質問でも少し御答弁いただく

ところがあるかもしれませんけれども、そのときはまたよろしくお願いをいたします。

続きまして、０１８９の参議院選挙執行に要する経費ということで上げさせていただいて

おります。よろしくお願いします。

この経費の中で、今回の予算計上の中で今までと変わった内容があればお尋ねをします。

○選挙管理委員会事務局長（工藤将之君） お答えいたします。

御承知のとおり参議院の比例代表選挙の方が、政党名でも候補者名のいずれかを記載す

るというふうな投票方法が、平成１３年から変化しておりますので、開票の迅速化を図る

ために、今回の参議院の選挙から投票用紙の読み取り分類機を導入する、そのための予算

を計上しております。

○８番（市原隆生君） 開票の作業が相当早くなるということでありました。これは昨年、

衆議院選挙がありまして、ことしが参議院ということであります。同じ国政選挙でありま

すけれども、この投票の仕方が若干違うというふうに思っております。特に昨年とことし

と続けて国政選挙が、衆・参というふうに続けてありますと、やはり投票する方も、投票

の仕方の違いということに気がつかずにといいますか、戸惑って混乱してしまうというこ

ともあるかと思うのですけれども、この辺の投票にかかわる周知方法というのはどのよう

になっているのでしょうか、お尋ねします。

○選挙管理委員会事務局長（工藤将之君） お答えいたします。

その点につきましては、議員さんと同じような問題意識を選挙管理委員会としても持っ

ておりまして、参議院の比例代表選挙につきましては、政党名か、または候補者個人名の

いずれかを記載していただくというふうになっておりますので、衆議院と若干異なります

ので、選挙公報、選挙啓発用のチラシ、これで広報するのはもちろんのことでありますけ

れども、別府市独自といたしまして、ケーブルテレビに職員を出演させてパネル等で明ら

かにしていくと同時に、投票日当日につきましては、投票用紙の交付係のコーナーがある

と思うのですけれども、そこにＡ４大の注意事項を記載した紙を掲示したり、あとは投票

事務の職員に選挙人の方々に注意を喚起するよう呼びかけさせるように予定しております。

○８番（市原隆生君） 本当に別府市内は高齢者の方も多くおられますので、混乱をしな

いように、ぜひともその辺のことをよろしくお願いしたいというふうに思います。

それから、前回の参議院の選挙のときに投票会場の入り口に、これも私も５カ所確認を

いたしました。某政党のポスターと、そのポスターの上にこの選挙区の候補者の名前の入

ったチラシが張りつけてあった。それが、私が確認をしただけでも５カ所。例えば学校の

門の入り口に張りつけてあったりということがあったわけであります。ひどいところは、

その入り口に、門に張りつけてあるそのポスターの下に、下にといいますか、真ん前にい

すを置いて、そこの警備といいますか、係の人が座っている。私はその場所ではちょっと

写真を撮ることができなかったのですけれども、「えっ」というふうに目を疑いました。
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要するに、こういう学校の門にそういうポスターが、投票日当日政党のポスターが張って

あって、そのことがおかしいと気がつかない人が、そこに係として座っているということ

自体に、本当に驚きを感じたわけでありますけれども、本当にこういう……、これは当日、

選管の方にも連絡をさせていただきまして、当日のうちに撤去していただいた経緯がある

わけでありますけれども、本当に今回の選挙にかかわりまして、そういう留意点、そうい

うところにつく係の人にその辺の研修については徹底してやっていただきたいと思うので

すけれども、その辺はいかがでしょうか。

○選挙管理委員会事務局長（工藤将之君） お答えいたします。

今御指摘の件につきましては、平成１９年の参議院選のことであると思いますけれども、

私もお話を伺って現場を見て回りました。今、ポスターがあるわけではないのですけれど

も、どこに張っていたとか、そういうことについて必ずしも現時点では事実関係を詳細に

確定することはできませんけれども、現実に公立小学校の投票所の施設内にポスターが掲

示されている場合には、地方公共団体が管理する施設の管理権等に基づきまして撤去させ

ていただくことになりますので、この点につきましては、７月に予定されております参議

院選挙の前に投票管理者等を集めて 責任者ですけれども 投票事務説明会等を開催

いたしまして、そのときに職員に指導するとともに、選挙当日につきましては、投票所の

施設のそれ自体及び施設内を点検するように注意を喚起させてもらいたいと思います。

なお、難しい事案につきましては、投票管理者と選挙管理委員会が連携して対応してまい

りたいと考えております。

○８番（市原隆生君） その辺のことを、よろしくお願いいたします。

続きまして、質問項目の４番でありますけれども、合併浄化槽に要する経費ということ

で上げさせていただいています。ここは我が党の荒金議員さんが詳しくやるということで

ありますので、これは一般質問の方に譲りたいというふうに思います。

続きまして、５番の項目でありますけれども、０３４１で保護樹保存に要する経費とい

うことで上げさせていただきました。この事業内容についてお尋ねをしたいと思います。

○生涯学習課長（檜垣伸晶君） お答えいたします。

保護樹保存に関する経費でございますが、保護樹につきましては、別府市内に現在、県

指定の天然記念物が３件、特別保護樹・保護樹林が７件、市指定天然記念物が１件、市指

定保護樹が２３件となっております。代表的なものとしましては、朝見神社のアラカシ林

とクスノキ、海門寺公園のクロマツ、東山城島の安楽寺のしだれ桜となっております。

この経費の中身につきましては、今年度、２２年度主なものといたしましては、委託料で

ございますが、看板制作等設置の委託料となっておりまして、新たに指定されました、昨

年指定していただきました「霞桜」等の標柱設置、あるいは観光案内板、そのようなもの

の経費となっております。

○８番（市原隆生君） これは１００万を超える経費が計上されているわけでありますけ

れども、看板といいますと、かなり立派なものができるのかなという予想をするわけです

けれども、どのようなものを計画されているのでしょうか。

○生涯学習課長（檜垣伸晶君） お答えいたします。

看板につきましては、昨年指定いただきました「霞桜」が志高湖周辺、それから誕生の

森周辺、そしておじかとなっておりまして、大きくは３カ所に分賦されております。この

３カ所について「霞桜」の特徴、それから位置図、道路案内図、そういったものを設置す

る予定にしております。

○８番（市原隆生君） 保護樹ということで、今まで私にとりましてはちょっと聞きなれ

ない名称であり、今回議案の中でこの１００万を超える予算が上がっておりましたので、

このような形でお尋ねをさせていただきました。
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聞くところによると大変立派な、見る価値のあるものであるということで課長の方から

もお聞きをしましたけれども、ぜひとも観光資源として有効活用ができないのかというふ

うに思うわけでありますけれども、その辺はいかがでしょうか。

○生涯学習課長（檜垣伸晶君） お答えいたします。

観光資源ということでございますが、今回の観光案内板設置につきましても、観光まち

づくり室、また農林水産課等関連部局と連携をとりながら設置させていただく部分でござ

います。また、「霞桜」の開花時期が４月の中旬から下旬となっておりますので、それに

合わせまして市報の４月号の方で「霞桜」の特徴であるとか場所であるとか、そういった

ものを広報する予定になっております。さらには、九州本土で初めて生育が確認された桜

ということでございますので、報道各位にもお願いをしていきたいと考えております。

○８番（市原隆生君） これは、いきなり結びつけるのはいかがなものかと思いますけれ

ども、冒頭で入湯税の減額が計上されておりました。その中で、こういったさまざまな方

策を用いて観光客の増加にプラスにできるように、何とかつなげられるように努力をして

いただきたいというふうに思います。

なお、６番、７番につきましては、私は委員会が今度は総文ということになりましたの

で、そのときにお尋ねをするということで、この議案質疑はここで終わらせていただきま

す。ありがとうございました。

○４番（荒金卓雄君） では、スピーディーにいきます。

初めに、議第１３号別府市競輪事業特別会計は、説明を事前に受けまして納得しました

ので、こちらは取り下げます。

それと、順番の変更をちょっと御了解いただきます。議第２４号と２９号は入れかえて、

２９号の方を先に御質問します。

では、議第１１号平成２２年度別府市一般会計予算に関しまして、１５３ページの子ど

も手当支給に関する経費についてお尋ねします。

これは、今度の政権交代で目玉政策といいながらも、きょうも大分やり玉に上がってお

りますけれども、これまで児童手当というのが、当初予算で７億を超える予算が組まれて

おりましたが、今回の新しい子ども手当の新政策の趣旨、また別府市内での支給対象者、

支給額、所得制限があるかないか、このような基本的な内容をまず教えてください。

○児童家庭課長（藤内宣幸君） お答えをいたします。

基本的に児童手当と変わったところは、児童手当につきましては、小学校卒まででした

けれども、中学校終了までということになりました。それと、児童手当は原則５，０００

円でございましたけれども、子ども手当は一律１万３，０００円でございます。

次に、所得制限につきましては、児童手当は所得制限が詳細にありましたけれども、子

ども手当は所得制限が一切ございません。

○４番（荒金卓雄君） 子ども手当の趣旨といいますか、これまでの児童手当と大きくは

変わりませんが、その趣旨はどうでしょうか。

○児童家庭課長（藤内宣幸君） 趣旨につきましても変わっておりませんけれども、今回

の子ども手当につきましては、やはりコンクリートから人へという政策がございましたの

で、次世代の社会を担う子ども一人一人を社会全体で担うという観点から、小学校から中

学卒業までというふうに範囲を拡大いたしております。

○４番（荒金卓雄君） ありがとうございます。それで、私が１５３ページをのぞいてい

るときに、実はその前の１５１ページに、まだ子ども手当支給に要する経費というのが上

がっております。児童手当支給に要する経費というのが上がっております。ちょっと私な

んかも単純に、新年度からは児童手当が終了して子ども手当に完全に切りかわるというつ

もりでしたが、この１５１ページの児童手当支給に載っている項目をちょっと簡単に御説
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明ください。

○児童家庭課長（藤内宣幸君） お答えいたします。

支給支払い月につきましては、児童手当も子ども手当も変わりません。６月、１０月、

２月でございます。今回、６月の支給につきましては、２月、３月、４月、５月分が該当

いたします。子ども手当は４月１日から施行でございますので、２月、３月分については

児童手当が該当いたします。４月、５月が子ども手当になりますので、６月支給につきま

しては、２月、３月分の児童手当と４月、５月の子ども手当を合算して対象者に支払うと

いうことになります。

○４番（荒金卓雄君） ちょっとその説明はわかりにくいですね。私が事前にちょっと伺

ったのを再確認させてもらいますが、この１５１ページに上がっています１億３，５００

万円の児童手当の支給に要する経費というのは、平成２１年度の最後の２月、３月分の児

童手当の最後の支給ということで、１５３ページに今回新たに上がっています子ども手当

支給に要するものの中に、もちろん後で触れますが、まだ児童手当の分が埋め込まれてい

るということで理解しておりますけれども、それでよろしいですね。

○児童家庭課長（藤内宣幸君） お答えいたします。

１５１ページの児童手当の支給に要する経費につきましては、議員さんおっしゃってい

ましたとおり２月と３月分の児童手当でございます。子ども手当につきましては、１８億

上がっておりますけれども、これにつきましては４月から来年の１月分の子ども手当の相

当分ということで計上させていただいております。

○４番（荒金卓雄君） では次に、新年度の約１８億の子ども手当の財源の内訳。国庫か

らの支出、また県からの支出、また自前の一般財源、こういう内訳があろうかと思います

が、その内訳はどうでしょうか。

○児童家庭課長（藤内宣幸君） お答えいたします。

今回、子ども手当ということで約１８億計上させていただいておりますけれども、子ど

も手当の扶助費の約１８億の財源内訳につきましては、国庫支出金が１４億２，０００万、

県支出金が１億９，１００万、市の一般財源につきましても、県と同様１億９，１００万

程度を見込んでおります。

○４番（荒金卓雄君） 今伺った金額でいきますと、国庫支出金が７８．８％、県の支出

金が１０．６％、そしてまた市の一般財源からの支出が同じく１０．６％。いかにも国が

今回の子ども手当で大きく負担をしたような割合に見えますが、先ほど触れたように、実

はこの新年度の子ども手当のベースには、これまでの児童手当が生きているということを

ちょっと確認させていただきたいと思うのです。

課長の方からいただきました今の財源内訳の中で、実は国庫支出金の中に児童手当分が

約３億２，２００万円、純粋な子ども手当としての国庫の上乗せ分といいますか、これが

約１０億９，０００万円、県の支出金、また市の一般財源、これは従来の児童手当そのま

まが実は計上されている。ですから、今の約１８億の内訳構成をこれまでの児童手当とい

う分と新たな今回追加された子ども手当、上乗せされた子ども手当というので見ますと、

総額１８億のうち、これまでの児童手当が約７億４００万、そして子ども手当分が約１０

億９，０００万。割合からいきますと、児童手当が４０％、子ども手当分が６０％、こう

いうふうに把握しますが、これ、間違いありませんか。

○児童家庭課長（藤内宣幸君） はい、議員さんのおっしゃるとおりでございます。

○４番（荒金卓雄君） ありがとうございます。今回の児童手当、子ども手当が、実は正

式な根拠となっている法律の名称からしてちょっとイレギュラーなのですね。これまでの

児童手当は、児童手当法という法律がきちっともちろんありました。今回の新しい子ども

手当は、「平成２２年度における子ども手当の支給に関する法律」という名称でして、明
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らかに平成２２年度１年限りの措置ということをはっきり言っているわけですね。ですか

ら、これまで新政権が２万６，０００円を子ども手当というようなことを言っていました

けれども、それが難しいということで半額の１万３，０００円にしても、それでも全額国

庫で出すことができないということがあって、これまでの児童手当を残して、その上に約

１０億の国の支出を覆いかぶせて……（発言する者あり）はい、簡潔にやります。そうい

う新制度と言いながら、実はこれまでの制度に覆いかぶせただけということを初めに申し

上げておきたいと思います。

では、ちょっと何点か確認したいのがあります。今回の子ども手当は、生活保護の家庭

にももちろん支給されますが、これは収入認定される対象になりますか。

○児童家庭課長（藤内宣幸君） お答えいたします。

現在、国から来ています「Ｑ＆Ａ」によりますと、収入認定をされるような形になって

おります。ただし、保護者世帯にも満額が及びますように所要の措置をとるようにという

「Ｑ＆Ａ」が来ておりますけれども、ただ、所要の措置の仕方につきましては、まだ具体

的な計画等は来ておりません。

○４番（荒金卓雄君） ありがとうございます。では、以上で今の子ども手当に関する質

問は終わります。

では、２番目に１６８ページ、（発言する者あり）はい、簡潔にいきます。母子健康検

査に要する経費ということで、これまで母子健康検査が大体公費負担が２回の段階から５

回にアップして、５回から、昨年から１４回にアップというのがあって、思い切った向上

策が打たれていると思いましたが、今回、さらに増額ということですけれども、その中身

を御説明をお願いします。

○保健医療課長（伊藤慶典君） お答えいたします。

妊婦健診につきましては、今お話のように、昨年４月から５回の健診から１４回という

ことで、検査項目を公費負担するという形に変わっております。現在、この１４回の公費

負担の金額というのは、１人当たり７万２，４４０円で、今回、これまでの検査項目に血

液検査それから子宮頸がんの検査等を加えて、１人頭９万３，０００円という形で補助の

対象にするという形で予算計上させていただいています。これにより、影響額としては約

３，３５３万８，０００円ほど妊婦健診で増額になるということでございます。

○４番（荒金卓雄君） これまでの大分県の経費負担が、全国的にどのくらいの位置にあ

るか。これは課長の方からいただきましたけれども、１人当たり７万２，４４０円の現状

でも、実は全国４７都道府県のうち４３位。おしりから数えた方が早い公費負担の額とい

うことです。今回さらに２万５６０円上乗せして、それでも恐らく１６位ぐらいというこ

とかと思います。大分県が実はそんなに母子健康診査に関しては 私なんかはやってく

れているなという思いがありましたけれども もう一歩ということですので、それを頭

に入れて、せっかく今回追加されたこの検査項目をしっかりＰＲしてもらいたいと思いま

すが、そのＰＲ方法、その辺どうでしょうか。

○保健医療課長（伊藤慶典君） ４月から実施するために、妊婦さんに広報していくとい

う方法は、現在医療機関と話をさせていただいている状況がありますが、具体的な方法と

しては、該当者に個人的に文書を送り、また市報等で広報していきたいというふうに考え

ております。

○４番（荒金卓雄君） ありがとうございます。では、今の母子健康診査に関する質問は、

以上で終了します。

３番目が、墓地管理に関する経費ということです。私が今住んでいるところが天満町で、

ちょうど上野口の大きな市営墓地がありまして、最初はなかなか落ちつかないといいます

か、そういう感じがありましたが、住めば都で、お墓も午前中見れば、日中見れば案外各
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家の表情といいますか、そういうのがあっておもしろいなというふうに思っているところ

ですけれども、まず今、市営墓地の現状、これを御説明ください。

○環境課長（末延直樹君） お答えいたします。

現在市営墓地につきましては、市内５カ所設置されております。使用許可数は、野口原

墓地が３，８００、鉄輪墓地が約２３０、芝尾墓地が約１，２００、笹川墓地が約５２０、

亀川墓地が約４５０基となっております。

○４番（荒金卓雄君） この墓地の募集が、ときどき行われております。最近では去年の

１１月の市報に市営墓地永代使用者募集ということで出ておりましたが、募集の要綱とい

いますか、それはどうなっておりますか。貸し出しの方法、この辺はいかがでしょうか。

○環境課長（末延直樹君） お答えします。

ここ数年、年に１回、１１月に広報にて募集を行っており、抽選により決定をしており

ます。

○議長（野口哲男君） 荒金議員、所管の常任委員会で質問できることは、この議案質疑

ではできるだけ避けていただきたいというふうに思いますので、よろしくお願いします。

○４番（荒金卓雄君） はい。それで、墓地を見ていて、要は墓のない空き地といいます

か、空き区画、そういうのがありますね。ちょっと市報を見ますと、例えば貸し出し決定

後１年以内に墓を建立しないといけないというような定めがありますが、この辺がきちっ

と守られてないのではないかとか、例えばちょっと聞いた話では、そういう当選して墓の

権利を第三者に譲渡するとか、そういうようなことがあるのではないかというふうに聞い

たことがありますが、その辺の現状はどうですか。

○環境課長（末延直樹君） 今、議員御提案のありました１年以内の建立につきましては、

現在遵守するようにしております。ただ、昭和３３年以前の条例制定以前につきましては、

建立の規定がありませんでしたので、時期がおくれている方もおられるというふうな判断

をしております。使用権の譲渡は禁止されておりますので、判明した場合は速やかに指導、

対応等を行っておる現状でございます。

○４番（荒金卓雄君） もう一つは、やはりお墓となると、同じ別府市内の身内の方でも

やはりお盆、彼岸、こういうときにしかなかなか行きませんし、ましてや県外などの方は

年に１度帰省したときにお墓参りに行くかどうかというように、なかなか頻度がないうち

に引っ越したり、また登録していた方が亡くなったり、そういうことでいわゆる無縁墓と

いうのですかね、そういうのがふえているというのをちょっと私も新聞報道で見たことが

ありますが、そういう面の現状、また対応はどうですか。

○環境課長（末延直樹君） お答えいたします。

使用者の移転等によりまして、動かれた方の詳細がわからないことが多々あります。そ

れで、平成１４年度から順次調査を行っておりまして、今年度、野口原の調査に着手して

いるところです。極力早い時期に全部の墓地を終了させたいなとは考えております。

○４番（荒金卓雄君） ありがとうございます。では、以上で墓地の管理に関する質問は

終わります。

では、次に２８９ページ、野口ふれあい交流センター施設整備に要する経費、これに関

してお伺いします。

これで委託料約４３２万２，０００円、また工事請負費、施設整備工事費が９，４５５

万９，０００円、１億を超える規模の計上がありますけれども、この工事の内容、内訳、

この辺を教えてください。

○教育総務課参事（末吉正明君） お答えいたします。

次年度予算計上いたしております１０６５野口ふれあい交流センター施設整備に要する

経費の１３節の委託料につきましては、先ほど議員さんがおっしゃいました４３４万２，
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０００円を計上いたしております。また１５節工事請負費の施設整備工事費につきまして

は、今年度の整備に引き続き、跡地活用のため旧教室棟の整備を行うための予算を計上い

たしております。主な整備内容といたしましては、旧教室棟の耐震補強工事の３，２８５

万６，０００円、内部改修費として３，０３８万４，０００円、屋上防水外壁改修工事費

として１，１３９万９，０００円、防火設備・消火設備設置費として１，７９２万円、一

般営繕費といたしまして２００万円の、合計９，４５５万９，０００円を予算計上いたし

ております。

○４番（荒金卓雄君） 第１期の工事が、昨年の１２月からことしの３月で完了する予定

で、その次の第２期の工事になりますけれども、ちょうど１年前、野口小学校と北小学校

の統合という中で、旧野口小学校跡地の利用ということで位置づけられての整備ですから、

その辺しっかり地元の皆さんの意向を聞いて取り組んでもらいたい、このように考えてい

ますが、その辺はいかがですか。

○教育総務課参事（末吉正明君） お答えいたします。

議員御指摘のとおり学校統合後の旧野口小学校の跡地利用につきましては、地元より、

閉校後も地域の核であった野口小学校と同様のにぎわいを保つための整備をしてほしいと

の要望があっております。第１期の整備に続き第２期の整備につきましても、できる限り

地元の意向を取り込んだ整備を行ってまいりたいと考えております。

○４番（荒金卓雄君） 私も２月に野口小学校近辺、旧野口小学校近辺を回りまして、工

事が大分、型が整ってきたなという中で、地元の方から少し要望というか、苦情を伺った

ので、それをお伝えしておきますけれども、やはり今回プールを壊しましたね。そういう

工事の中でやはり騒音ですとかほこり、この辺が周辺のお店ですとかのところに迷惑がか

かっていて、教育委員会に報告して、教育委員会の方もすぐ駆けつけてくれて、業者の方

も防音シート、また防じんシートというのをすぐ張りめぐらせて対応してくれたというこ

とですけれども、今回の第２期工事に関してはそういうことがないようにお願いしたい。

もう一つは、いわゆる旧国道から野口小学校校門、校庭に入るわけですけれども、今ま

では子ども中心の施設ですから、そんなに車の出入りがなかったかと思います。しかし、

今度は子どもさんというだけではなくて大人、成人の方の使用する施設になりますので、

その辺のことで車の出入りがぐっとふえるかと思いますので、あそこの、やっぱり校門の

間口が狭いのではないかというふうに私は感じます。そこを使い始めてそういうような声

がまた上がったら、その対応をお願いしたいと思います。

あと一つは、確かに地元の皆さんに喜んでいただく施設ではあるのですが、やはり市内

全域からの利用ということもふえていただきたいわけですし、私なんかも毎月市政報告会

ですとか勉強会ということで公共の施設、今はニューライフプラザという県の施設を使っ

ておりますけれども、せっかくこちらの地元でこういうふれあいセンターができるわけで

すから、使えるようになるわけですから、そういう用途にもどんどん活用させていただき

たいということを申し上げて、この質問を終了いたします。

では、２９号の別府市火災予防条例の件に関しては、私の所属委員会でもありますので、

ちょっと本会議での質問を引き下げさせていただきます。

ただ、ちょっと一言だけ。きょうが、１月１３日の光町の大火災と１月１８日の野口中

町の火災から約２カ月になろうとしています。この間、もちろん首藤消防長を中心に消火

活動、またその後の被災者へのいろんな救援が行政の方からも、また民間の多くの皆様か

らもすばらしい善意が届けられていることを、そのお仕事に当たった方には深く感謝申し

上げますし、またそういう温かいお心を寄せていただいた方に、改めて敬意を表するとい

うことだけちょっと申し上げさせていただきます。

では最後に、議第２４号別府市条例の一部改正についてということをお尋ねいたします。
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これは、市民税及び固定資産税の減免要件の見直し、また納期前の納付にかかる報奨金

の廃止に伴う条例改正ということになっておりますけれども、その内容を御説明ください。

○収納課長（板井要治君） お答えいたします。

第２４号の関係でございますが、まず市税条例の第４２条第２項と第７０条の第２項文

を削るという議案でございます。

内容といたしましては、納期前納付の報奨金の制度の廃止ということでございます。い

わゆる、前納報奨金の廃止でございます。この廃止の理由といたしましては、３点ござい

ます。１点目は、この制度自体、戦後の混乱期、納税環境がまだ未整備であった時代に、

財政基盤を確立して住民の納税意欲の高揚を促して、また税収の早期確保を目的として創

設された制度でございますが、半世紀以上たった現在、納税環境も整備されたということ

で、この制度自体の目的が達成されたものと考えております。２点目でございますが、昨

今の厳しい財政状況の中で行政改革が進められておりますが、本市といたしましては、平

成１６年度からの第２次別府市行政改革推進計画にこの見直しの項目が登載されまして、

交付率を下げ効果が上がったところでございますが、当外部評価の市民委員会の方から、

さらなる行政改革の推進ということで廃止をすべきであるという提言もなされておりまし

て、本市といたしまして、あらゆる検証をした結果、第３次計画、２２年度からの第３次

計画に廃止案として登載されております。３点目でございますが、この制度の納税者間の

不公平性ということでございます。納税者の中で普通徴収の納税者、それから特別徴収の

納税者がいらっしゃいますが、この制度自体は普通徴収の納税者のみの利用ができる制度

でございまして、特別徴収、サラリーマン等の特別徴収に関しましては制度の利用ができ

ないということの不公平性がございます。またもう１点の不公平性は、一括前納できる方

の制度でございまして、納期ごとに完納している納税者については利用ができないという

ような不公平性の問題がございます。

なお、平成２２年度から県下の状況を見ますと、１４市中１３市はこの制度は廃止をし

ておりまして、制度を継続するのは本市だけとなっておるという状態でございます。

○４番（荒金卓雄君） はい、今の説明で大変よくわかりました。以上で別府市条例の一

部改正についての質問を終わります。

○１８番（野田紀子君） 議案質疑をさせていただきます。

議第１１号の（１）（２）（３）と（６）の質疑を省かせていただきたいと思います。

まず最初に（４）の１０７ページの交通安全指導員に要する経費について、御説明をお

願いいたします。

○自治振興課参事（糸永雅俊君） お答えいたします。

交通安全指導員さんに要する経費について、主なものについて御説明をさせていただき

ます。

１節の報酬につきましては、昨年当初は交通指導員さんの数が定数３９に対して３２名

でありました。昨年、近年になく交通指導員さんになりたいという希望者が大変多くあり

まして、新年度予算で６名分多い３８名に、報酬７万円を乗じた合計２６６万円を計上さ

せていただきました。

第１１節の需用費につきましては、被服費として新任６人の交通指導員さんの制服や外

套などの購入費として９７万５，０００円計上させております。

第１９節負担金補助及び交付金につきましては、交通安全指導員実技研修補助金として１

０万円を計上しております。

○１８番（野田紀子君） 交通安全指導員の皆さんは、各小学校の前、あるいは近所の交

差点に立って、寒い日も暑い日も毎日早朝から、７時過ぎぐらいから立っておられると思

いますが、交通整理をして子どもを守り、かつ責任も大変重く、先ほど伺いましたら、年

－５７－



間報酬が７万円ということでございますが、この御苦労に対してもう少し手厚く報うとい

うことを考えてはどうかと思いますが、いかがでしょうか。

○自治振興課参事（糸永雅俊君） お答えいたします。

県下における他都市の報酬や勤務日数等を調査いたしました。報酬額につきましては、

他都市と余り変わりございません。しかし、勤務日数につきましては、他の市町村と大き

く違いがあるわけでございますが、今後、交通安全指導員の業務内容につきましても、生

徒の交通安全の確保を第一義と考える中で、他都市の状況を参考にしながら検討していき

たいと考えております。

○１８番（野田紀子君） この交通安全指導員の皆さんは、報酬が多いから、あるいは少

ないから交通安全指導員を引き受けるとか引き受けないとかいう方々ではないのですね。

ただ子どもの笑顔なりあいさつなりがうれしいということで、本当にこの年間７万円とい

う、まさにボランティアでしておられるのですね。ですけれども、だからといってそこに

市があぐらをかいてしまうというのはいかがかと思いまして、手厚く報いてはどうかと提

案をしたところでございます。

続いて、２６７ページの学校図書館の図書購入費について伺います。

学校図書館整備５カ年計画ということで、国から地方交付税の図書館、本を買いなさい

という財源が来ているはずですが、それは別府市の小・中学校の図書館の図書費に充てら

れているでしょうか。

○教育総務課参事（永井宏道君） 別府市の交付税上の財源措置額を試算しますと、小学

校では１学級当たり３万８，２００円、中学校では１学級当たり７万７，４００円となり

ます。平成２２年度は、小学校が１学級当たり３万９，０００円、中学校が１学級当たり

７万８，０００円と措置額を上回る予算を計上して、蔵書の整備に努めてまいりたいと考

えております。

○１８番（野田紀子君） よその市町村の事情を聞きますと、地方交付税で来るのでよく

わからなくて、そのまんまどこかに流用されてしまって、本代にはなっていないというこ

とが聞かれますので、この別府市の場合、きちんと図書費に充てられているということで

安心をいたしました。

今回の新５カ年計画には、古くなった本を処分して新しく購入するための更新冊数分の

図書費も一緒に盛り込まれております。このように本を処分し、あるいは新しい本を選ぶ

ということなどして、常に学校図書館に目配りをして、子どもたちの読書意欲を高めてい

るのが、学校司書でございます。教育委員会のホームページを見ますと、今のところ中学

校区の中で三、四校を１人の司書で受け持っている。しかも嘱託の身分で勤務をしており

ます。学校司書がいるようになってから、子どもたちの図書館利用が大幅に進み、保護者

にも大変いいことだと喜ばれております。中学になると読書量が減るということを、先生

方からもお聞きいたします。中学生になったら、本来みずから進んで本を利用し、調べ物

をして勉強するということを習慣づけなくてはならないと思うのです。そのとき、本の利

用の仕方を教え、必要な本をそろえていくのが、学校司書でございます。その司書は専門

職なのですから、今後は嘱託でなく身分保障できる待遇と、さらに増員を教育委員会から

も市執行部に対して要望していただきたいのですが、いかがでしょうか。

○教育総務課参事（永井宏道君） お答えいたします。

現在８名配置でございますが、平成２２年度は３名を増員し、３校１人体制から２校１

人体制にして、学校図書館の一層の環境整備の充実を図っていきたいと考えております。

○１８番（野田紀子君） ありがとうございます。

では、次に議第２２号別府市職員の給与に関する条例等の一部改正については、労働基

準法の一部改正に伴ってということですが、その内容を教えてください。
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○職員課長（豊永健司君） お答えいたします。

今回の議第２２号の改正条例には、時間外勤務手当等に関する内容が含まれております。

その内容につきましては、労働基準法の一部改正に伴い時間外勤務手当の率の改正及び時

間外勤務、代休時間制度の新設を行うものであります。改正理由といたしましては、特に

長い時間外勤務を強力に抑制し、またこうした超過勤務を命ぜられた職員に休息の機会を

与えるため、月６０時間を超える時間外勤務にかかる時間外手当の支給割合を引き上げる

とともに、この引き上げ分の支給にかえて代替休を指定できる制度を新設するものでござ

います。

○１８番（野田紀子君） １カ月に６０時間以上の残業というのは、２０日間、毎日平均

して３時間の残業をして、その上に例えば土曜日に出勤するようなことになると思うので

すが、こんなすさまじい残業をさせられる職員が、実際いるのでしょうか。

○職員課長（豊永健司君） お答えいたします。

部署や業務によりまして、時期的に６０時間以上となる場合があり、該当職員も存在し

ております。

それと、この６０時間以上の長時間労働をした職員にとりましては、そのかわりに休む

ことができる制度となったことで、休みがとりやすくなる環境が整備されるものと考えら

れます。また、休めない場合でも、現在よりも割り増し率がふえた時間外勤務手当を受け

ることができ、勤務労働条件は改善されたと言えます。

○１８番（野田紀子君） この６０時間、お話をお聞きしますと、６０時間以下の分の残

業手当１時間は、１時間当たりの給与の１００分の２５、６０時間を超えた分の残業手当

は、それが１００分の５０になる。その１００分の５０のうちの１００分の２５を残業手

当として受け取り、残り１００分の２５が１５分の休みにかえることができるというもの

で、ですから、６０時間を超えた１６時間の残業があれば、それは半日分の４時間ですね、

４時間の休みにかえるということができると解しますが、その理解でよろしいでしょうか。

○職員課長（豊永健司君） はい、議員御指摘のとおりでございます。

○１８番（野田紀子君） この６０時間以上の残業というと、例えば１日に３時間の残業

を毎日毎日するとしたら、出勤するのが大体８時前ぐらいとして、夜の８時過ぎまで働い

て帰るとなると、ほとんど家には寝に帰るだけみたいなふうに考えられるのですけれども、

この改定で実際この長時間労働を抑えることができると言われましたが、長時間労働、本

当に抑えることができるのでしょうか。

○職員課長（豊永健司君） お答えいたします。

今回の改正の目的につきましては、使用者にとっての負担を重くすることで、結果とし

て長時間労働を抑制することであり、その意味で職員の勤務労働条件を改善するものと考

えております。

長時間労働につきましては、職員に過重な負担を与え、心身に悪影響を及ぼすだけでな

く、使用者である市にとっては適正な職場環境の構築を阻害し、また時間外手当などの財

政的な負担を増加させるものでもあります。今回の改正は、長時間労働の抑制の大きな事

由となり、市としても、６０時間を超える時間外労働については、原則として禁止する方

向で検討しております。これによりまして、長時間労働の縮減が期待でき、職員にとって

は健康的な生活を回復できるための契機となる改正であると考えております。

○１８番（野田紀子君） いわゆる「三六協定」には違反しないのでしょうか。

○職員課長（豊永健司君） 違反しないと考えております。

○１８番（野田紀子君） しないということでございましたので、では次の質問に移りた

いと思います。議第３１号について質問をいたします。議第３１号別府市営クレー射撃場

の長期かつ独占的な利用について伺います。
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このクレー射撃場の鉛の弾ですね。射撃場の鉛の弾が堆積して、クレー射撃場に積もっ

て環境汚染しているのではないかということでは、当時の高橋美智子議員と私も、一般質

問を平成１３年、１６年、１７年と再々してまいりました。そのたびに助役さんから、こ

の鉛弾の扱い方というか、始末の仕方については慎重に対応すると御答弁をいただいてお

ります。平成１７年３月議会の総務文教委員会では、同じくこの議案が出されまして、長

期かつ独占的な利用をさせたいというこの議案に、２件の附帯決議を委員会でつけました。

その一つは、鉛汚染の被害を十二分に監視するための水質検査は、市が責任を持って行う

ことと要望をしております。これまでの５年間の射撃弾が、クレー射撃の弾丸の鉛の量、

また水質検査の結果や対応を教えてください。

○スポーツ健康課長（平松純二君） お答えいたします。

平成１７年度から今日まで５年間の入場者数は１万４６０名で、鉛の飛散量は、使用す

る銃の口径によって弾丸の重さも違いますが、最大２５．７トンと推定をいたしておりま

す。水質検査につきましては、いわば住民の方々が安全・安心な水として飲用できるよう

に自治委員さんと相談し、これまで２カ所で取って水質検査していたものを４カ所にふや

してまいりました。また、平成１５年４月１日より鉛の含有量が、１リットル中０．０５

ミリグラムから０．０１ミリグラムと水質基準も厳しくなりましたが、ここ５年間の４カ

所での平均数値は０．００２ミリグラムで、現在までこの基準値を超える傾向も見られて

おりません。

次に、地元関係者への対応であります。平成１９年１２月７日に湯山の自治委員さん、

民生委員さんがお見えになりました。水質検査の結果、安全な水であることは認めますが、

わき水を飲用水に使用しなければ生活できない人々の不安を解消したい、何とか解決でき

ないだろうかという、そのような相談がございました。早速現場に行って、関係者の方や

水道局と協議を重ねたところでございます。結果、将来のことを考えたときに抜本的な解

決を目指すことで地元の方々と合意をしたところでございます。おかげをもちまして、今

３月末日には地元関係者の負担はございましたが、わき水を引いていた全家庭に安全・安

心な水道水の供給が可能となる工事が完成する予定でございます。

○１８番（野田紀子君） 上水道を引かれるようになったということなのですけれども、

では、クレー射撃場に堆積している鉛ですね、１７年度現在も積もっていたわけですけれ

ども、それから５年間の長期かつ独占的利用の間もクレー射撃はしておられたわけで、そ

の間の鉛がどうなっているのかという対応は、御答弁の中にはありませんが、１９６６年

というのが昭和４１年、国体が開かれたときですね。そのときのためにクレー射撃場をあ

そこにつくったのだと聞いております。ところが、では、だれがどれだけクレー射撃をし

て利用したかという記録が、前回、私どもが一般質問するときに調べましたけれども、全

くありませんでした。出てきた記録は平成２年、１９９０年からの分しかなくて、それか

らの推定で今度の５年間の分を合わせれば１１４トンの鉛が射撃場に放置されているので

はないかと推定をされます。

このクレー射撃場の鉛汚染というのは、私が一般質問したときにも全国的に大問題にな

っておりました。そして次々クレー射撃場は汚染除去の工事をし、鉛が溶け出さないよう

な施設をつくって、現在またクレー射撃を始めております。今度の大分国体でクレー射撃

の会場になった熊本県へ、上益城郡益城町といいますか、益城町のクレー射撃場は、私が

視察に参りましたときは、汚染除去の工事の真っ最中でした。その工事ができて、今度の

国体のときは、大分県ではなくて熊本県の方が会場になったわけです。

そして、私と高橋美智子議員が一般質問で言っていたころは何もなかったといいますか、

国の方針というものは何もなかったようにありますが、今度、今は環境省が平成１９年３

月に「射撃場にかかる鉛汚染調査対策ガイドライン」というものを出しております。これ
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ですね。環境省のホームページに出ております。懇切丁寧に書いてございます。鉛汚染対

策の調査対策を学識者、射撃関係団体、自治体、中央省庁の関係者の射撃場にかかる鉛汚

染対策検討会というものでこのガイドラインをつくったのです。この検討会には、構成委

員として全日本指定射撃場協会の専務理事という人、さらに防衛省、それから警察庁も出

ていました。日本クレー射撃協会の副会長、日本猟用資材工業会の専務理事。ですから、

これはクレー射撃をした人、早く言えば商売をする人、そして環境汚染を調べる人、すべ

ての立場の人が、このガイドラインにかかわってガイドラインをつくっているわけです。

このガイドラインをつくるに当たって環境省が、国立環境研究所というところに発注をし

て、屋内・屋外の実験と現地調査などで、鉛弾が雨水などの水に触れると鉛が溶け出すと

いうことを確認しております。そして、ゴルフ場の農薬汚染と同じように水質調査をする

ようにと言っております。

ですから、この湯山クレー射撃場の４カ所の調査というのは、このガイドラインに照ら

せば全く不十分と言わざるを得ません。この環境汚染は、湯山の地元の方だけの問題では

なく、それは一般質問したときも私はずっと申し上げておりましたが、別府市全体の大問

題でございます。ガイドラインも出ていることですし、漫然とまた５年間長期かつ独占的

な……

○議長（野口哲男君） １８番議員、ちょっとお待ちください。議案質疑ですから、それ

でどういうふうに議案質疑をするのかをお願いいたします。（笑声）

○１８番（野田紀子君） この条例を、このままの状況でまた提案をされるのかどうか、

お聞きをいたします。

○スポーツ健康課長（平松純二君） お答えします。

現状のまま提案をさせていただきたいということでございます。

○１８番（野田紀子君） 副市長は、どうお考えになりますでしょうか。

○副市長（友永哲男君） １９年の３月に環境省の方から射撃場にかかる鉛汚染の調査対

策ガイドラインというのが出ているということは、承知をいたしております。そういうこ

とで、ガイドラインの中を見ますと、やはりその地域に、地域といいますか、その射撃場

によってそれぞれの考えが違いますので、この中を十分調査させていただきまして、また

したいと思います。よろしくお願いします。

○７番（長野恭紘君） こんな早い時間に来るとは思っていませんでしたので、あしたか

なと思いながら、余裕をかましておりましたが、しっかり質疑、最後、頑張ってまいりた

いと思います。

私も気が弱いものですから、自分の所管をする委員会の男女共同参画に要する経費をち

ょっと上げさせていただいておりますが、若干、若干ですね。皆さんの前でこれはぜひ言

いたいので、ちょっと質疑をさせていただきたいと思います。

１０４ページの男女共同参画に要する経費でございますが、平成２１年度の当初予算と比

較をいたしまして、約２２８万円の増額となっております。また、この理由と具体的にど

ういうことをする事業であるのかということを、まず御説明をいただきたいと思います。

○自治振興課長（中野康恵君） お答えいたします。

２２８万円の増額の内訳ということですが、第２次男女共同参画プラン策定の業務委託

料としまして、２２０万円の計上をいたしております。これは、現在の第１次のプランが

平成２２年度で終了するため、第２次のプランを作成しようとするものでございます。業

務委託の内訳は、市民男女５００人ずつ、計１，０００人に対するアンケートのデータ入

力と集計及び結果の分析と、それからプラン本体とダイジェスト版の作成と印刷が主なも

のとなっております。

○７番（長野恭紘君） このいわゆる策定をする、基本計画をまた策定するということの
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費用ということでいいと思うのですけれども、これが、なぜ別府市が二百数十万円の予算

をかけてやるのかということで、私もちょっと気になったものですから、事前の打ち合わ

せの中で、これは別府市がいわゆる都市宣言とか推進計画を立てておりますので、こうい

ったことで独自でやるものかということで、ちょっと事前にお尋ねをしたわけであります

が、これは男女共同参画社会基本法、平成１１年度の作成でございまして、この法律にの

っとった国・県は責務、そして市町村は努力義務ですよということで、別府市が先駆けて

こういったプランを策定する。

この２２０万円について高いか安いかというのは、それぞれ判断が分かれるところでご

ざいますけれども、ぜひ２２０万円かけて先駆けてこういうことをやるわけですから、し

っかりと内容を精査させていただきたいな。できましたら、早急に議員にもお配りをいた

だいて、しっかり内容をまた見てみたいなというふうに思っております。

それで、あと予算の中で、あとは講演会、男女共同参画にかかる講演会等が計上されて

おりますので、そういった講師の先生等にもぜひ、今まででしたら女性でしたけれども、

例えば育児休暇を取った男性なんかもいらっしゃるので、またそういった方の話を聞くの

もおもしろいのかなとか、いろいろ女性から見る視点と、また男性から見る視点というの

が違うと思いますので、そういったことをまずよく考えていただいた上で講師を選ぶとい

うようなことにも心がけていただければなというふうに思っております。

また、活動拠点としての共同参画センターの設置も予定をされておりますけれども、こ

れ以上言うと一般質問になりますので言いませんが、ぜひこの中身をやっぱり充実しても

らいたいな。形にこだわるのではなくて、やっぱり中身を充実すれば、わざわざ形をつく

って、これがなければいけないということにならないのではないかなというふうに私は思

っていますので、中身をまずは充実をしていただくということをまず頭に置いて、今後の

計画に進んでいただきたいということをお願いして、次の項目に移ります。

次は、一般会計の１２８ページの地籍調査に要する経費でございます。

午前中、加藤議員の方がほとんど言っていただいたので、私が言うことというのもなか

なか、なくなってきたわけでありますけれども、今回のこの予算計上の規模であるとか予

算というのは、加藤議員のお答えの中でよく理解をいたしました。それで、同じ地籍調査

を今よりも以前に、２１年、２２年度で法務局の方も同様な調査、地籍調査をやられてい

ると思うのですけれども、今回行う調査と法務局が事前に行ってきた調査とは、どこが一

体具体的にどう違うのかということをちょっと、まずお尋ねをしたいと思います。

○都市政策課長（福田 茂君） お答えいたします。

今回、地籍調査をやるわけですが、これは国土調査法に基づきまして地籍簿、地籍図を

作成するものでございます。その地籍簿、地籍図につきましては、国の承認をいただきま

して県の認証をいただいて、法務局に送付して、それが法務局に備えられております簿冊、

地図等に書きかえられるということになります。法務局がやられておりますのは、不動産

登記法第１４条の地図ということでございますので、これは手法といたしましては、地籍

調査と同じような手法でございますが、法務局の方が職権に基づきまして同じ作業をする

ものでございます。最終的な結果といたしましては、法務局が作成した地図、地籍調査に

よって作成した地図ということで備えつけられるようになります。

○７番（長野恭紘君） いわゆる法務局といわゆる国土交通省が、予算の出どころが違う

というところがまず一つだと思うのですけれども、要は今法務局がやられている作業とい

うのは、今、大字北石垣ですかね。中須賀、ちょうど吉冨議員の御自宅のあたりかなと思

うのですけれども、いわゆる家ですね。住宅を中心にこういう整理をしていく。今回予算

に上がっているのは、主に林野ですね。内成であるとか東山、ああいったあたりを中心に

やっていくということのようでございますけれども、実際に過去の議会でもちょっと出ま
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したけれども、私の地元になるので余りあれですけれども、グリーンハイツというところ

が当然あって、その話も前から出ておりますね、問題があって。これは道路河川課と水道

局の方が一生懸命整理を、今一生懸命お手伝いをしていただいていますけれども、ぜひや

っぱり法務局の方と連携もしていただきながら、せっかく同じ作業をやっぱり、林野と住

宅と今同時並行でやっていくような形になるわけですから、ぜひとも今後そういった、こ

れから始まる１０年のいわゆる地籍調査だけではなくて、関連をして法務局の方ともよく

連携をとって、いわゆる住宅の方にも、大分県内さまざまなところで、津久見でやったり

佐伯でやったりということがあると思うのですけれども、ぜひ別府も継続してやってもら

いたいというような要望も積極的にしていただきたいと思っていますが、その点について

はいかがでしょうか。

○都市政策課長（福田 茂君） お答えいたします。

北石垣の方で法務局の方が実施していただいております。別府市におきましては、平成

１５年度に荘園町の方で実施していただいております。なお、市内には公図と現地の相違

が大きい地域がまだ残っておりますので、議員御指摘のように法務局の方にお願いいたし

まして、ぜひ別府市の市街地の中を率先してやっていただくように要望してまいりたいと

思います。どうぞよろしくお願いいたします。

○７番（長野恭紘君） 現実的に、これはお金がものすごくやっぱりかかるのですね。あ

と手間もかかるということで、林野であればすぐ進むのですけれども、なかなか一般の住

宅をやっていこうとなると、立ち会いの問題とかいろいろ、もうなかなか進まないわけで

すね。だから、ぜひこういったことも積極的に連携をして、何度も言いますが、進めてい

ただきたい。これを要望して、次の質問に入りたいと思います。

予算書の２０５ページ、商店街活性化に要する経費でありますが、これも先ほど先輩、

山本議員さんからお話がありましたので、大体はわかりました。私は、楠会館跡地整備工

事の内容の中でも、バリアフリーのポケットパークとしてというようなお話を伺っており

ますので、いわゆるバリアフリートイレとかも設置するという話も聞きましたので、そう

いった内容を中心として、ちょっとそこだけ詳しく説明していただけますか。

○商工課長（永井正之君） お答えをいたします。

先般お答えをさせていただきましたけれども、多目的に利用できるバリアフリーのポケ

ットパークとして整備を考えてございます。施設としては多目的トイレ、休憩用のベンチ、

各種イベントに対応できるような給排水施設、それから広場、植栽等を予定してございま

して、具体案につきましては、パース等で今後地元の皆様と最終協議をさせていただきた

いと思ってございます。

○７番（長野恭紘君） 要はつくっていただくのは本当に大いに結構で、私もこれはもろ

手を上げて賛成なわけでありますけれども、やはり一番大事なことは、そういった車いす

の方であるとか、本当に必要な方々が必要なときに、すぐそこに行って使えるかというこ

とだと私は思うのですね。ですから、今回の楠会館を含めて今年度、商店街にも何個かそ

ういうバリアフリーのトイレを設置したいというような意向があるようでございますので

て、ぜひともそういったことをやっぱり今後は楠会館を中心として、点でつくっていくの

もいいのですけれども、やっぱり本当に使い勝手のいいというか、使えるところに、本当

にトイレしたいというのは、もう前もってわかればいいのですけれども、結構急に来たり

するものですから、そういう使い勝手のいいようなものをつくっていただく。

それと、こういう話が実はありましてね。私がこの話をする前段として、太陽の家であ

るとか、非常に障害を持たれた方が別府市は多いわけでありますが、私も酒を飲まないの

に飲み屋によく行きます。それで、同じ席にやっぱりそういう車いすの方々が座られてい

るときがあるのですよね。そうしたときに飲まないのですよ、余り。だから余り口をつけ
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ないので、ちょっと耳に入ってくる言葉を聞いたら、「いや、もうトイレが近くなるから

飲めないのだ。だからトイレが近くなるから食べられないのだ。だから、できれば腹いっ

ぱい食べて、腹いっぱい飲みたい」というような要望を私は聞いたときに、ああ、なるほ

どなと。やっぱり我々の感覚ではなくて、そういった方々が別府は多いのに、そういう配

慮もなかなか足りないなというふうに改めて思いました。

それで、例えば横通り、楠会館であれば、例えば飲食店街から出ても結構時間がやっぱ

りかかるのですよね。だから、新年度で予定をされているのであれば、そういったバラン

スもちゃんと考えていただきながら、ぜひ、課長のお話で、そういった方々との話し合い

も今始まったようでありますので、ぜひともそういったことを積極的に今後考えていただ

きたいというふうに思っておりますが、課長、では答弁をお願いします。

○商工課長（永井正之君） お答えをいたします。

たしか２０年の３月議会だったと思いますが、２１番議員さんから国体後の全国身障者

スポーツ大会において、中心街に障がい者の皆さんを引き込もうということでトイレを設

置したらどうかということで、ちょっとばたばたっとした経緯がございます。仮設トイレ

で対応させていただきました。ただ、それからずっと大変悩ましい問題として私も心の中

に残っておるのですけれども、まず今後料飲街にトイレということでニーズの把握をさせ

ていただきたい。それから設置場所の問題、それから設置費用の問題、一番大きな問題が

維持管理の問題。こういう問題をすべてクリアできないと設置もできないだろうというこ

とで、まず関係者の皆さんの勉強会から始めていこうというふうに考えてございます。

なお、中心街の飲食店では１７カ所ほど車いすで対応できる店舗がございます。ただ、議

員さんがおっしゃったようにスナックなんかになりますと、お客さんが座ると、もうちょ

っと行けないというところも、そのうち何店舗かありまして、現実に車いすの皆さんが自

由に使えるという店舗が本当に少ないというのは現実にございます。何とか勉強会の場で

皆様方の合意をとれるように頑張っていきたいと思います。

○議長（野口哲男君） やがて正規の時間がまいりますので、あらかじめ会議時間の延長

をいたします。

○７番（長野恭紘君） その点、ぜひよろしくお願いをいたします。一番はやっぱり維持

管理ですね。維持管理をやっぱりいかにコストを抑えるために協力を、例えば料飲組合の

方々にも協力をしていただくかというようなところも大きいかと思いますので、ぜひとも

今後の話し合いというか、進捗、またお知らせいただきたいと思います。

それでは、次の項目に移ります。１７７ページ、広域行政に要する経費でございます。

あ、すみません、すみません。あと１点、忘れていました。すみません、課長、ちょっと

残ってください。

１点、すみません、１個忘れていました。同じ２０５ページの商店街活性化に要する経

費の中で商店街イベント補助金３５０万というのが計上されておりますが、これはどうい

った形で補助金を利用するのか、ちょっと御説明ください。

○商工課長（永井正之君） お答えいたします。

現在、景気後退また大型店の相次ぐ進出によりまして、市内各商店街が大変苦戦をして

おります。そういう商店街１店１店を支援するという方法というのは、大変難しい側面が

ございますので、各種イベント、中心街、また郊外の商店街も現在各種イベントに取り組

んでいただいてございます。この点を予算の範囲内で、予算規模に応じて一定の率で支援

をさせていただこうということで、商店街イベント補助金制度を今回計画をさせていただ

きました。３５０万ですけれども、有意義に使っていきたいというふうに考えてございま

す。

○７番（長野恭紘君） 今までになかった予算ですね。３５０万円という金額が計上され
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ているわけですが、まつり・イベントが全国的にやっぱり景気の後退に伴ってなかなか、

いわゆるお金が集まらない、だから中止をする、もしくは縮小するというようなところが

相次いでおります。特にイベントというよりもお祭りですね。お祭りを景気が悪いからで

きない、なくせというのは、私はこれは逆だと思っているのですね。観光振興と地域振興

という考え方があれば、これは祭りというのは地域振興ですから、やっぱり地域を元気に

するために厳しいときほど行政が何とか協力してでも、これは私は元気を出すためにやら

なければいけないというふうに思っています。そういう時宜を得た、いい補助金が今回計

上されているなというふうに私は思いました。課長は御苦労されたのだと思いますが、も

しかしたら中止になるかもしれないイベントに補助金を入れる、もしくはやりたかったけ

れどもできなかったイベントに対してお金を入れて、それを実現するというようなことで、

ぜひとも広く周知をしていただければというふうに思っております。どうぞよろしくお願

いします。ありがとうございました。

続きまして１７７ページ、広域行政に要する経費でございます。この件についても非常

に泉議員さんからお話が先般ありましたが、何を言っていいのか、どこまで言っていいの

かというのが非常に悩ましいので、政策推進課が答弁をするという時点で、もうものすご

くこれは厳しいなと、自分自身に答弁を求めるのは厳しいだろうというふうに思っており

ます。

それで、今回数値だけ見てみますと、日立造船さんが１９８億７，０００万円、荏原環

境プラントが１８６億７，０００万、その差１２億ということで、内訳として建設費が、

日立造船さんの方が安くて、荏原環境プラントの方が高い。それとは逆に運営委託費、い

わゆるランニングコスト、１５年間のランニングコストで見ると、逆に荏原環境プラント

が２７億円も安いという形で、最終的に１２億円高いという業者を落札したわけですね。

ですから、この点について、広域でのことなので、今この場で言うつもりはありませんが、

ただ、私は日立造船グループが悪いと言っているのではないのですね。いい企業だと思い

ます。それはものすごく大きな企業ですし、これはもうだれもが見ても納得する立派な企

業だと思います。ただ、これがやっぱり１２億円高いということがなければ全然問題ない

のです。加えて、私も後ろで傍聴していましたけれども、広域議会のときに。であるなら

ば、なぜ資料を出さないのか。資料をちゃんと出して、ここがやっぱりよかったのだよ、

具体的に何がよかったのですよということをちゃんと提示していただければ、私はここま

での問題になってないと思います。出せば出したで問題になることがたくさんあると思い

ますけれども、ただやっぱりそれをせずに議会や議員に対して議決をしなさいよ、してく

ださい。いわゆる選定委員会が選んだ企業に対して首を縦に振るか横に振るかしか許され

ないほど、この議会や議員というのが権限がないのかなというふうに、私はそれに対して

の不満なのですよね。

だから、長い目で見て１５年間であれば１２億の差ですけれども、さっき言ったみたい

にこれは耐用年数を考えたら３０年、４０年やっぱり使っていく施設なのですよね。１５

年間で２７億２，０００万違うのですよ、２７億２，０００万。だから最初の１５年間で

１２億違って、後の１５年間で２７．２億円ですから、４０億円近い金額を３０年間で地

域住民に支払いさせていくという、余分な金額を支払いさせていくということになるので

すね。ということになると、それだけ、いわゆるバリュー・フォー・マネーといいますけ

れども、それに見合った、これだけここがすばらしいのですよという我々もちゃんとした

説明をやっぱり市民にはしていかなければいけないのに、それが私は今の段階では全くで

きない。だから、このいわゆる予算には私は賛成できない。いい、悪いで言っているので

はないのですよ。審議するための資料をくださいと言っているのに、くれないということ

に私は問題があるのだと思います。これ以上言っても、本当に疑わしきことばかりで、そ
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れはあくまでも、でも疑わしいことばかりなので、これ以上もう言いませんので、そのこ

とをよく理解をして執行部の方も我々議員もきちんと市民に説明をする義務がある。ただ

私は説明ができませんということだけ申し上げて、次の質問に移りたいと思います。

議第１２号の別府市国民健康保険事業特別会計についてであります。先ほどこれも先輩

議員の方からお話がありましたので多くは申し上げませんけれども、大体、保険給付費と

いうものが１０４億円なわけですね。それで歳出予算全体のこれが７割を占めているとい

うことで、端的に言うと医療費が１％伸びれば１億円伸びるという計算を頭の中では大体

しているわけなのですけれども、なかなか、先ほどから意見が出ていますように、決算見

込みをお聞きしようと思ったのですけれども、決算見込みはもう間違いなくこれはことし

は厳しいだろうなというふうに思っておりますし、現政権になりまして、これも先ほどか

らの話に出ておりますけれども、後期高齢者医療制度を廃止する、２５年度からそれに合

わせて国から県や市町村の方に権限を移そうかというようなことも議論されているわけで

ありますね。

それで、当然今５年間で累積赤字の８億円を消していこうということで税率を上げまし

たよね。それで非常に順調にいけばいいのですけれども、恐らくこのままでいけば今年度

もしくは来年度あたりで順調に、いわゆる累積赤字の残りの６億円弱を消していけるだけ

の税率が、今のままではこれは維持していたらできないのではないかなというふうな危惧

を持つのですが、その点についてはいかがなのでしょうか。

○保険年金課長（加藤陽三君） 税率についての考え方ということでございますけれども、

税率については平成２０年に国の医療制度改革それから累積赤字の解消、そういった形で、

それからまた医療に見合った税率ということで改正をしております。それから２１年度に

おきましては、先ほど来私が答弁申し上げているように、低所得者の７割・５割・２割の

軽減を維持するために引き下げた経緯がございます。

それから、今の税収の確保につきましては、現在の税率の確保につきましては、やっぱ

り所得が前年に比べて１０億円ほど落ちているということが大きな原因かと思います。

○７番（長野恭紘君） 厳しいこういう財政の中で国保を運営していくというのも、当然

非常に厳しいわけであります。それで、今累積の部分を埋めるつもりの税率でいっている

わけですよね。２５年から果たして一体現政権がそこまで持つかどうかも含めて、全くわ

からないだらけでありますけれども、やっぱり結論から言うと、このままのいわゆる市町

村単位での運営ではもう限界。そのかわりやっぱり市民が今払っている国保税でも、もう

これ以上の値上げは限界というのが、もう現実だと思います。今のままとりあえずは２５

年まで税率改正を行わずにいったときに、もしかしたら赤字部分というのが、累積赤字の

部分が残るかもしれませんが、その部分は一般財源から補てんするぐらいの覚悟でやらな

いと、たぶん、このままのいわゆる税率でいくと厳しいのかなというふうに私個人は思っ

ています。最終的に広域運営、そういう形でやっていかなくては不可能というのは、これ

はもうだれが考えてもわかっていると思いますので、ぜひそういったときに備えて、では

これから、あと残された３年間で一体どうするかということを十分庁内で検討を重ねてい

ただきたいということを要望して、最後の質問に移りたいと思います。

議第３３号事務の委託の協議についてということでございますが、端的に質問をしてま

いります。

今回、竹田市と別府市との間でのいわゆる委託の協議でありますが、竹田市と別府市を

そういう証明書類をやり取りできることになるわけでありますが、これについて、このシ

ステムを構築することに関して、大体どの程度の予算がかかっているのか、ちょっとその

点だけ簡潔で結構ですので、御答弁いただきたいと思います。

○市民課長（房前一幸君） お答えいたします。
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委託料につきましては、４２万１，０００円でございます。

○７番（長野恭紘君） 恐らくそれは、竹田市と別府市を交互に行き来できるシステムの

構築という金額ではなかったかなというふうには思っていますけれども、お聞きするとこ

ろによると、感覚的に言うと、向こうにファックスを１台置いて、電話番号、ファックス

番号を獲得すれば、それでできてしまうのですよというような事前のお話がありましたの

で、その程度かというふうに思ったのですけれども、運営していく上で加入している市町

村と加入していない市町村というのが当然あるわけですね。いろいろと費用負担の問題が

あるのだと思いますが、ただ大分市と別府市を見てみますと、本当にものすごい、千何百

件という件数が毎年使われているようになっていますね。例えば、大分市で別府市の出身

の人が住民票がある人が大分市に行く、そして、そこで住民票が必要なときに大分市役所

に駆け込んで「別府市の住民票を欲しいのですが」と言ったら、大分市役所にいながらに

して別府市の住民票とかが取れる、こういうサービスだと思います。こういうサービスが、

できれば別府市としては全市町村に、そんなに費用もかからないわけですから、全市町村

を網羅できるようにしていくと、また別府の価値も上がるかなというふうに思っておりま

すので、もう御答弁は要りませんので、残り１０分残しまして、これもまた要望して、私

の議案質疑を終わります。

○議長（野口哲男君） ほかに質疑もないようでありますので、以上で質疑を終結いたし

ます。

上程中の全議案については、お手元に配付しております「議案付託表」のとおり、それ

ぞれ所管の常任委員会に付託いたします。

この際、お諮りいたします。

会期日程では、あす１２日は、本日に引き続き議案質疑となっておりますが、質疑は本

日をもって終結いたしましたので、あす１２日の議案質疑を取り消し、本会議を休会とい

たしたいと思いますが、これに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（野口哲男君） 御異議なしと認めます。

よって、あす１２日の議案質疑を取り消し、本会議を休会とすることに決定いたしまし

た。

以上で、本日の議事は終了いたしました。

あす１２日から１４日までの３日間は、休日等のため本会議を休会とし、次の本会議は、

１５日定刻から開会いたします。

本日は、これをもって散会いたします。

午後５時０７分 散会

－６７－


